
国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

１-① 1

子どもの権利に
関する啓発の推
進

児童の権利に関する条約に基づ
く子どもの権利に関して，学校
内での周知を行い，普及啓発に
努め，人権教育を推進してい
く。

全校が人権教育
の全体計画と年
間指導計画を作
成し，計画に基
づき実施する。

人権教員推進委
員会において指
導資料等を作成
し，全校に周知
する。

学校指導
課

全校で，教育
課程作成時
に，人権教育
の全体計画と
年間指導計画
を作成するこ
とにより，年
間を通して計
画的に人権教
育を推進す
る。

人権教員推進委
員会において具
体的な学習指導
案を含む指導資
料を作成する。
学校指導課訪問
や校長連絡会を
通して全校に周
知し，活用を促
す。

全校が人権教
育の全体計画
と年間指導計
画を作成し，
計画に基づき
実施した。

人権教育推進委
員会において作
成した指導資料
を３月末に全校
に配布し，周知
した。

a 全校が計画に基づ
き，確実に人権教育
の推進を図ってい
た。
新学習指導要領の全
面実施に向け，計画
の見直しを図ってい
く。

a 平成29年度に人権教
育推進委員会で作成
したリーフレット
が，各学校の授業等
で積極的に活用され
た。
また，平成30年度の
人権教育推進委員会
では，研究授業を通
した実践的な事例を
基に，指導資料を作
成し，3月末に全校に
配布，周知した。
社会的な状況を踏ま
えた新たな人権課題
についても，研究を
深めていく。

A

１-① 2

子どもの権利に
関して，子ども
を含む市民への
普及・啓発

児童の権利に関する条約に基づ
く子どもの権利について，子ど
もを含む市民へ，普及・啓発を
図る。

子どもを含む市
民に条約に基づ
く子どもの権利
について情報を
提供し，考える
機会を設ける。

子どもの権利に
対する理解が深
められている。

子ども若
者計画課

子育てガイド
配布件数
3,000部

子育てガイドの
みならず，家族
の日などの機会
をとらえながら
HPや市報に
て，市民への周
知を図ってい
く。

子どもの権利
の理念につい
て，前文にお
いて触れて子
育てガイド
（制度編）を
制作した。総
配布件数
4022部（う
ち30年度版
2,838部）
子育てガイド
別冊版発行件
数　2,838部

子育てガイドの
みならず，家族
の日などの機会
をとらえながら
HPや市報に
て，市民への周
知を図った。

b 子どもの権利の理念
について，前文にお
いて触れて子育てガ
イド（制度編）を制
作した。総配布件数
4022部（うち30年
度版2,838部）
子育てガイド別冊版
発行件数　2,838部

b 児童福祉週間の関係
機関への周知，ポス
ターの掲示，家族の
日の市報掲載等を
行った。

B E

１-① 3

子どもの権利に
関して，市職員
への普及・啓発

児童の権利に関する条約の内容
に基づき，子どもの視点に立っ
た施策の展開をする必要がある
ことから，全職員を対象とした
研修を実施し，普及・啓発を図
る。

研修の実施 子どもの視点に
立った施策が展
開されている。

子ども若
者計画課

庁内の掲示板
等を活用し，
子どもの権利
に関する周知
を図る。

子どもの居場所
づくり推進会議
の検討結果を関
係各課へ情報提
供しながら，子
どもの権利の理
解につなげる。

児童福祉週間
について庁内
掲示板に掲示
し，子どもの
権利に関する
周知を図っ
た。

子どもの居場所
づくり推進会議
において関係各
課と情報共有し
ながら，子ども
の居場所の実情
の把握等を通し
て子どもの権利
の理解につなげ
た。

b 庁内掲示板を活用
し，子どもの権利に
関する周知を図っ
た。

b 子どもの居場所づく
り推進会議におい
て，居場所づくりに
関し現地インタ
ビュー等を実施し，
居場所づくりという
観点から子どもの意
見を聴きとるという
試みを実施した。

B 研修に限らず，
様々な周知の手
法の検討・実施
により，職員に
対する周知を図
り，子どもの権
利の普及啓発を
図る。

１-① 4

子どもの権利に
関して，市内施
設関係職員への
普及・啓発

子どもも市民であるという前提
に立ち，市内で公共施設の運営
を行う者（指定管理事業者等含
む。）に対して，施設が子ども
の居場所として機能できるよう
にすることを求めるなど，子ど
もの権利の普及・啓発を図る。

公共施設の運営
を行う者に対
し，子どもの居
場所に関する説
明の実施（市内
の全ての公共施
設に対して）。

子どもの権利が
尊重された施設
運営がなされて
いる。

子ども若
者計画課

子どもの居場
所づくり推進
会議にて作成
するハンド
ブックの発行
に向け，子ど
もの居場所に
ついての検討
を行う。

子どもの居場所
づくり推進会議
においては，子
どもの居場所に
ついての意見交
換を行う。
また，子どもの
意見を直接聴く
機会を設ける。

子どもの居場
所づくり推進
会議を３回開
催。
また，11月
から12月の
１か月間をか
けて計10か
所の実地確認
を行った。

子どもの居場所
づくり推進会議
において，子ど
もの居場所につ
いての意見交換
を行った。
また，実地確認
において，直接
子どもから意見
を聴くことがで
きた。

a 子どもの居場所づく
り推進会議における
検討及び実地確認
は，31年度目標達成
の有効な基礎材料と
なった。

a 実地確認において，
子どもの意見を直接
収集することによ
り，ニーズを把握し
た。このことは，31
年度に作成するハン
ドブック作成に向け
た基礎材料となり，
子どもの権利として
安心して過ごせる居
場所の紹介し，施設
運営者と共通認識を
持つことにつながっ
ていると思慮され
る。

A

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。
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１-② 5

妊娠期，子育て
子育ち各種相談
への対応事業

妊娠期の方からの相談，子ども
自身からの相談，子育て中の保
護者からの相談など，各種の相
談を受け入れ，訪問・面接・電
話などにより対応実施する。必
要に沿った施策に結び付けて，
支援を実施する。

相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件
（妊娠期の相
談：30件，子ど
も自身の相談：
50件，虐待通
告：150件，い
じめ相談：30
件）

各種相談の受け
入れがしやすい
状況が設定さ
れ，それぞれの
状況に応じて，
課題が解決され
ている。

子育て相
談室

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全件
10,000件

切れ目ない支援
を意識して，妊
娠期から青年期
までの支援をつ
ないでいく。特
に，ゆりかごこ
くぶんじ事業か
らの妊娠期から
の連携を確実に
する。

相談受け入れ
対応件数：全
14,364件
（特定妊婦：
30件，子ど
も自身の相談
（児童の訪
問・来所・電
話延べ数）：
812件，虐待
通告：202
件，子ども専
用相談電話：
59件）

切れ目ない支援
として，妊娠期
からゆりかごこ
くぶんじ事業と
も密な連携を行
い，特定妊婦と
して支援を開始
することができ
たが，全数確実
に行えているわ
けではない。ま
た，青年期後も
支援が必要な方
に対しては，子
ども若者計画課
へ引継ぎがス
ムーズに行えて
いる。

a 目標を大きく上回っ
て相談を受けられて
いる。

b 妊娠期からの相談を
開始できており，連
携により，切れ目の
ない支援が行えてい
る事例が増えてい
る。子育て包括支援
センター事業との連
携を今後スムーズに
行えるよう検討が必
要である。

A 相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件

各種相談の受け
入れがしやすい
状況が設定さ
れ，それぞれの
状況に応じて，
課題が解決され
ている。

１-② 6

子ども総合相談
窓口の設置

子ども家庭支援センターを総合
相談窓口として，子育て・子育
ちに関する各種相談の窓口を運
営する事業。開館時間を火曜日
～土曜日を，月曜日～土曜日に
する方向で検討する。

相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件
（妊娠期の相
談：30件，子ど
も自身の相談：
50件，虐待通
告：150件，い
じめ相談：30
件）

妊娠期や，子ど
もに関する相談
に関しては，総
合相談窓口で受
け入れているこ
とが周知され
て，相談がしや
すく，解決しや
すい状況となっ
ている。また，
ワンストップの
相談体制が構築
されている。

子育て相
談室

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全件
10,000件

切れ目ない支援
を意識して，妊
娠期から青年期
までの支援をつ
ないでいく。特
に，ゆりかごこ
くぶんじ事業か
らの妊娠期から
の連携を確実に
する。

相談受け入れ
対応件数：全
14,364件
（特定妊婦：
30件，子ど
も自身の相談
（児童の訪
問・来所・電
話延べ数）：
812件，虐待
通告：202
件，子ども専
用相談電話：
59件）

切れ目ない支援
として，妊娠期
からゆりかごこ
くぶんじ事業と
も密な連携を行
い，特定妊婦と
して支援を開始
することができ
たが，全数確実
に行えているわ
けではない。ま
た，青年期後も
支援が必要な方
に対しては，子
ども若者計画課
へ引継ぎがス
ムーズに行えて
いる。

a 目標を大きく上回っ
て相談を受けられて
いる。

b 総合相談窓口とし
て，広く相談を受け
ることができてい
る。妊娠期からの切
れ目ない支援につい
て，子育て包括支援
センター事業との連
携を今後スムーズに
行えるよう検討が必
要である。開館時間
については，他市の
状況もふまえ，検討
を継続している状況
である。

A 相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件

妊娠期や，子ど
もに関する相談
に関しては，総
合相談窓口で受
け入れているこ
とが周知され
て，相談がしや
すく，解決しや
すい状況となっ
ている。

1-③ 7

子どもの居場所
づくりに関する
市民ワーク
ショップの開催

公募市民によるワークショップ
を立ち上げ，子どもの権利の視
点から，子どもたちの居場所に
ついて，現状を踏まえて，どう
あるべきか検討し，市への報告
をいただく。

１回の参加人
数：20人

さまざまな世代
の市民が参加し
て一定の結論が
導かれている。

子ども若
者計画課

前年度廃止済み 前年度廃止済み D
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1-④
5

再掲

妊娠期，子育て
子育ち各種相談
への対応事業

妊娠期の方からの相談，子ども
自身からの相談，子育て中の保
護者からの相談など，各種の相
談を受け入れ，訪問・面接・電
話などにより対応実施する。必
要に沿った施策に結び付けて，
支援を実施する。

相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件
（妊娠期の相
談：30件，子ど
も自身の相談：
50件，虐待通
告：150件，い
じめ相談：30
件）

各種相談の受け
入れがしやすい
状況が設定さ
れ，それぞれの
状況に応じて，
課題が解決され
ている。

子育て相
談室

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全件
10,000件
子ども専用相
談電話キャン
ペーン：市内
小中学校15
校，子ども専
用相談電話件
数：30件

市内小中学校向
けのキャンペー
ンでは，関心を
高め，より一
層，児童・生徒
自身が自ら身を
守るために速や
かにSOSが出
せるようにす
る。

相談受け入れ
対応件数：全
14,364件
（子ども専用
相談電話キャ
ンペーン：市
内小中学校
15校，子ど
も専用相談電
話件数：59
件）

必要な児童に関
心を持ってもら
えるよう，子ど
も専用相談電話
PRの「こそで
んカード」を市
内小中学校に配
布し，朝や昼の
時間に，校内放
送にて子ども専
用相談電話の
PRを実施し
た。また，小学
1年生・中学1
年生には，いじ
め虐待防止啓発
のリーフレット
を配布し，周知
を図った。

a 目標を上回る相談対
応件数となってい
る。

a 毎年PRを実施するこ
とで周知が図られて
はいる。
市内小中学生が相談
しやすいよう周知媒
体の変更を検討する
必要がある。

A 相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件

各種相談の受け
入れがしやすい
状況が設定さ
れ，それぞれの
状況に応じて，
サービス体制が
整っている。

1-④ 8

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

延べ利用者数
計：40,000
名
（妊娠期の方
の延べ利用者
数：80名
父親の延べ利
用者数：500
名）（相談件
数計：めやす
5,000件と
し，報告数と
する。）

31年度目標に
向けて非常に順
調に進展してい
るが，今後も
ニーズや時代に
耳を傾け，30
年度も昨年に引
き続き父親の利
用増を目指し保
育展示会での広
報等，適正なも
のを適時に伝
え，安心して集
える居場所づく
りを行う。

延べ利用者数
（子ども+大
人）：
53,058名

妊娠期の方の
延べ利用者
数：58名

父親の延べ利
用者数：
1,058名

相談述べ件
数：3,290件

子育てをする保
護者の子育てに
対する不安を解
消でき，安心し
て子どもを遊ば
せ，交流できる
場として機能し
ている。

※親子ひろば事
業の周知
市報，市HPの
ほか，関係機関
等と連携し，親
子ひろば事業の
周知を図った。
（関係機関連携
による周知）
ゆりかごこくぶ
んじ事業や乳幼
児全戸訪問事
業，３・４か月
健診，保育展示
会。

a 市内親子ひろばの実
施時間や日数を見直
したことにより，利
用者が増加した。
相談件数は，昨年度
に比べほぼ横ばいで
あり，増加がないも
のの利用者アンケー
トにおける相談後の
満足度は，「すっき
り」と「おおむね
すっきり」の合計が
８割を超えており，
虐待予防の一助とし
て親子ひろばが機能
していると評価でき
る。

a 利用者アンケートよ
り，親子ひろばの利
用目的をスタッフと
話したいと答えた利
用者が43.3%おり，
昨年度に比べると，
大幅に増えているこ
とから，親子ひろば
が利用者にとって，
安心できる場となっ
ていると評価するこ
とができる。

A 利用者延べ数
計：55,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：
1,000名，相談
件数計：5,800
件）

妊娠期の方も利
用しやすい環境
となっており，
利用が増えてい
る。要支援・要
保護とならない
健康群が増え，
虐待等の発生が
減少している。

1-④ 9

育児不安を持つ
母親支援グルー
プ

育児不安を持つ母親同士が集ま
り，孤立化を防ぎ育児力を互い
に高めあうようグループワーク
を実施する事業。グループで話
すことで子育てのつらさを安心
して話せ，また同じ立場の人の
話を聞くことで自分を振り返
り，育児力を高める機会になっ
ている。

年12回実施 育児不安を持つ
母親の不安・孤
立感が軽減し，
安心して子育て
ができる。

健康推進
課

年12回実施 育児不安を持つ
母親の不安・孤
立感が軽減し，
地域で安心して
子育てができて
いる。

年12回実施 参加者が一人ひ
とり，それぞれ
の目的をもちグ
ループに参加す
ることができて
いた。

a 年12回実施し，継続
的に支援できてい
る。

b 育児不安をもつ母親
がグループを利用す
ることで，一人では
ないという感覚が得
られ，孤立感の軽減
につながっている。

A
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

1-④ 10

子どものいじめ
と虐待に関する
啓発活動

「国分寺市子どもいじめ虐待防
止条例」に基づく，いじめと虐
待に関する啓発事業の実施
①市報・ホームページ掲載
②ポスター配布・パンフレット
の配布③虐待防止オレンジリボ
ン配布
④講演会の実施
⑤全小中学校への訪問啓発
⑥街頭での防止キャンペーンの
実施

①～④の各１回/
年実施

いじめ・虐待は
してはいけない
ことと認識でき
るよう，子ども
を含む市民に十
分周知され，発
生が減少してい
る。

子育て相
談室

市民講演会参
加者数：50
名
全小中学校へ
の訪問啓発：
全15校実施

市内小中学校向
けのキャンペー
ンでは，関心を
高め，より一
層，児童・生徒
自身が自ら身を
守るために速や
かにSOSが出
せるように周知
が行えている。

市民講演会参
加者数：68
名
全小中学校へ
の訪問啓発：
全15校実施

必要な児童に関
心を持ってもら
えるよう，子ど
も専用相談電話
PRの「こそで
んカード」を市
内小中学校に配
布し，朝や昼の
時間に，校内放
送にて子ども専
用相談電話の
PRを実施し
た。また，小学
1年生・中学1
年生には，いじ
め虐待防止啓発
のリーフレット
を配布し，周知
を図った。
市民講演会や
PR，キャン
ペーン時に，虐
待による児への
将来に及ぼす影
響を理解しても
らえるよう周知
を行った。

a 市民のニーズに合わ
せたテーマでの講演
会実施により，参加
者数が目標を上回る
ことができた。

a 啓発事業を広く様々
な場所や世代に向け
実施できており，周
知が進んでいる。

A ①～④の各１回/
年実施

虐待はしてはい
けないことと認
識できるよう，
市民に十分周知
されている。

1-④ 11

子どものいじめ
と虐待に関する
早期発見と早期
対応

子どものいじめと虐待に関する
早期発見と早期対応が可能とな
るように，関係スタッフのスキ
ルアップを図る。これにより，
必要とされる解決策へ導く。
スタッフのスキルアップのため
の研修を実施する。

研修の実施：２
回/年

早期に発見さ
れ，早期に対応
できるためのス
タッフの力量が
備わっている。
これにより，解
決が早く，求め
られる対応がで
きているととも
に，再発が防げ
ている。

子育て相
談室

研修の実施：
２回/年

児童虐待防止マ
ニュアル【改訂
版】を，関係機
関に浸透させ
る。

研修の実施；
4回/年（講師
も含む）

児童虐待防止マ
ニュアル【改訂
版】を研修の講
師や連絡会など
へ広く周知する
ことができた。

a 目標を上回る研修を
実施することができ
た。

a 学校や保育園などを
日常見守っている機
関に広くマニュアル
を利用して，対応に
ついて，研修を行う
ことができた。

A 早期に発見さ
れ，早期に対応
できるためのス
タッフの力量が
備わっており，
再発予防策を
チームで検討実
施できている。
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E
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評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題
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量的 質的 量的 質的
量的 質的
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結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目
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所管課
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30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

1-④ 12

いじめ防止に関
する対応事業の
推進

「国分寺市子どもいじめ虐待防
止条例」を受け，「国分寺市い
じめ防止基本方針」（案）を作
成する等いじめの防止及びいじ
めが発生した際の対応等を行
う。

いじめの発生件
数を可能な限り
少なくする。

いじめのない学
校になってい
る。

学校指導
課

・いじめ防止
対策審議会を
年間３回実施
し，提言を市
のいじめ問題
への対策に反
映させる。
・いじめ調査
を年間３回実
施し，いじめ
の芽を鋭敏に
感知すること
で，未然防
止・早期対応
につなげる。
・小学校５年
生，中学校１
年生の全クラ
スにおいて弁
護士によるい
じめ予防授業
を実施する。
・いじめ防止
児童会生徒会
フォーラムを
実施し，児
童・生徒，教
員，学識経験
者，行政が総
がかりでいじ
め問題につい
て審議し，保
護者や地域社
会にも広く公
開する。

いじめのない学
校にするため
に，国分寺市い
じめ防止対策審
議会の提言を踏
まえ，
・各校の「学校
いじめ防止基本
方針」を学校評
価に入れる
・いじめの定義
を，国や都の定
義を踏まえて明
確に定める
・弁護士による
いじめ予防授業
の内容を，発達
段階に応じたも
のにする
・年間３回のい
じめ調査では，
認知の在り方を
再考し，調査が
形骸化しないよ
うに意識を高め
る。

・年間３回のい
じめ防止対策審
議会定例会を開
催した。
・平成29年度
にいじめの認知
方法の転換を図
り，どんな些細
なことも見逃さ
ない姿勢で取り
組んできた。平
成30年度は，
いじめ調査を年
間３回実施し，
この姿勢の徹底
に努めてきたこ
とにより，認知
件数はさらに増
加した。
・いじめ予防授
業を小学校５年
生，中学校１年
生の全クラスで
実施した。
・いじめ防止児
童会・生徒会
フォーラムを実
施し，当日は，
児童・生徒，教
員等学校関係者
に加え，保護
者・地域の方を
含め約80名の
方に参加いただ
いた。

・「学校いじめ
防止基本方針」
という文言自体
はない学校もあ
るが，全ての学
校で学校評価に
豊かな人間性の
育成について項
目を設定し，評
価を行った。
・子どもが嫌な
気持ちになった
ものはすべてい
じめとして認知
し，その1件1
件について，丁
寧に聞き取りを
行い，対応を
図った。
・弁護士による
いじめ予防授業
について，発達
段階や児童・生
徒の実態に応じ
た内容となるよ
う事前に弁護士
と打ち合わせを
行った。

a 子どもが嫌な気持ち
になったものは，全
て認知することとし
たため，件数は大幅
に増加したが，より
細かく丁寧に見守る
体制が整ってきた。
認知件数の増加によ
り，重大な案件が埋
もれてしまわないよ
う，把握の仕方を工
夫していく。

b 子どもが嫌な気持ち
になったものは，全
ていじめとして認知
することとし，その1
件1件について丁寧に
聞き取りを行うこと
で，これまで以上に
子どもに寄り添った
対応が図られるよう
になってきた。
対応が継続した案件
の特徴として，初期
対応が丁寧に行われ
なかったことや組織
的対応が図られてい
なかったことが挙げ
られるため，今後の
課題となる。

A 学校は，認知し
たすべてのいじ
めについて，対
応をしている。

学校は，認知し
たいじめについ
て，早期に対応
をしている。

1-④ 13

要保護児童対策
地域協議会の運
営等連携事業

要支援・要保護児童，特定妊婦
に係る支援のための関係機関連
携組織，要保護児童対策地域協
議会の運営・充実を図るととも
に，いじめに関する関係機関の
連携も図り，特に，いじめ発生
時の対応策について，十分な連
携を図る。

要保護児童対策
地域協議会の
ケース会議開催
数：60回
いじめに関する
関係機関連携会
議開催回数：５
回

関係機関の連携
会議が効果的に
開催され，課題
の解決に結びつ
いており，支援
者への十分な支
援に反映してい
る。

子育て相
談室

要保護児童対
策地域協議会
のケース会議
開催数：50
回

要保護児童対策
地域協議会の個
別ケース検討会
議
必要に応じて，
実施できてい
る。また，進行
管理部会におい
ても関係機関連
携共有を図って
いる。

要保護児童対
策地域協議会
のケース会議
開催数：52
回

ケース会議，進
行管理部会によ
り情報共有や役
割分担を実施
し，相談者に合
わせた支援が行
えている。

b 30年度取組目標を上
回る会議を実施する
ことができた。

b 進行管理部会を継続
的に実施すること
で，関係機関が虐待
事例の情報共有を行
い，密な連携をとる
ことができている。
今後，切れ目ない支
援として妊娠期から
の事例を把握できる
よう体制の整備が必
要である。

B 要保護児童対策
地域協議会の
ケース会議開催
数：60回

関係機関の連携
会議が効果的に
開催され，課題
の解決に結びつ
いており，支援
者への十分な支
援に反映してい
る。

1-⑤ 14

養育家庭普及事
業

里親（養育家庭）の拡充。子ど
も家庭支援センターで広報・啓
発活動を実施。

受け入れ家庭：
２世帯の増

都の事業への支
援が十分にでき
て，啓発がいき
わたり，受け入
れ家庭が増えて
いる。

子育て相
談室

養育家庭体験
発表会開催
数：年１回
受け入れ家
庭：２世帯の
増

体験発表会の参
加者を増やすな
ど，東京都と連
携して周知に努
めることで，受
け入れ家庭がさ
らに増えてい
る。

養育家庭体験
発表会開催
数：年1回

受け入れ家庭
の増加なし

養育家庭体験発
表会を実施し，
参加者は51名
であったが，受
け入れ家庭の増
加には至ってい
ない。

c 受け入れ家庭増加に
は至っていない。

c 別の講演会と同日開
催にすることで，広
く市民に周知すると
ともに，発表会は，
養育家庭について，
より具体的なイメー
ジを持ってもらえる
ような内容で実施さ
れたが，受け入れ家
庭の増加には至って
いない。

C 受け入れ家庭が
減っていない。

都の事業への支
援が十分にでき
て，啓発がいき
わたっている。
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1-⑤ 15

子ども家庭支援
センター運営協
議会の開催

市長の諮問により，子ども家庭
支援センターの運営，相談支援
係業務と地域支援係の各所管業
務・運営について，第三者的な
視点で評価を実施し，市長への
答申を提起するもの。これによ
り，市長は，答申を尊重し，課
題改善に努める。

２年間での，答
申内容への課題
解決進捗状況：
100％

答申課題への改
善進捗が進めら
れ，子ども家庭
支援センターの
運営・所管事業
が充実してい
る。

子育て相
談室

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
80％

【相談担当】
虐待防止に関わ
る専門性を高め
るための環境整
備をし，虐待予
防を推進する。
【地域担当】子
ども・子育て支
援コーディネー
ターに加え子育
て応援パート
ナーの役割につ
いて広く周知
し，より一層連
携強化の礎とな
り得る存在にす
る。

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
80％

虐待防止相談の
専門性を高める
ため，保健師の
増員を図った。
公募市民，利用
者，子どもに関
する団体，民生
委員，小平児童
相談所，小中学
校保護者，市内
保育施設等の保
護者，高校の教
員，識見者から
なる運営協議会
にて，子ども家
庭支援センター
実施事業を確認
し，今後の在り
方等について検
討した。
子ども家庭支援
センターの事業
が広範囲にわた
ることから，地
域担当で実施し
ている事業を中
心に，検討する
ことになった。

※参考
子ども家庭支援
センター運営協
議会　４回開
催。

b 第７期運営協議会で
答申のあった内容を
踏まえ，子どもの自
立を支援するため，
子どもの相談窓口と
しての子ども家庭支
援センターについ
て，学校へ赴き，子
どもたちへ周知を
図った。

b 子どもの相談窓口と
しての子ども家庭支
援センターについ
て，子どもたちへの
周知を図った。

B 運営協議会第７
期答申内容の課
題解決進捗状
況：100％

市民ニーズに応
じた子ども家庭
支援センターの
在り方等につい
て，答申を受
け，市における
子育て支援施策
の充実を図る。

1-⑥ 16

児童館での中高
生自身の活動の
支援や中高生向
け事業

バンド・ダンスだけでなく，バ
スケ・卓球などニーズに合わせ
た活動場所の提供を行うととも
に，ステージ発表の場を設定・
企画する事業。

６館で実施 児童館が中高生
にとって，ニー
ズに合った活動
場所であり，ま
た，ステージ発
表の場を提供し
ている。

子ども子
育て事業
課

6館 中高生向け行事
企画実施

6館 中高生タイムを
実施した。
また，ジョイン
トライブを開催
した。

b 全児童館19時まで開
館し，中高生が活動
しやすいよう，企画
設定を行った。

b 中学生タイムの実施
により，中高生の居
場所づくりを行っ
た。併せてジョイン
トライブを開催し，
ステージ発表の場を
設定した。

B

1-⑥ 17

少年少女スポー
ツ祭等の開催

日頃地域で活動している小学生
の交流を目的に，野球・サッ
カー・バレーボール・バドミン
トンの大会を開催する事業。

市内全小学校か
らの参加があ
る。

スポーツを通じ
て小学生同士の
交流が図られて
いる。

スポーツ
振興課

各種の競技に
おいて，各小
学校からの参
加があるこ
と。

スポーツを通じ
て小学生同士の
交流が図られて
いる。

野球とサッ
カーは全小学
校からの参加
があったが，
バレーボール
とバドミント
ンは参加学校
に偏りがあっ
た。

大会での試合を
通じて小学生同
士の交流が図ら
れていた。

b 競技に偏りはある
が，市公立小学校全
校からの参加があ
り，量的実績をおお
むね達成した。

a スポーツ大会での試
合を通じて，異なる
小学校の児童と交流
が図られていた。

A

1-⑥ 18

地域住民主導に
よる総合型地域
スポーツクラブ
の設立を支援

小・中学校を拠点とし，地域住
民主導による総合型地域スポー
ツクラブを市内に設立すること
を支援する事業。会員となるこ
とにより，いつでも誰でもス
ポーツに親しむことができるよ
うにする。

会員数：200人 いつでも誰でも
スポーツに親し
むことができる
ようにする。

スポーツ
振興課

会員数：200
人

働き盛り世代，
子育て世代に向
けた新規事業の
検討，実施。

会員数：183
人

主に小学校やス
ポーツセン
ター，地域セン
ターなど市民に
とって身近な施
設で，６種目の
定期的な事業や
スポーツイベン
トなどを実施し
た。

b 既存の団体が地域ス
ポーツクラブに加盟
したため，大幅に会
員数が増加した。
クラブ事業の認知度
の向上及び需要に
合った新規事業の開
拓が求められた。

b 主に小学校やスポー
ツセンター，地域セ
ンターなど市民に
とって身近な施設
で，６種目の定期的
な事業や複数のス
ポーツイベントなど
を実施しており，質
的目標は達成した。
しかし，その事業の
参加者は主に子ども
や高齢者であり，働
き盛り世代への事業
の提供が課題として
挙げられた。

B
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

1-⑥ 19

スポーツセン
ター，プールの
個人開放

スポーツセンター，プール等を
個人に開放し，多くの市民にス
ポーツに親しむ機会を提供する
事業。それにより，生涯スポー
ツ社会の実現を目指す。

スポーツ団体に
加入していない
個人，ファミ
リーでもスポー
ツに親しむ機会
を提供する。

個人使用
市民スポーツセ
ンター
：41,500人
ひかりスポーツ
センター
：22,500人
室内プール
：67,500人

子どもが個人で
もスポーツに親
しめる環境が充
実している。

スポーツ
振興課

各体育施設の
利用者人数の
おおむね現状
維持

市民スポーツ
センター：
37,560人

ひかりスポー
ツセンター：
24,328人

室内プール：
63,172人

子どもが個人で
もスポーツに親
しめる環境が充
実している。

スポーツ団体に
加入していない
個人，ファミ
リーでもスポー
ツに親しむ機会
を提供する。

利用者人数
（個人使用）

市民スポーツ
センター：
40,744 人

ひかりスポー
ツセンター：
26,566人

室内プール：
65,740人

室内プールは常
に個人利用が実
施されており，
子ども向けの教
室事業も実施さ
れている。
各スポーツセン
ターでは，子ど
もが個人で参加
できる個人開放
の種目は，卓
球・バスケット
ボール・バドミ
ントン・バウン
ドテニス等があ
る。

a 30年度取組目標にお
ける各施設の目標値
を大きく超えて達成
した。
また，ひかりスポー
ツセンターについて
は，平成31年度目標
を達成している。

b 各施設で個人向けの
事業や開放が実施さ
れており，おおむね
目標は達成されてい
る。

A スポーツ団体に
加入していない
個人，ファミ
リーでもスポー
ツに親しむ機会
を提供する。

個人使用
市民スポーツセ
ンター
：41,500人
ひかりスポーツ
センター
：22,500人
室内プール
：67,500人

子どもが個人で
もスポーツに親
しめる環境が充
実している。

1-⑥ 20

公民館青少年対
象事業

・青少年を対象にした事業の実
施。
・防音スタジオ（光公民館）で
の中高生バンドグループの利用
の促進。
・スタジオ利用グループを中心
にしたライブ事業の実施。

実施事業数：５
事業
スタジオ利用グ
ループ数：10団
体
ライブ開催回
数：２回

・青少年を対象
にした事業を実
施し，青少年の
活動ができてい
る。
・防音スタジオ
（光公民館）を
中高生バンドグ
ループがよく利
用している。
・スタジオ利用
グループを中心
にライブ事業が
開催され，中学
生から年長者ま
で幅広い年齢層
が音楽を通して
学びあう環境が
整備できてい
る。

公民館課 中高生スタジ
オ利用グルー
プ数：10団
体

ライブ開催回
数２回

中高生バンドグ
ループの防音ス
タジオ利用の促
進と，スタジオ
利用グループを
中心にしたライ
ブ事業を実施。

中高生スタジ
オ利用グルー
プ数：17団
体

ライブ開催回
数２回

中高生バンドグ
ループの防音ス
タジオ利用の促
進と，スタジオ
利用グループを
中心にしたライ
ブ事業を実施。

a スタジオ利用の数は
伸びてはいるが，国
分寺高校の軽音楽部
の活動に左右され
る。今後とも国分寺
高校との関係を維持
する必要がある。

a ライブ（ＬＩＶＥ☆
ＨＩＫＡＲＩ）の運
営を行う実行委員会
に，高校生も関わ
り，参加者主体のラ
イブ事業ができた。

A

1-⑥ 21

青少年育成地区
委員会への補助
金交付

市内５地区の青少年育成地区委
員会の活動に対し補助金を交付
する事業。

補助金額：
1,125,000円

各地区委員会
で，青少年のた
めの活動が活発
に行われてい
る。

子ども若
者計画課

補助金額：
1,125,000
円

子ども自身によ
る組織の活動が
保障され，各地
区委員会で，地
域の特色を生か
し，青少年のた
めの活動が活発
に行われてい
る。

補助金額：
1,125,000
円

各委員会活動に
おける，地域ま
つりの実施にあ
たっては，対象
中学校のサイエ
ンス部や茶道部
等の中学生に一
区画のブースを
与え，企画運営
を任せて実施す
ることができ
た。各地区委員
会が，子どもた
ちの自己実現の
場を提供するこ
とによって，青
少年の健全育成
に寄与すること
ができた。

a 各地区委員会におい
て，補助金に対し返
還金が発生すること
なく，活動すること
ができた。地区委員
会の役員で構成され
た連絡会の場を活用
し，地域の協賛団体
との連携方法を学ぶ
ため，互いの情報共
有を密にしていた。

a 子ども自身による組
織の活動を保障する
ため，特に北地区委
員会の高齢者訪問活
動は，対象地域の
小・中学校と小金井
警察署の連携が強化
し，子どもたち自ら
が行動し高齢者と触
れ合える活動となる
よう工夫されてい
た。学校の協力は更
に強化され，今後，
地域活動を目的とし
た学習プログラムに
取り入れていくこと
になった。各地区委
員会活動において
も，子どもたちの自
主的な活動となるよ
うな工夫が見られ
た。

A 補助金額：
1,125,000円

子ども自身によ
る組織の活動が
保障され，各地
区委員会で，地
域の特色を生か
し，青少年のた
めの活動が活発
に行われてい
る。
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

1-⑥ 22

地域活動連絡会
への補助金交付

心身に障害のある児童・生徒の
余暇活動の充実を図るため地域
活動連絡会に対して補助金を交
付する事業。

補助金
額:1,995,000
円

心身に障害があ
る児童・生徒の
余暇活動が充実
している。

社会教育
課

補助金対象事
業を精査し，
適正な補助額
とする。

効果的な補助金
となるよう団体
と事業内容の協
議を行う。

補助金額
1,295,000
円

心身に障害があ
る児童・生徒の
余暇活動を充実
させた。効果的
な補助金となる
よう団体と事業
内容の協議を
行った。

b 事業内容を精査し，
適正な額で補助金を
交付することができ
ている。

b この補助金により，
活動支援を行うこと
ができている。今後
も心身に障害のある
児童・生徒の余暇活
動に必要な事業内容
となるように補助金
交付団体と協議す
る。

B

1-⑦
3

再掲

子どもの権利に
関して，市職員
への普及・啓発

児童の権利に関する条約の内容
に基づき，子どもの視点に立っ
た施策の展開をする必要がある
ことから，全職員を対象とした
研修を実施し，普及・啓発を図
る。

研修の実施 子どもの視点に
立った施策が展
開されている。

子ども若
者計画課

庁内の掲示板
等を活用し，
子どもの権利
に関する周知
を図る。

子どもの居場所
づくり推進会議
の検討結果を関
係各課へ情報提
供しながら，子
どもの権利の理
解につなげる。

児童福祉週間
について庁内
掲示板に掲示
し，子どもの
権利に関する
周知を図っ
た。

子どもの居場所
づくり推進会議
の検討結果を関
係各課へ情報提
供しながら，子
どもの権利の理
解につなげる。

b 子どもの居場所づく
り推進会議において
関係各課と情報共有
しながら，子どもの
居場所の実情の把握
等を通して子どもの
権利の理解につなげ
た。

b 庁内掲示板を活用
し，子どもの権利に
関する周知を図っ
た。

B

1-⑦
20
再掲

公民館青少年対
象事業

・青少年を対象にした事業の実
施。
・防音スタジオ（光公民館）で
の中高生バンドグループの利用
の促進。
・スタジオ利用グループを中心
にしたライブ事業の実施。

実施事業数：５
事業
スタジオ利用グ
ループ数：10団
体
ライブ開催回
数：２回

・青少年を対象
にした事業を実
施し，青少年の
活動ができてい
る。
・防音スタジオ
（光公民館）を
中高生バンドグ
ループがよく利
用している。
・スタジオ利用
グループを中心
にライブ事業が
開催され，中学
生から年長者ま
で幅広い年齢層
が音楽を通して
学びあう環境が
整備できてい
る。

公民館課 実施事業数：
５事業

青少年を対象に
した事業を実
施。

事業実施数：
７事業

中高生スタジ
オ利用グルー
プ数：17団
体

ライブ開催回
数２回

全館で中学生を
行使補助とした
パソコン教室を
実施。
近隣の高校と連
携した子ども向
け講座を実施。
中高生バンドグ
ループの防音ス
タジオ利用の促
進と，スタジオ
利用グループを
中心にしたライ
ブ事業を実施。

a 各公民館で区域内に
ある中学生と連携し
た事業を実施。
スタジオ利用の数は
伸びてはいるが，国
分寺高校の軽音楽部
の活動に左右され
る。今後とも国分寺
高校との関係を維持
する必要がある。

a ライブ（ＬＩＶＥ☆
ＨＩＫＡＲＩ）で
は，高校生は単に演
奏に参加するだけで
なく，運営にかかわ
り，コラボバンド企
画では積極的に加
わってくれた。

A

1-⑦ 23

児童館におけ
る，ボランティ
ア受け入れ事業

児童館において，通常の運営以
外に，春・夏・冬休み期間中
に，社会福祉協議会登録者のボ
ランティアを受け入れる事業。
中学生の体験学習や，近隣の各
高校や大学からの実習生の受け
入れをする。

ボランティア体
験学習の受け入
れ数：合計80人

ボランティアや
体験学習の実習
者が児童館での
体験を人生に活
かしている。

子ども子
育て事業
課

５０人 ボランティアや
体験学習の実習
者に意欲的に参
加してもらう。

42人 ボランティアや
体験学習の実習
者に意欲的に参
加してもらうこ
とができた。

c 職場体験の受入れや
夏休みボランティア
受入れを行ったが希
望者が少なかった。

b 中高生や実習生がボ
ランティアや体験学
習に意欲的に参加し
ていた。

B
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

1-⑧
8

再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

延べ利用者数
計：40,000
名
（妊娠期の方
の延べ利用者
数：80名
父親の延べ利
用者数：500
名，相談件数
計：5,000
件）

妊娠期の方，乳
幼児とその保護
者の意見を聴き
ながら，利用し
やすい親子ひろ
ばとなってい
る。

延べ利用者数
（子ども+大
人）：
53,058名

妊娠期の方の
延べ利用者
数：58名

父親の延べ利
用者数：
1,058名

相談述べ件
数：3,290件

利用者アンケー
トを毎年実施
し，その結果を
利用者に掲示す
るとともに，親
子ひろば全体の
状況を親子ひろ
ば事業者及び職
員間で共有し
た。また，利用
者の意見が反映
できるよう講座
等の見直しを行
うとともに，運
営に参加しても
らうなどの機会
を設けている。

※参考※
利用目的
スタッフと話し
たい43.3%，他
利用者との交流
17.3%，
なんとなく
24.1％

親子ひろばでの
相談経験
スタッフへ相談
50.7%，
他の利用者への
相談41.1%

a 親子ひろばの実施日
数及び時間を見直し
たことにより，延べ
利用者数が増加し
た。また，相談件数
は昨年度3,397件に
比べ，若干の減少傾
向にあるが，相談後
の満足度は８割を超
えており，利用者の
ニーズに即した場と
なっているといえ
る。

b 毎年，実施している
利用者アンケート結
果を踏まえ，利用者
のニーズに応じた運
営ができるよう，す
べての親子ひろばに
おいて運営内容の振
り返りを行ってい
る。
利用者アンケートに
おける利用目的とし
て，「スタッフと話
したい」という利用
目的と答えた割合は
昨年度の13.4%に比
べ，43.3%と大幅に
増えていることか
ら，スタッフが信頼
を得ており，親子ひ
ろばが利用者にとっ
て，安心できる場と
なっていると評価す
ることができる。

A 利用者延べ数
計：55,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：
1,000名，相談
件数計：5,800
件）

妊娠期の方，乳
幼児とその保護
者の意見を聴き
ながら，利用し
やすい親子ひろ
ばとなってい
る。

①公園で小学生の野外遊びの提
供を行う事業。
②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

＊市内公園を用いて，午前にお
いては，地域の中で孤立しがち
な乳幼児親子が安心して立ち寄
り，遊びと交流ができる場所を
つくり，午後においては，戸外
の遊びを促す活動を行い，子ど
もが放課後安心して過ごせる場
所を作る。

①６箇所
②５箇所

＊9公園

①小学生が野外
での遊びから生
きる力を身に付
ける。
②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

＊市内公園を活
用し，午前にお
いては，乳幼児
親子の遊びと交
流の場の提供
し，午後におい
ては，小中学生
の放課後の居場
所を作る。

子ども子
育て事業
課

こくぶんじ青
空ひろば事業
として，9公
園実施。

青空ひろば事業
に移行。小学生
が野外での遊び
から生きる力を
身に付ける。
乳幼児の親子が
外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

こくぶんじ青
空ひろば事業
として，9公
園実施。

市内公園で遊び
を促す活動を行
い，小学生の自
主的な遊びや生
活に根ざした遊
びを展開するこ
とができた。
また，乳幼児の
親子の遊びと交
流の場となると
ともに，相談な
ども行われ，日
ごろの育児につ
いてリフレッ
シュする機会を
提供することが
できた。

b 協働事業として，公
園を活用し遊びと交
流の場の提供を行っ
た。

a スタッフの配置を巡
回型から常駐型に
し，利用者へ丁寧な
対応を行い，公園遊
びや交流の機会の充
実につながった。

A ９公園 一日開催公園は
５公園となる。
小中学生の居場
所として午後開
催できる公園を
検討する必要が
ある。

1-⑧ 24

子ども野外事業

(＊こくぶんじ青
空ひろば事業に

移行）
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

②５箇所 ②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

子育て相
談室

28年度で３
か年契約が完
了「屋外型親
子ひろば」事
業は廃止。
29年度で
は，子ども子
育て事業課の
子ども野外事
業「プレイ
キッズ」と統
合し，「こく
ぶんじ青空ひ
ろば」で提案
型協働事業実
施することに
なった。

外遊びを特化し
た「こくぶんじ
青空ひろば」で
公募型協働事業
で行われる予定
である。相談部
門は，子ども家
庭支援センター
が担うことと
し，午前中に実
施公園へ助産師
を派遣，保護者
のケアやスタッ
フの支援を行
う。

１－⑧ 25

子育ち・子育て
支援市民活動団
体の支援

市民活動センターにおいて，各
種相談，印刷機や会議室の提供
など活動の支援，事業展開のた
めの利子補助などの支援を行う
事業。

市民活動セン
ターに登録して
いる団体が200
団体に増えてい
る。

市民活動団体の
活動が活発化
し，多くの団体
が市民活動セン
ターを活用して
いる。多くの協
働事業が実施さ
れている。

協働コ
ミュニ
ティ課

市民活動セン
ターに登録し
ている団体が
157団体に増
えている。

引き続き，市民
活動センターが
市民活動団体や
活動している市
民にとってより
利用しやすい施
設となるよう取
り組んでいく。

30年度末時
点登録団体
数：145団体

未登録団体への
声かけや情報発
信を充実させる
などしてPRを
図った。また，
庁内の「協働研
修」内容の充実
を図り職員への
意識啓発に努め
た。

c 目標量を達成しな
かったため。
平成31年度中の市民
活動センター移転に
向け，30年度中から
31年度当初にかけて
複数回，説明会やア
ンケートなどを行
い，運用方法などを
検討した。移転後も
引き続き市民活動セ
ンター機能は維持す
るが，登録団体のみ
を対象とした施設で
はなくなるため，登
録団体数を目標数値
にすることが適切か
どうか疑問となって
いる。

b 登録団体数はほぼ横
ばいであるが，市民
活動団体の活動の場
としてミーティング
ルーム，印刷機等が
定期的に活用されて
いる。

B 市民活動セン
ターに登録して
いる団体が157
団体に増えてい
る。

引き続き，市民
活動センターが
市民活動団体や
活動している市
民にとってより
利用しやすい施
設となるよう取
り組んでいく。

１－⑨ 26

「国分寺子ども
白書」の刊行

第１版（平成22年３月）で取
り上げたテーマ「子どもの居場
所」について，３～５年ごとに
一度程度のアンケートを実施
し，子どもたちの状況を把握す
る。

白書発行回数：
１回

白書の内容が各
施策に反映され
ている。

子ども若
者計画課

計画策定のた
めのアンケー
ト調査におい
て，より市内
の状況を把握
できる設問等
の検討を行
う。

令和２年度から
の計画策定のた
めの実態調査を
行うため，前回
までのアンケー
ト調査結果を整
理し，分析を行
う。また，関係
機関にて実施し
ている調査結果
等，情報を収集
し，現状分析を
行う。

計画策定のた
めのアンケー
ト調査におい
て，より市内
の状況を把握
できる設問等
の検討し，ア
ンケートを実
施した。

令和２年度から
の計画策定のた
めの実態調査を
行うため，前回
までのアンケー
ト調査結果を整
理し，分析を
行った。また，
関係機関にて実
施している調査
結果等，情報を
収集し，現状分
析を行った。

b 計画策定のためのア
ンケート調査におい
て，より市内の状況
を把握できる設問等
の検討し，アンケー
トを実施した。

b 令和２年度からの計
画策定のための実態
調査を行うため，前
回までのアンケート
調査結果を整理し，
分析を行う。また，
関係機関にて実施し
ている調査結果等，
情報を収集し，現状
分析を行った。

B

1-⑧ 24

子ども野外事業

(＊こくぶんじ青
空ひろば事業に

移行）
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

2-①
8

再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

延べ利用者数
計：40,000
名
（妊娠期の方
の延べ利用者
数：80名
父親の延べ利
用者数：500
名，相談件数
計：5,000
件）

親子ひろば利用
者に妊娠期の方
を増やすため，
健康推進課と連
携できるよう双
方の所管業務を
理解し，共に顔
が見える関係に
していく。
親子ひろば職員
（スタッフ）
が，親子ひろば
の本来の目的を
達成できるよう
研修等で方向性
を理解する。

延べ利用者数
（子ども+大
人）：
53,058名

妊娠期の方の
延べ利用者
数：58名

父親の延べ利
用者数：
1,058名

相談述べ件
数：3,290件

利用者支援事業
である子育て応
援パートナーと
の連携を強化
し，親子ひろば
で受けた相談
や，気になる親
子などの情報を
提供することに
より，早期支援
につながるよう
相談体制の仕組
みを整理した。

健康推進課のゆ
りかごこくぶん
じ事業におい
て，親子ひろば
事業や親子ひろ
ば事業で実施す
る妊婦向け講座
の周知を行っ
た。

a 親子ひろばの実施日
数及び時間を見直し
たことにより，延べ
利用者数が増加し
た。また，相談件数
は昨年度3,397件に
比べ，若干の減少傾
向にあるが，相談後
の満足度は８割を超
えている。子どもを
遊ばせ，何気ない会
話の中から育ちに心
配のある子どもの早
期発見，早期支援に
つなげる事業の１つ
としての役割を担う
ことができていると
評価できる。

a 親子ひろばでは，子
どもの行動，基本的
生活習慣などの子ど
もの発育や発達に関
する悩みや不安を寄
せられることが多
い。利用者支援事業
である子育て応援
パートナーと連携を
強化したことによ
り，親子ひろばに寄
せられた相談を関係
機関につなげ，適切
な支援につなげるこ
とができる体制が整
いつつある。
また，親子ひろば職
員に対し，子どもの
発達に関する知識を
より深めるため，こ
どもの発達センター
つくしんぼの見学研
修を行った。

A 利用者延べ数
計：55,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：
1,000名，相談
件数計：5,800
件）

妊娠期の方も利
用しやすい環境
となっており，
利用が増えてい
る。親子ひろば
に寄せられた相
談を適切な関係
機関につなげる
ことができてい
る。

2-① 27

法内制度に基づ
く子どもの発達
相談事業

発達に心配のある児童に対し
て，医療・心理・言語・運動機
能・子育ての相談を行う。
また，通園教室については，
27年度に法内制度に移行す
る。早期療育が必要な児童に対
して，申請により児童発達支援
事業（通園事業）のサービス提
供を行う。

医療：12回，機
能：44回，言
語：24回，感覚
統合訓練：20
回，摂食指導：
４回，療育：10
回，（専門相談
回数）
相談受け入れ
数：850 件

子どもの発達に
心配ある方の相
談に十分対応で
き，早期からの
療育が実施で
き，成長に伴っ
た流れるような
支援ができてい
る。

子育て相
談室

医療：13
回，機能：
44回，言
語：12回，
感覚統合訓
練：17回，
摂食指導：４
回，療育：8
回，家庭支援
相談員：22
回，（専門相
談回数）
相談受け入れ
数：450件

子どもの発達に
心配ある方の相
談に十分対応で
き，早期からの
療育が実施で
き，成長に伴っ
た流れるような
支援ができるよ
う，利用者の
ニーズに合った
専門相談の回数
を増やす等の対
応を講じる。就
学後の専門相談
について，認知
度も高まってき
たので受け入れ
体制に整備の力
を入れていく。

医療：13
回，機能：
44回，言
語：12回，
感覚統合訓
練：18回，
摂食指導：４
回，療育：8
回，家庭支援
相談：18回
（専門相談回
数）相談受け
入れ数：561
件

利用者のニーズ
に応じた専門相
談による支援を
提供し，児童に
適した支援に繋
げることができ
た。就学後の専
門相談について
は，認知度も高
まり，相談件数
が増加した。

b 利用者のニーズに
合った専門相談によ
る支援が提供でき，
発達に心配のある児
童の支援に繋げるこ
とができた。広報活
動にも力を入れ，専
門相談件数が前年度
と比較して増加し
た。

b 就学後の相談につい
ては，教育相談室と
の連携により，利用
者が相談しやすい場
所を選んで相談でき
るようになってきて
いる。

B 医療：13回，機
能：44回，言
語：12回，感覚
統合訓練：18
回，摂食指導：
４回，療育：8
回，家庭支援相
談：18回（専門
相談回数）相談
受け入れ数：
561件

利用者のニーズ
に合った専門相
談による支援を
実施すること
で，子どもの発
達に心配ある方
の相談に十分対
応するととも
に，早期からの
支援実施する。

2-① 28

こどもの発達セ
ンターつくしん
ぼ法内制度移行
に伴う相談支援
事業

障害児相談支援事業(障害児支
援利用計画作成）及び特定相談
支援事業(障害児の一般的な支
援及びサービス等利用計画作
成）を展開する。

サービス利用計
画作成数：60件
障害児支援利用
計画作成：20件

18歳未満までの
児童の心身の発
達に心配ある方
の相談に十分対
応でき，途切れ
のない支援がで
きている。

子育て相
談室

障害児支援利
用計画作成：
200件
モニタリング
報告書作成件
数：100件

相談支援専門員
が増員された
が． 児童発達
支援や放課後等
デイサービスを
利用する児童が
さらに増えてき
ている現状があ
る。障害福祉課
と連携し，市全
体の需要等を把
握しながら，途
切れのない支援
を行っていく。
サービスが必要
な時に受けられ
る体制を整える
必要がある。

障害児支援利
用計画作成：
257件
モニタリング
報告書作成件
数：113件

児童発達支援及
び放課後等デイ
サービス等の
サービスを利用
するための利用
計画を作成し，
障害福祉サービ
スを受けられる
ための支援を
行った。

a 障害児支援利用計画
やモニタリング報告
書の作成件数は前年
度より増加してお
り，障害福祉サービ
スを受けられるため
の支援を行った。

b 相談件数の増加に対
して，対応が追いつ
かない状況があり，
サービスが必要な時
に受けられる体制を
整える必要がある。

A 障害児支援利用
計画作成：257
件
モニタリング報
告書作成件数：
113件

 児童発達支援や
放課後等デイ
サービスを利用
する児童がさら
に増えてきてい
る現状がある。
障害福祉課と連
携し，市全体の
需要等を把握し
ながら，途切れ
のない支援を
行っていく。
サービスが必要
な時に受けられ
る体制を整える
必要がある。

11 / 62 ページ



国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E
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評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

2-① 29

親子の遊びの教
室・集団指導教
室・個別指導教
室

遊びを通して親子のコミュニ
ケーションを育む場を提供する
事業。また，児童だけの定期的
な集団の場も提供する。

グループ数：７
グループ

子どもの発達に
心配ある方の相
談に十分対応で
き，早期からの
療育が実施で
き，成長に伴っ
た流れるような
支援ができてい
る。

子育て相
談室

グループ数：
6グループ

週1回の親子の
遊びの教室等を
利用すると同時
に，近隣市の民
間の児童発達支
援事業所を併用
する利用者が増
えている。利用
者がニーズに
合ったサービス
を受けられるよ
う，事業所間と
障害福祉課と連
携をとり，必要
な支援を提供す
る。

グループ数：
６グループ

親子の教室で遊
びを通してのコ
ミュニュケー
ション等を育む
場や，定期的な
期間実施する児
童の指導教室，
週1回の集団指
導教室の場を提
供できた。ま
た，事業所や障
害福祉課と連携
をとりながら，
利用者のニーズ
に合ったサービ
スが受けれられ
るよう，情報提
供やサービス調
整などの支援を
行った。

b 週1回の親子の教室で
遊びを通してのコ
ミュニュケーション
等を育む場や，定期
的な期間実施する指
導教室において，児
童への支援の場を提
供できた。また，通
園教室入園を検討し
ている児童には週1回
の集団指導教室（経
過観察グループ）に
おいて，支援の場を
提供できた。

b 様々なグループ運営
により，遊びを通し
てのコミュニケー
ションを育む場や定
期的な期間実施する
指導教室，週1回の集
団指導教室におい
て，児童への支援の
場を提供できた。ま
た，利用者のニーズ
に合ったサービスが
受けれられるよう必
要な支援を行った。

B グループ数：
６グループ

2-① 30

市内関係機関へ
の，専門的視点
での指導・援助

①民間を含めた，保育所・幼稚
園・学童保育所・児童館などへ
の施設訪問によるスタッフへの
助言。②主催研修会の企画立案
と参加啓発③施設での実習参
加・見学者受け入れの実施。

①施設訪問総
数：150件
②研修会受け入
れ人数：150人
（３回実施）
③実習生等の受
入数：延べ260
人

各施設での，発
達に心配のある
子どもへの対応
について，各ス
タッフへの専門
的視点での指
導・援助が十分
にできており，
市内全体のスキ
ルがアップして
いる。

子育て相
談室

①施設訪問総
数：128件
②研修会受け
入れ人数：
170人
（４回実施）
③実習生等の
受入数：延べ
240人

引き続き，保育
所等への支援と
して，発達に心
配のある子ども
への対応及び施
設への支援やつ
くしんぼを利用
している児童の
母集団への連携
支援を行う。ま
た，長年にわた
り培った療育指
導技術を外部機
関に発信し，広
報していく。ま
た，発達につい
ての知識を広く
市民に広報して
いく市民講演会
を恒例化して，
実施していく。

①施設訪問総
数：127件

②研修会受け
入れ人数：
173人
（3回実施）

③実習生等の
受入数：延べ
307人

④市民講演会
参加数：131
人

①保育所等への
支援として，発
達に心配のある
子どもへの対応
及び施設への支
援やつくしんぼ
を利用している
児童の母集団へ
の連携支援を
行った。

②③長年にわた
り培った療育指
導技術を外部機
関に発信した。

④発達について
の知識を広く市
民に広報するた
めの市民講演会
を実施した。

a ①保育所等への支援
として，発達に心配
のある子どもへの対
応及び施設への支援
やつくしんぼを利用
している児童の母集
団への連携支援を
行ったが、目標数に
は至らなかった。

②③長年にわたり
培った療育指導技術
を外部機関に発信し
た.。基幹型保育所シ
ステム事業が主催す
る見学会を年３回実
施したことで，見学
実習の件数が昨年よ
り増加した。

④発達についての知
識を広く市民に広報
するための市民講演
会を年１回実施し
た。

a ①保育所等への支援
として，発達に心配
のある子どもへの対
応及び施設への支援
やつくしんぼを利用
している児童の母集
団への連携支援を
行った。

②③長年にわたり
培った療育指導技術
を外部機関に発信し
た。基幹型保育所シ
ステム事業との連携
が図られた。

④発達についての知
識を広く市民に広報
するための市民講演
会を年１回実施し
た。

30年度の質的な実績
は，31年度目標の達
成に大きく寄与して
いると思慮される。

A
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2-① 31

法内制度に基づ
く児童発達支援
事業

通園教室は，27年度に法内制
度に移行し，児童発達支援事業
（通園事業）を実施する。専門
職を配置し，専門的視点から発
達支援を行う。

療育日数：215
日

通園教室児童へ
の対応につい
て，専門的視点
での指導・援助
が十分にできて
いる。療育事業
への申請に，十
分な形で応えら
れており，子ど
もの発達と家族
を支援できてい
る。

子育て相
談室

療育日数：
217日振替休
日の日数によ
り療育日が変
動する。

夏季家庭療育期
間に入る前の親
子の生活リズム
を整える等の療
育的観点から，
親子療育日を設
定し，療育日数
を増やしてい
る。保護者が諸
事情で参加でき
なくても，保護
者支援の観点か
ら，児童のみの
受け入れを検討
していく。

療育日数：
217日

夏季家庭療育期
間への移行支援
として，昨年度
に引き続き，8
月の初めに親子
で参加できる療
育日を設定し
た。今年度より
親子療育を夏季
療育と改め，保
護者が諸事情で
参加できなくい
場合でも，児童
のみの受け入れ
を可能とした。

a 予定どおりの療育日
数が確保できた。親
子療育を夏季療育と
改め，昨年に引き続
き，８月初旬に３日
間実施した，

a 今年度より親子療育
を夏季療育と改め，
保護者支援の観点か
ら，保護者が諸事情
で参加できない場合
でも，児童のみの受
け入れを可能とし
た。

A 療育日数：215
日（振替休日の
日数により療育
日が変動す
る。）

夏季家庭療育期
間に入る前の親
子の生活リズム
を整える等の療
育的観点から，
親子で参加でき
る夏季療育を設
定し，療育日数
を増やしてい
る。

2-① 32

心理経過観察事
業

１歳６か月児・３歳児健診の結
果等で，必要とされた幼児とそ
の保護者に対して継続的な心理
経過観察を行うことにより，子
どもの健全な発育を図る事業。
発達障害のスクリーニング・保
護者の受容と理解・適切な育児
促進への支援，適切な医療・療
育への橋渡し。

事業評価は数値
化しづらい。

心理経過観察の
必要な児童に対
して適切な支援
を行い，保護者
の不安が軽減で
きる。適切な療
育・医療との連
携が行えてい
る。

健康推進
課

事業目標は数
値化しづら
い。

心理経過観察の
必要な児童に対
して適切な支援
を行い，保護者
の不安が軽減で
きる。適切な療
育・医療との連
携ができてい
る。

1歳６箇月以
上３歳未満の
幼児：34
回，148人，

3歳以上の幼
児：83回、
363人，

合計117回，
543人

心理経過観察の
必要な幼児に対
して継続的な支
援が行えてお
り，保護者の不
安，負担軽減に
つながった。ま
た，必要に応じ
て発達健診や他
専門医の紹介，
療育と連携がで
きた。

b 心理経過観察の必要
な幼児や保護者に対
し，継続的に適切な
回数の心理相談を実
施できた。

b 発達に特徴のある幼
児を育てている保護
者が，心理経過観察
における相談によ
り，不安軽減すると
ともに，適切な時期
に療育や医療の支援
につなげることがで
きた。

B

2-① 33

心理相談ケース
連絡会

健康推進課やこどもの発達セン
ターつくしんぼ等で対応してい
る個別ケースについて，情報共
有と支援方針確認。

年３回実施 健康推進課とこ
どもの発達セン
ターつくしんぼ
で支援している
ケースについ
て，情報・支援
方針を共有し，
連携して支援が
行われている。

健康推進
課

年３回実施 健康推進課とこ
どもの発達セン
ターつくしんぼ
で支援している
ケースについ
て，情報・支援
方針を共有し，
連携して支援が
できている。

年3回実施
（６月・10
月・1月）

健康推進課とこ
どもの発達セン
ターつくしんぼ
で共有している
ケースについて
支援方針の共有
ができた。

a 年3回実施し，支援方
針の検討ができた。

b ケースについて情報
共有し，支援方針を
定期的に検討するこ
とで，それぞれの
ケースの状況に合わ
せた支援が行えた。

A

2-① 34 乳幼児育成事業

健康診査等において，「要心理
経過観察」とされた幼児及びそ
の保護者に対し，遊びを通じた
グループワーク及び心理相談員
や保健師による個別相談で必要
な指導を行うことにより幼児の
心身の健全な発育を促し，保護
者の育児不安の解消を図る事
業。

年12回実施 事業を通して児
童の経過観察だ
けでなく，保護
者への具体的な
助言や支援，的
確な処遇の判断
ができる。

健康推進
課

年12回実施 事業を通し，児
童の経過観察を
保護者と専門職
がともに実施し
共 有 す る こ と
で，保護者に適
切 な 助 言 や 支
援，児の処遇の
判断ができてい
る。

年12回実施
来所対象児
41人
（実）・118
人（延）・保
護者132人
（延），その
他20人
（延），計
270人
（延）。

年間31名の新
規児がおり，健
診フォロー，心
理相談の中で明
確な目的のもと
利用している。

a 年12回実施し，継続
的に支援できた。

b 当事業（集団での様
子観察）が必要な方
への推奨，実施はで
きており，グループ
ワークを通して，児
の経過観察だけでな
く，保護者への具体
的な助言や支援，的
確な方針決定につな
がっている。また，
グループワーク終了
後はつくしんぼに移
行するケースが多い
が，会議や情報共有
などにより連携が取
れている。

A 事業を通して児
童の経過観察だ
けでなく，保護
者への具体的な
助言や支援，的
確な方針の判断
ができる。

2-① 35

障害児保健福祉
連絡会

保健センター（健康推進課）・
こどもの発達センターつくしん
ぼ・教育相談室，子ども家庭支
援センター等で対応している
ケースについての連絡会であ
る。（平成21年度より保健所
の参加はなし。）

年６回実施 障害児の支援に
関わる関係課が
集まり，情報交
換やケース検討
を行うことで，
一貫した支援に
つながる。

健康推進
課

年６回実施 障害児の支援に
かかわる関係課
が集まり，情報
交換やケース検
討を行うこと
で，一貫した支
援や切れ目ない
支援ができてい
る。

年5回実施 関係機関が集ま
り，情報交換や
ケース検討を
行った。

b 年5回，関係機関が集
まり会議を実施でき
た。

b 情報交換やケース検
討を通じて関係機関
との連携を図ること
ができた。

B 年5回実施
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施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

2-① 36

障害者を理解し
受け入れる地域
づくり

障害者週間にあわせ，啓発に係
る行事，広報を実施している。
また，地域活動支援センターⅠ
型の事業として，地域住民ボラ
ンティア育成，普及啓発等の事
業等を実施している。

地域活動支援セ
ンターⅠ型設置
箇所：３箇所
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

継続
障害に対する地
域の理解を深め
る。
虐待予防や早期
発見の担い手と
なる地域の担い
手を確保する。
【活動指標】
・講演会等啓発
行事の実施。
・地域活動支援
センターⅠ型に
てボランティア
の育成。

障害福祉
課

理解促進啓発
事業実施回
数：２回
地域活動支援
センターⅠ型
設置件数：３
箇所

障害に対する地
域の理解を深め
るために、講演
会等啓発行事を
実施する。
虐待予防や早期
発見つながる地
域の担い手を確
保するため、地
域活動支援セン
ターⅠ型にてボ
ランティアの育
成を図る。

理解促進啓発
事業実施回
数：２回
地域活動支援
センターⅠ型
設置件数：３
箇所（①つば
さ②虹③プ
ラッツ）

障害に対する地
域の理解を深め
るために，障害
者週間行事や映
画上映会など啓
発行事を実施し
た。
相談支援，レク
リエーション等
の障害者の自主
的な活動及び交
流を図るため，
地域活動支援セ
ンターⅠ型にて
場の提供等を行
うとともに，ボ
ランティアの育
成も図れた。

b 地域活動支援セン
ターは目標の３箇所
を設置している。
障害者理解促進啓発
事業は目標の２回を
実施するとともに，
市報やホームページ
等でも障害者理解へ
の周知を図ってい
る。

b 地域活動支援セン
ターの設置数や障害
者理解促進啓発事業
の実施回数は目標を
達成しているが，地
域の担い手となるボ
ランティアの育成な
どについては，継続
して取り組んでいく
必要がある。

B

2-② 37

学童保育所中学
生障害児保育

最長中学校３年生までの障害児
を学童保育所で受け入れる事
業。中学生障害児の放課後の受
け入れについて，今後のニーズ
に対応するため，学童保育所以
外の事業の取入れなど，各課連
携して市の方針を検討してい
く。

定員：児童館併
設学童保育所４
施設で各４人
（事業に支障の
ない範囲で定員
を超えての受け
入れを行う。）

学童保育所が，
中学生障害児の
放課後いきいき
と過ごす居場所
となっている。
また，学童保育
所以外の事業の
活用が図られ，
居場所が充実し
ている。

子ども子
育て事業
課

定員：児童館
併設学童保育
所４施設で各
４人（事業に
支障のない範
囲で定員を超
えての受け入
れを行う。）

学童保育所が，
中学生障害児の
放課後いきいき
と過ごす居場所
となっている。
また，学童保育
所以外の事業の
活用が図られ，
居場所が充実し
ている。

定員：児童館
併設学童保育
所４施設で各
４人（事業に
支障のない範
囲で定員を超
えての受け入
れを行う。）

地域施設利用
や，買い物体験
を通して，自立
に向けた行事を
実施した。

a 定員：児童館併設学
童保育所４施設で各
４人（事業に支障の
ない範囲で定員を超
えての受け入れを行
う。）

b 地域施設利用や，買
い物体験を通して，
自立に向けた行事を
実施した。

A

2-② 38

学童保育所の障
害児の受け入れ
拡充

学童保育所での障害児の受け入
れを行い，保護者の就労等の支
援を行う。職員の技量の向上等
により障害児保育の質の向上を
図る。

学童保育所の増
設等に伴い定員
増を図る。障害
児保育に資する
研修を実施す
る。

学童保育所が，
障害児が放課後
いきいきと過ご
す居場所となっ
ている。

子ども子
育て事業
課

各施設（16
施設）定員：
低学年１人高
学年１人（事
業に支障のな
い範囲で定員
を超えての受
け入れを行っ
ている。）
研修の実施：
有

定員を超えた入
所により，狭隘
状況が発生して
いるため，環境
整備が必要であ
る。

学童保育所の
増設等に伴い
定員数が増し
た。また，障
害児保育に資
する研修を実
施した。

学童保育所の要
件を満たしてい
る児童は全員入
所している。

a 民設民営学童保育所
新設により入所施設
が増えた。

c 学童保育所の要件を
満たしている児童は
全員入所している
が，狭隘状況が発生
している。

B 各施設（1８施
設）定員：低学
年１人高学年１
人（事業に支障
のない範囲で定
員を超えての受
け入れを行って
いる。）
研修の実施：有

学童保育所の要
件を満たしてい
る児童は全員入
所している。

2-② 39

特別支援学級児
童生徒スクール
バス運行

特別支援学級への児童・生徒の
通学及び学校行事の参加等に際
し，その安全を図るため，送迎
を行う事業。

100%
（乗車人数／希
望者数）

希望者について
は，100%乗車
できることを目
標とする。

教育総務
課

100%(乗車
人数／希望者
数）

特別支援学級に
在籍する児童・
生徒の安全のた
め，今後も希望
者全員が乗車で
きるように運行
を継続してい
く。

100%(62人
／62人）

希望者について
は，100%乗
車できた。

a 希望者については，
100％乗車できてお
り，目標は達成し
た。

a 特別支援学級に在籍
する児童・生徒の安
全のため，希望者に
ついては，すべて乗
車できる体制を整え
ることが最優先であ
り，達成できた。

A
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

2-② 40

障害福祉サービ
ス

居宅介護（ホームヘルプ），短
期入所（ショートステイ）等の
障害福祉サービスを希望する場
合に，サービスの必要性を総合
的に判定するため，障害支援区
分の認定を受け，サービスの支
給決定をする事業。

(単位：月毎平均
利用者数）
居宅介護：154
人
行動援護：６人
福祉型短期入
所：90人
医療型短期入
所：19人
※障害福祉サー
ビス事業一部抜
粋
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

障害があっても
地域で安心して
自立した生活が
できている。

障害福祉
課

顕在化しつつ
ある利用ニー
ズに対して，
適切なサービ
ス提供が行わ
れるよう，事
業所と連携
し，短期入所
等のサービス
提供基盤の確
保に努める。

引き続き，自立
支援協議会の運
営を通じて，地
域のネットワー
ク強化に努め，
よりきめ細やか
な相談支援・
サービスの提供
を行う。

利用ニーズを
満たすことが
できる事業所
定員を確保で
きるよう，法
人や事業所と
連携し，サー
ビス提供基盤
の確保に努め
た。

地域のネット
ワーク強化を図
り，きめ細やか
な相談支援・
サービスの提供
が行われたこと
により，本人の
意向と生活実態
に合わせて切れ
目なく継続的に
サービスが提供
された。

b 障害福祉サービス利
用者の数は年々増え
ているが，そのニー
ズを満たすことでき
るサービス提供基盤
をおおむね確保する
ことができた。

b サービス支給決定に
ついては，本人の意
向と生活実態に合わ
せて，切れ目なく速
やかに行っている。
また，関係機関，課
内における情報提供
も適切に行ってい
る。

B

2-② 41

補装具給付事務
事業

身体障害者手帳をお持ちの方及
び対象とされている難病等によ
る障害のある方に，職業その他
日常生活の利便をはかることを
目的として，補装具費（購入・
修理）を支給する事業。 補装
具費（購入・修理）の支給を受
ける時は，その適否について東
京都心身障害者福祉センター等
の判定が必要。  世帯の所得に
応じて自己負担金（原則一割負
担）がある。

補装具給付件
数：260件
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は次期障害者
計画実施計画に
よる。

身体障害により
日常生活動作な
どに制限が加わ
る部位を補装具
で補うことで，
生活の質の向上
が図られてい
る。

障害福祉
課

補装具費給付
件数：264件
※後期障害者
計画による。

身体障害により
日常生活動作な
どに制限が加わ
る部位を補装具
で補うことで，
生活の質の向上
が図られてい
る。

補装具費支給
決定件数：
270件

身体障害により
日常生活動作な
どに制限が加わ
る部位を補装具
で補うことで，
生活の質の向上
が図られてい
る。

a 目標数値を達成して
いるため。

a 目標数値に達してお
り，身体障害により
日常生活動作などに
制限が加わる部位を
補装具で補うこと
で，生活の質の向上
が図られているた
め。

A

2-② 42

日常生活用具事
務事業

在宅重度心身障害者(児)及び対
象とされている難病等による障
害のある方の日常生活を容易に
するため，日常生活用具を給付
（貸与）する事業。ただし，入
院中または施設入所中の場合
は，原則対象にならない。 日
常生活用具の給付（貸与）を受
けるには，障害の種類・部位お
よび程度の制限と，世帯の所得
に応じて自己負担金（原則一割
負担）がある。

2,013件（成人
含む）
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

日常生活用具を
給付すること
で，障害があっ
ても日常生活を
容易に過ごすこ
とができるよう
になる。

障害福祉
課

日常生活用具
給付件数：
2,144件
※後期障害者
計画による。

在宅重度心身障
害者(児)及び難
病等による障害
のある方に対
し，日常生活用
具を給付するこ
とで，障害が
あっても日常生
活を容易に過ご
すことができる
ようになり，生
活の質の向上が
図られている。

日常生活用具
給付件数：
2,017件

日常生活用具を
給付すること
で，障害があっ
ても日常生活を
容易に過ごすこ
とができるよう
になっている。

c 目標件数2,144件に
達していないため。

b 目標件数に達しては
いないものの，日常
生活用具を給付する
ことで，障害があっ
ても日常生活を容易
に過ごすことができ
るようになっている
が，事業の対象者へ
の更なる周知及び給
付決定をすることが
必要と考えるため。

B 日常生活用具給
付件数：2,226
件

2-② 43

意思疎通支援事
業

手話通訳：聴覚に障害のある方
が，市の主催行事およびそれに
準ずる催し等に参加する時，ま
たは健聴者との意志疎通を円滑
にするため手話通訳を必要とす
る場合に，手話通訳者を派遣す
る事業。
要約筆記：聴覚障害者団体およ
び聴覚障害者で手話による意志
疎通が困難な方に要約筆記者を
派遣する事業。盲ろう者の通
訳・介助者　視覚と聴覚の両方
に障害がある方に，その方の障
害の特性に応じたコミュニケー
ションしやすい方法で通訳を行
う通訳・介助者を派遣する事
業。

派遣延人数：
188人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

聴覚障害や視覚
障害があるため
コミュニケー
ションがとれな
い方に，その障
害特性に応じた
方法や手話通訳
者など人的派遣
により，意思疎
通を行って自立
した社会生活が
営めるようにな
る。

障害福祉
課

派遣延人数
①手話通訳
者・要約筆記
者派遣：333
人
②指文字通訳
者派遣：9人
③対面朗読者
派遣：36人

聴覚障害や視覚
障害があるため
意思疎通が困難
な方に，手話通
訳者などを派遣
することによ
り，意思疎通を
図り自立した社
会生活が営めて
いる。

派遣延人数
①手話通訳
者・要約筆記
者派遣：331
人
②指文字通訳
者派遣：23
人
③対面朗読者
派遣：36人

聴覚障害や視覚
障害があるため
意思疎通が困難
な方が，自立し
た社会生活が営
めるよう，その
障害特性に応じ
手話通訳者など
を派遣すること
により，意思疎
通支援を行っ
た。

b 目標件数に一部達し
ていないため。

b 聴覚障害や視覚障害
があるため意思疎通
が困難な方に，その
障害特性に応じ手話
通訳者などを派遣
し，意思疎通支援を
行ったことにより，
自立した社会生活が
営めるようになって
いるため。

B
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

2-② 44

障害児通所支援 児童福祉法に基づく障害のある
子どもが通所により利用できる
サービス（児童発達支援，医療
型児童発達支援，放課後等デイ
サービス，保育所等訪問支援）

（単位：月毎の
平均利用者数）
児童発達支援：
35人
医療型児童発達
支援：６人
放課後等デイ
サービス：140
人
保育所等訪問支
援：１人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

障害があっても
地域で安心して
自立した生活が
できている。

障害福祉
課

（単位：月毎
の平均利用者
数）
児童発達支
援：100人
医療型児童発
達支援：８人
放課後等デイ
サービス：
253人
※後期障害者
計画による。

市内及び近隣の
サービス提供事
業所との定期的
な情報交換及び
連携強化のため
の取組を実施す
る。

単位：月毎の
平均利用者
数）
児童発達支
援：99人
医療型児童発
達支援：３人
放課後等デイ
サービス：
207人

市内の児童発達
支援及び放課後
等デイサービス
の全事業所が出
席する障害児通
所支援事業所懇
談会を実施し，
今後定期的に情
報交換を行って
いく基盤を作る
ことができた。

c 目標利用者数に達し
ていないため。

a 市内の児童発達支援
及び放課後等デイ
サービスの全事業所
が出席する障害児通
所支援事業所懇談会
を実施し，今後定期
的に情報交換を行っ
ていく基盤を作るこ
とができたことは，
次年度以降にも繋が
ることであり，大い
に評価できる。

B （単位：月毎の
平均利用者数）
児童発達支援：
125人
医療型児童発達
支援：10人
放課後等デイ
サービス：302
人
※後期障害者計
画による。

障害児通所支援
事業所懇談会を
発展させ，定期
的に開催する連
絡会を立ち上げ
る取組を進め
る。これによ
り，事業所間の
更なる連携強化
を図る。

2-② 45

移動支援事務事
業

社会生活上必要な外出等障害者
又は障害児の自立生活及び社会
参加を促進するために，ガイド
ヘルパーを派遣する事業。

利用実人数：
171人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

ガイドヘルパー
派遣を受けたこ
とにより，社会
生活上必要な外
出をして自立し
た日常生活や社
会参加ができる
ようになってい
る。

障害福祉
課

移動支援事業
利用人数：
183人

移動支援事業の
ガイドヘルパー
派遣を受けたこ
とにより，社会
生活上必要な外
出をして自立し
た日常生活や社
会参加ができる
ようになってい
る。

移動支援事業
利用実人数：
167人

ガイドヘルパー
派遣を受けたこ
とにより，社会
生活上必要な外
出をして自立し
た日常生活や社
会参加ができる
ようになってい
る。

c 目標件数183人に達
していないため。

b 目標件数に達しては
いないが，ガイドヘ
ルパー派遣を受けた
ことにより，社会生
活上必要な外出をし
て自立した日常生活
や社会参加ができる
ようになっているた
め。

B

2-② 46

日中時間預かり
事業

居宅において介護者が疾病等に
より，65歳未満の身体障害者
手帳，愛の手帳，精神保健福祉
手帳をお持ちの方の介護が，一
時的にできない場合に，日中の
時間，障害者支援施設等に入所
することができる事業。

利用実人数：
115人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

保護者等に代
わって施設等で
一時的に預かり
介護を行うこと
により，保護者
等には安心を，
利用者には日常
的な安定した生
活を送ることが
できている。

障害福祉
課

日中時間預か
り事業（日中
一時支援事
業）利用人
数：102人

保護者等に代
わって施設等で
一時的に預かり
介護を行うこと
により，保護者
等は安心した生
活を，利用者は
日常的な安定し
た生活を送るこ
とができてい
る。

日中一時支援
事業利用実人
数：111人

保護者等に代
わって施設等で
一時的に預かり
介護を行ったこ
とにより，保護
者等は安心した
生活を，利用者
は日常的な安定
した生活を送る
ことができてい
る。

a 目標件数102人を上
回り達しているた
め。

b 目標件数を上回り達
成しているが，事業
の対象者への更なる
周知が必要と考える
ため。

A 日中一時支援事
業利用実人数：
107人

2-② 47

重度心身障害者
（児）巡回入浴
サービス

家庭で入浴することが困難なね
たきり等の重度心身障害者(児)
に対し，定期的に巡回入浴車が
お宅へ訪問し，部屋の中に浴槽
を持込み，専門スタッフが入浴
の介護を行う事業。 重度心身
障害者(児)でねたきり等のため
入浴が困難な65歳未満の方
で，身体障害者手帳２級以上ま
たは愛の手帳２度以上所持者が
対象。

利用実人数：22
人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

寝たきり状態に
ある障害者等の
体が清潔に保て
ているととも
に，日頃の保護
者等に対する入
浴介護の負担軽
減が図られてい
る。

障害福祉
課

巡回入浴サー
ビス利用人
数：22人

家庭で入浴する
ことが困難な寝
たきり状態にあ
る重度身体障害
者等の体が清潔
に保たれている
とともに，日頃
の保護者等に対
する入浴介護の
負担軽減が図ら
れている。

巡回入浴サー
ビス利用実人
数：12人

家庭で入浴する
ことが困難な寝
たきり状態にあ
る重度身体障害
者等の体が清潔
に保たれている
とともに，日頃
の保護者等に対
する入浴介護の
負担軽減が図ら
れている。

c 目標件数22人に達し
なかった。

b 目標件数には達して
はいないが，家庭で
入浴することが困難
な寝たきり状態にあ
る重度身体障害者等
の体が清潔に保たれ
ているとともに，日
頃の保護者等に対す
る入浴介護の負担軽
減が図られている。

B

子ども子
育て事業
課

障害児の受入
実施園の増
加。

全ての園で障害
児保育を実施す
るように促して
いく。

受入施設数：
21園

21園のうち，
私立保育所16
園に対して障害
児保育に係る経
費を補助した。

c 障害児の受入人数は
増加し，平成31年度
目標に向けて受入園
数を増やすことが出
来たが、目標には
至っていない。

b 障害児の受入れに係
る経費を補助するこ
とで，職員の加配が
実施され，質の高い
障害児保育が実施さ
れた。

B 障害児の受入施
設数及び人数は
増加した。未実
施の保育所もあ
るため，実施園
を増やしていく
必要がある。

障害を持つ児童を保育所で保育
する事業。受入人数を増やす。

待機児童解消及
び全園受入れ

質の高い障害児
保育が施される
とともに保護者
の入所手続きの
簡略化が図られ
ている。

2-② 48

障害児保育事業
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

子ども子
育てサー
ビス課

施設整備がす
すみ，毎年保
育所数が増加
していること
から，既存園
も含め，新規
保育所にも積
極的に受入れ
をしてもらう
よう働きかけ
ていく。

保育コンシェル
ジュが保護者に
寄り添いながら
相談を受け，入
所のための保育
所見学の日程調
整を行い，保護
者の負担軽減を
図っていく。
積極的に保護者
への情報提供を
行っていく。

待機児童数：
202人
年間障害児受
入人数：541
人

公立保育園希望
児童のために実
施する障害児入
所事前保育会
に，私立園も希
望園としている
児童がいる場合
は，私立園の園
長に参加要請を
行い児童の様子
を確認しても
らった。公設公
営園では在籍児
童を障害児枠と
して認定し，介
助職員を配置し
て定員３名枠を
超えて保育をし
た。

b 待機児童が解消され
ていないが，年間延
べ利用人数が増と
なったため。

b 保育コンシェルジュ
が保護者に寄り添い
ながら相談を受け，
入所のための保育所
見学の日程調整を行
い，保護者の負担軽
減を図ったため。

B ２名の保育コン
シェルジュ体制
で望む。より一
層保護者に寄り
添った相談対応
を受け，入所の
ための保育所見
学の日程調整を
行い，保護者の
負担軽減を図っ
ていく。
積極的に保護者
への情報提供を
行っていく。

子ども若
者計画課

障害児の受入
実施園の増
加。

基幹型保育所シ
ステムの事業を
活用し，各保育
施設が，「こど
もの発達セン
ターつくしん
ぼ」との連携を
深められるよう
支援する。

受入施設数：
21園

市内の全保育施
設を対象に「こ
どもの発達セン
ターつくしん
ぼ」の見学会を
年３回実施し，
48名の参加が
あった。
基幹型保育所シ
ステムの事業を
活用した取組に
より，連携を深
めることができ
ている。

c 障害児の受入人数は
増加し，31年度目標
に向けて受入園数を
増やすことが出来た
が、目標には至って
いない。

b 保育施設職員がつく
しんぼの施設を見学
し，療育について学
ぶことは，各保育士
及び保育施設の保育
の質の向上につなが
ると評価できるた
め。

B

2-③ 49

特別支援学級児
童就学奨励費支
給

特別支援学級の保護者の経済的
負担を軽減し，心身教育の振興
を図る事業。

対象者全員が申
請している。

特別支援学級の
保護者の経済的
負担が軽減され
ている。

学務課 対象者全員が
申請してい
る。

特別支援学級の
保護者の経済的
負担が軽減され
ている。

対象者全員が
申請した。
対象児童数：
95人
補助金額：
6,336,916
円

特別支援学級の
保護者の経済的
負担が軽減され
た。

a 学校を通じて申請書
を配布。対象者全員
から申請書の提出を
いただいたため。

a 特別支援学級の保護
者の経済的負担が軽
減されたため。

A

障害を持つ児童を保育所で保育
する事業。受入人数を増やす。

待機児童解消及
び全園受入れ

質の高い障害児
保育が施される
とともに保護者
の入所手続きの
簡略化が図られ
ている。

2-② 48

障害児保育事業
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

2-③ 50

特別支援学級児
童・生徒への校
外学習等参加費
補助

校外学習等への参加費を補助す
ることにより，特別支援学級に
在籍する児童・生徒の自立活動
の学校教育における支援を行う
事業。

小学校：30回
中学校：10回

体験活動の充実
を図ることがで
きている。

学校指導
課

障害種に応じ
て，適正に校
外学習を計
画・実行す
る。他の学習
活動における
ねらいとのバ
ランスをと
り，回数のみ
にとらわれ
ず，学習機会
の質の向上を
目指す。

校外学習等への
参加費を補助す
るのみならず，
障害種に応じた
校外活動の適正
な実行に向け
て，指導主事が
学習指導要領を
踏まえた指導を
することによ
り，特別支援学
級に在籍する児
童・生徒の自立
活動を支援す
る。

小学校：16
回
中学校：21
回

体験活動の充実
を図ることがで
きた。

b 小学校は目標値には
届かなかったが，学
校の申請に基づき必
要な補助を行うこと
ができた。中学校は
目標値を達成でき
た。

a 学校の申請に基づ
き，特別支援学級の
児童・生徒が様々な
体験をできるよう，
校外学習及び宿泊学
習の実施への支援を
行った。

A

2-③ 51

特定医療費の助
成

①指定難病の方（一部の難病は
生活保護の方を除く）②東京都
内に住所を有している方③医療
費助成の認定基準を満たしてい
る方へ支給する事業。東京都よ
り窓口事務が市に移譲されてい
る。

受給者見込数：
1,200人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は次期障害者
計画実施計画に
よる。

継続

医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。
【活動指標】
東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，障害者のし
おり，ＨＰ等を
通し制度の広報
に努める。

障害福祉
課

受給者見込
数：1,200人

東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，障害福祉ガ
イドブック，Ｈ
Ｐ等を通し制度
の広報に努め，
周知が図られて
いる。

受給者数：
1,197人

東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，障害福祉ガ
イドブック，Ｈ
Ｐ等を通し制度
の広報に努め，
周知が図られて
いる。

b 受給者見込数1,200
人に達していないた
め。

b 受給者見込数には達
してはいないが，障
害福祉ガイドブッ
ク，ＨＰ等を通し制
度の広報に努め，周
知を図ったため。

B

2-③ 52

特殊疾病者福祉
手当支給事務事
業

東京都難病医療費等助成制度の
対象疾病に罹患し，難病の患者
に対する医療等に関する法律
（平成26年法律第50号）に規
定する医療受給者証，難病医療
助成の医療券及び小児慢性疾患
医療券の交付を受けた方に月額
6,000円の手当を支給する事
業。施設入所者等支給制限，所
得制限あり。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

対象者がもれな
く受給できるよ
うにする。
【活動指標】
特定医療及び難
病医療助成対象
者に対し制度の
案内を行うとと
もに，市報等を
利用し制度の周
知を図る。（市
報年1回）

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

特定医療及び難
病医療助成対象
者に対し制度の
案内を行うとと
もに，市報等を
利用し制度の広
報（市報年1
回）に努め，周
知が図られてい
る。

受給者数：
667人

6月15日号市
報に掲載したほ
か，障害福祉ガ
イドブック等を
利用し制度の周
知を図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，平成29
年度実績よりも平成
30年度実績が増加し
たため。

b 障害福祉ガイドブッ
ク等を利用し制度の
周知を図ったため。

B

2-③ 53

特別障害者手当
等（障害児福祉
手当）支給事務
事業

精神または身体に重度の障害が
あるため，日常生活において常
時介護を必要とする状態にある
20歳未満の児童に月額
14,380円支給する事業。施設
入所者等支給制限，所得制限あ
り。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

対象者がもれな
く受給できるよ
うにする。
【活動指標】
身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の周知を図
る。（市報年1
回）

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時に対象者に
対し制度の案内
を行うととも
に，市報等を利
用し制度の広報
（市報年1回）
に努め，周知が
図られている。

受給者数：
40人

6月15日号市
報に掲載したほ
か，障害福祉ガ
イドブック等を
利用し制度の周
知を図った。

c 目標数値の設定は困
難であるが，平成29
年度実績よりも平成
30年実績が減少して
いるため。

b 受給者数が昨年度よ
り減少しているが，
障害福祉ガイドブッ
ク等を利用し制度の
周知を図ったため。

B
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

2-③ 54

重度心身障害者
手当支給事務事
業

重度の知的障害で，著しい精神
症状などのため常時複雑な介護
を必要とする方，あるいは，重
度の知的障害と身体障害１・２
級程度の障害が重複している
方，または重度の肢体不自由者
で両上肢・両下肢の機能が失わ
れ，座っていることが困難な方
に月額60,000円支給する事
業。所得制限あり。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

対象者がもれな
く受給できるよ
うにする。
【活動指標】
身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の周知を図
る。（市報年1
回）

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時に対象者に
対し制度の案内
を行うととも
に，市報等を利
用し制度の広報
（市報年1回）
に努め，周知が
図られている。

受給者数：
90人

6月15日号市
報に掲載したほ
か，障害福祉ガ
イドブック等を
利用し制度の周
知を図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，平成29
年度実績よりも平成
30年実績が増加した
ため。

b 障害福祉ガイドブッ
ク等を利用し制度の
周知を図ったため。

B

2-③ 55

心身障害者医療
費助成事務事業

身体障害者手帳１・２級（内部
障害者の３級の方も含む）また
は愛の手帳１･２度の方に対し
て，心身障害者医療費助成受給
者証（マル障）を発行し，病院
等で支払う保険の自己負担金の
一部を助成する事業。所得制限
あり。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

対象者がもれな
く受給できるよ
うにする。
【活動指標】
身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の周知を図
る。（市報年1
回）

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時に対象者に
対し制度の案内
を行うととも
に，市報等を利
用し制度の広報
（市報年1回）
に努め，周知が
図られている。

受給者数：
844人

6月15日号市
報に掲載したほ
か，障害福祉ガ
イドブック等を
利用し制度の周
知を図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，平成29
年度実績よりも平成
30年実績が増加した
ため。

b 障害福祉ガイドブッ
ク等を利用し制度の
周知を図ったため。

B 身体障害者手
帳，愛の手帳，
及び，精神障害
者保健福祉手帳
取得時に，対象
者へ制度の班内
を行うととも
に，市報等を利
用して制度の周
知（市報掲載年
１回）を行い，
周知が図られて
いる。

2-③ 56

自立支援（精神
通院）事務事業

精神疾患を理由として通院医療
を受ける場合において，その医
療に必要な費用の一部を助成す
る事業。ただし，所得に応じて
月額上限負担額が異なる。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。
【活動指標】
東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，精神障害者
保健福祉手帳取
得者への案内，
ＨＰ等を通し制
度の広報に努め
る。

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

制度の周知を図
るとともに，障
害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努め，周知
が図られてい
る。

新規申請316
件，更新申請
1,742件

申請のあった方
には適正に事務
処理を行った。
障害福祉ガイド
ブックやHPを
通じて周知を行
うことができ
た。

b 目標数値の設定は困
難であるが，申請の
あった方には適正に
事務処理を行った。

b 障害福祉ガイドブッ
クやHPを通じて周知
を行うことができ
た。

B 制度の広報に努
める。
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

2-③ 57

小児精神入院事
務事業

精神障害のため精神病室に入院
治療を必要とする満18歳未満
の方の入院医療費を助成する事
業。食事療養費の標準負担額
は，自己負担となる。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。
【活動指標】
東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，精神障害者
保健福祉手帳取
得者への案内，
ＨＰ等を通し制
度の広報に努め
る。

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

制度の周知を図
るとともに，障
害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努める。

5件 申請のあった方
には適正に事務
処理を行った。
障害福祉ガイド
ブックやHPを
通じて周知を行
うことができ
た。

b 目標数値の設定は困
難であるが，申請の
あった方には適正に
事務処理を行った。

b 障害福祉ガイドブッ
クやHPを通じて周知
を行うことができ
た。

B 制度の広報に努
める。

2-③ 58

心身障害者扶養
共済事務事業

心身障害者の保護者が死亡また
は重度障害状態になったときか
ら，障害者へ終身年金を支給
し，保護者の不安の軽減と障害
者の福祉の向上を図る事業。任
意加入の年金制度。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続
必要な方が加入
できるようにす
る。
【活動指標】
身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
する制度の案内
を行うととも
に，障害者のし
おり等を利用し
制度の周知を図
る。

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時に対象者に
対する制度の案
内を行うととも
に，障害者のガ
イドブック等を
利用し広報に努
め，制度の周知
が図られてい
る。

加入者数
１口：18人
２口：8人

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，平成29
年度実績と平成30年
度実績が同数である
ため。

b 障害福祉ガイドブッ
ク等を利用し制度の
周知を図ったため。

B

2-③ 59

心身障害者通院
通所訓練等交通
費助成事務事業

身体障害者手帳１・２級（内部
障害者の３級の方も含む）また
は愛の手帳１･２度の方に対し
て，医学的治療のために通院あ
るいは機能回復訓練等のため通
所する，並びに社会参加を促進
するために公的機関が主催等す
る行事へ参加，地域活動へ参加
等する場合に，その交通費を月
額5,250円を上限に助成する事
業。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

対象者がもれな
く受給できるよ
うにする。
【活動指標】
身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の周知を図
る。（市報年1
回）

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の広報に努
め，周知が図ら
れている。

利用延べ人
数：2,358人

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

c 目標数値の設定は困
難であるが，延べ利
用人数が平成29年度
実績よりも平成30年
度実績が減少してい
るため。

b 延べ利用人数が昨年
度より減少している
が，障害福祉ガイド
ブック等を利用し制
度の周知を図ったた
め。

B

2-③ 60

Ｂ型・Ｃ型ウイ
ルス肝炎イン
ターフェロン治
療医療費助成

都内に住所があり，都が指定す
る肝臓専門医療機関で，Ｂ型・
Ｃ型肝炎のインターフェロン治
療を要すると診断された方に，
インターフェロン治療にかかる
保険診療（入院・外来）の医療
費のうち，各所得区分における
自己負担限度額を超えた金額を
１年間助成する事業。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。
【活動指標】
東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，障害者のし
おり，ＨＰ等を
通し制度の広報
に努める。

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

制度の周知を図
るとともに，障
害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努め，周知
が図られてい
る。

申請件数：
61人

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

c 目標数値の設定は困
難であるが，延べ申
請件数が平成29年度
実績よりも平成30年
度実績が減少してい
るため。

b 延べ申請件数が昨年
度より減少している
が，障害福祉ガイド
ブック等を利用し制
度の周知を図ったた
め。

B

３-① 61

児童館の整備計
画

平成21年度策定の施設整備計
画に基づき，老朽化，狭隘化へ
の対応のため施設整備をしてい
く。

新たな整備計画
に基づく整備

児童館が整備さ
れ，児童や乳幼
児親子が様々な
遊びや活動を展
開している。

子ども子
育て事業
課

緊急修繕の把
握を行う。

緊急修繕を行
う。

未実施 全庁的な計画の
見直しを行っ
た。

e 全庁的な計画の見直
しを行ったため未実
施である。

e 全庁的な計画の見直
しを行ったため未実
施である。

E E
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

３-① 62

児童館での乳幼
児・小学生・中
高生向け事業

各年齢，ニーズに対応した企画
を実施する事業。

全児童館の事業
数
：800回

各年齢のニーズ
に対応した企画
が実施されてい
る。

子ども子
育て事業
課

全児童館の事
業数
：800回

各年齢のニーズ
に対応した企画
が実施されてい
る。

全児童館の事
業数：957回

各年齢のニーズ
に対応した企画
が実施されて
た。

a 事業数は目標を大き
く上回り達成した。

a 対象年齢のニーズに
則した行事企画を
行った。

A 全児童館の事業
数
：950回

３-① 63

地域の子どもの
居場所づくり

空き店舗や空き家を活用した子
どもの居場所づくりを行う。

２箇所の設置 児童が身近な居
場所でいきいき
と過ごしてい
る。

子ども若
者計画課

空き家対策部
署と連携し，
活用が可能物
件等の情報収
集を行う。

空き家対策部署
と連携し，活用
が可能物件等の
情報収集を行
う。

情報収集につ
いて空き家対
策部署との連
携にまで至ら
なかった。

情報収集につい
て空き家対策部
署との連携にま
で至らなかっ
た。

d 担当にて事実上の連
絡等は行っていたも
のの，具体的な連携
にまでは至っていな
かった。当該年度
は，居場所づくり会
議を介して，居場所
の実情の把握に努め
たため。

d 担当にて事実上の連
絡等は行っていたも
のの，具体的な連携
にまでは至っていな
かった。当該年度
は，居場所づくり会
議を介して，居場所
の実情の把握に努め
たため。

D

３-① 64

児童館の開館日
の見直し

児童館の開館日（現行　月～土
曜日）の見直しを行う。

日曜・祝日開館
している施設：
１館

日曜日・祝日に
開館している児
童館で，児童や
平日の利用が難
しい親子がいき
いきと過ごして
いる。

子ども子
育て事業
課

検討課題とす
る。

休日に行事実施
する。

未実施 休日に行事を企
画し実施した。

e 休日開館できなかっ
た。

d 休日に遠足や児童館
祭り行事を実施し
た。また地域主催行
事に児童館コーナー
を設置し遊びの提供
を行った。

D D

３-① 65

児童館運営委員
会の設置

全館を対象とした，事業評価・
課題抽出のための委員会を立ち
上げる。

開設状況：有 児童館運営委員
会が設置され児
童館の運営に関
する事業評価や
課題抽出がされ
ている。

子ども子
育て事業
課

6館 子どもも含め、
利用者の意見を
聞く場の設定を
行い，地域関係
者へ働きかけて
参加を促す。

児童館運営委
員会を設置す
ることはでき
なかったが，
利用者の意見
を聞く場を全
館で設定し
た。

子どもも含め、
利用者の意見を
聞く場の設定を
行い，地域関係
者へ働きかけて
参加を促した。

d 児童館運営委員会の
設置には至らなかっ
たが，全館で利用者
の意見を聞く場の設
定を実施した。

d 各館年2回利用者の意
見を聞く場を設定
し，利用者との意見
交換を行った。

D D

子ども野外事業

（※こくぶんじ
青空ひろば事業
に移行）

①公園で小学生の野外遊びの提
供を行う事業。
②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

＊市内公園を用いて，午前にお
いては，地域の中で孤立しがち
な乳幼児親子が安心して立ち寄
り，遊びと交流ができる場所を
つくり，午後においては，戸外
の遊びを促す活動を行い，子ど
もが放課後安心して過ごせる場
所を作る。

①６箇所
②５箇所

※9公園

①小学生が野外
での遊びから生
きる力を身に付
ける。
②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

＊市内公園を活
用し，午前にお
いては，乳幼児
親子の遊びと交
流の場の提供
し，午後におい
ては，小中学生
の放課後の居場
所を作る。

子ども子
育て事業
課

こくぶんじ青
空ひろば事業
として，9公
園実施。

青空ひろば事業
に移行。小学生
が野外での遊び
から生きる力を
身に付ける。
乳幼児の親子が
外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

こくぶんじ青
空ひろば事業
として，9公
園実施。

市内公園で遊び
を促す活動を行
い，小学生の自
主的な遊びや生
活に根ざした遊
びを展開するこ
とができた。
また，乳幼児の
親子の遊びと交
流の場となると
ともに，相談な
ども行われ，日
ごろの育児につ
いてリフレッ
シュする機会を
提供することが
できた。

b 協働事業として，公
園を活用し遊びと交
流の場の提供を行っ
た。

a スタッフの配置を巡
回型から常駐型に
し，利用者へ丁寧な
対応を行い，公園遊
びや交流の機会の充
実につながった。

A

３-②
24
再掲
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

②５箇所 ②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

子育て相
談室

28年度で３
か年契約が完
了「屋外型親
子ひろば」事
業は廃止。
29年度で
は，子ども子
育て事業課の
子ども野外事
業「プレイ
キッズ」と統
合し，「こく
ぶんじ青空ひ
ろば」で提案
型協働事業実
施することに
なった。

外遊びを特化し
た「こくぶんじ
青空ひろば」で
公募型協働事業
で行われる予定
である。相談部
門は，子ども家
庭支援センター
が担うことと
し，午前中に実
施公園へ助産師
を派遣，保護者
のケアやスタッ
フの支援を行
う。

-

３-② 66

プレイステー
ション事業

青少年がいきいきと安全に遊べ
る冒険遊び場として，国分寺市
プレイステーションの管理･運
営を委託する事業｡

年間来場者数：
15,000人（単
年度）

青少年がいきい
きとして遊べる
遊び場が提供で
きている。

社会教育
課

年間来場者
数：15,000
人（単年度）

青少年がいきい
きとして遊べる
遊び場が提供で
きるよう近隣住
民と協議を行
う。

年間来場者数
10,726人
（単年度）

青少年がいきい
きと遊べる遊び
場を提供した。
また，遊び場を
継続して提供で
きるよう，近隣
住民と協議を
行った。

c 目標値の達成はでき
なかったが，１万人
を超える利用があっ
た。
施設の移転に当たっ
て移転場所の地域に
プレイステーション
をPRする必要があ
る。

a 指定管理者の丁寧な
対応により，近隣住
民と良好な関係を築
いている。利用者の
満足度は97％と非常
に高い。
近隣住民と良好な関
係を保てるよう，協
議を継続していく。

B

３-② 67

プレイリーダー
講習会

子どもの遊びへの代弁者とし
て，または子どもたちを見守り
指導する役割を担うプレイリー
ダーの養成を実施する事業。

受講者数
：40人（大人）

子どもたちを見
守り，活動を支
える大人たちが
増え，子どもた
ちが安心しての
びのび遊べる環
境である。

社会教育
課

受講者数
：40人（大
人）

活動を支える大
人たちの充実だ
けでなく，講習
会の内容につい
ても充実させ
る。

受講者数
52人（大
人）

活動を支える大
人たちの充実だ
けでなく，講習
会の内容につい
ても充実させ
た。

a 目標を大きく超える
52人の参加があっ
た。

b 例年プレイリーダー
体験とワークショッ
プを実施してきた
が，平成30年度はプ
レイリーダー体験と
シンポジウムを実施
し，内容の充実を
図った。

A

３-② 68

公園緑地の整備 公園・緑地の整備，改修を行
い，子どもを含む利用者が，安
全に利用できるように進める事
業。

緑地：２箇所，
遊具改修適宜対
応

市民が憩える緑
地を整備し，子
どもたちが安
全・安心に利用
できる遊具の改
修の充実が図ら
れている。

緑と建築
課

緑地：
一部公有化1
箇所
供用開始1箇
所

遊具改修適宜
対応。
施設の維持管
理計画に基づ
く管理。

恋ヶ窪緑地を一
部公有化する。
恋ヶ窪用水路周
辺緑地の供用開
始をする。
遊具改修につい
て適宜対応する
とともに，29
年度に策定した
維持管理計画に
基づき管理をす
る。

緑地：
一部公有化１
箇所
遊具改修：
26箇所

恋ヶ窪緑地を一
部公有化した。
恋ヶ窪用水路周
辺緑地の供用開
始をした。
老朽化や故障し
た遊具を26箇
所で改修した。

b 恋ヶ窪緑地の一部公
有化，恋ヶ窪用水路
周辺緑地の開園，遊
具改修について，い
ずれも「31年度目標
に向けた30年度目
標」を達成すること
ができた。

a 恋ヶ窪緑地の一部公
有化，恋ヶ窪用水路
周辺緑地の開園，遊
具改修をすることで
31年度目標を達成す
ることができた。

A 緑地：一部公有
化
公園：都市計画
決定1箇所
遊具改修適宜対
応。施設の維持
管理計画に基づ
く管理。

恋ヶ窪緑地を一
部公有化する。
都市公園整備に
向けたさつき公
園の都市計画決
定を行う。

３-②
24
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

３-② 69

小・中学校の校
庭，体育館をス
ポーツ開放

スポーツやレクリエーション活
動の場として，小中学校の校
庭，体育館を団体に開放する事
業。

15校 体育館の利用時
間のコマを検討
しより多くの団
体が使用できる
ようにする。

スポーツ
振興課

　市内公立小
中学校全15
校で実施して
る。

　小学校体育
館：5,024件
小学校校庭：
1,727件
中学校体育館：
979件
中学校校庭：
987件
計8,717件
（28年度を基
に3%増）
スポーツやレク
リエーション活
動の場として，
小中学校の校
庭，体育館を団
体に開放し、よ
り多くの市民に
対してスポーツ
の場の提供を図
る。

15校で実施
した。

小学校体育館：
5,393件
小学校校庭：
1,963件
中学校体育館：
1,208件
中学校校庭：
859件
計9,423件

スポーツをする
ための施設につ
いて問い合わせ
があった際に，
体育施設・ス
ポーツセンター
を案内するとと
もに，学校体育
施設の開放につ
いても積極的に
案内をした。
夏季休業中に実
施される小学校
の施設修繕に対
し，工事に支障
のない範囲で開
放できるように
した。

a 15校での実施を達成
した。

b 中学校の校庭利用以
外が増加した。学校
によっては更に利用
数を増やすことも可
能であると考える。

A 15校 体育館の利用時
間のコマを検討
しより多くの団
体が使用できる
ようにする。

３-② 70

青少年地域リー
ダー養成講習会

地域に住む人々にとってぬくも
りのある人間性豊かな地域づく
りに積極的に貢献できる青少年
リーダーを育成する事業。

講座回数：６回
受講者数：15人

講座の受講生を
中心に地域の活
動が活発に行わ
れている。

社会教育
課

講座回数：６
回
受講者数：
15人

受講者を増加さ
せるため，魅力
ある実践的な講
習会を企画す
る。また，積極
的に参加したく
なる事業とし，
地域で活躍でき
るリーダーを育
成する。

講座回数６回
受講者数７人

受講者を増加さ
せるため，魅力
ある実践的な講
習会を目指し，
青少年委員と企
画した。地域で
活躍できるリー
ダーを育成し
た。

b 講座回数は目標を達
成したが，受講者数
は目標値を達成する
ことができなかっ
た。
わんぱく学校生への
積極的な呼びかけを
行い，受講者数の増
加を図る必要があ
る。

b わんぱく学校と絡め
た企画をし，青少年
地域リーダーの役割
を実践的に学ぶ内容
とした。また，地域
活動のボランティア
の実践等により，青
少年の育成に寄与し
た。

B

３-② 71

放課後子どもプ
ランの実施

地域・学校・行政の連携による
学校等を利用した安全で安心な
子どもの居場所づくり事業「放
課後子どもプラン」を実施す
る。

市内全市立小学
校10校で実施

放課後に，子ど
もが安心して過
ごすことのでき
る居場所が提供
されている。

社会教育
課

市内全市立小
学校10校で
実施

目標値を達成し
ているが，さら
なる利用者の増
加を目指し，実
行委員会が活動
しやすい環境を
整備する。

市内全市立小
学校10校で
実施

放課後に子ども
が安心して過ご
すことのできる
居場所が提供で
きた。

a 市内全市立小学校で
実施することができ
た。

a 実施委員会等で各小
学校の情報共有を
行った。全体の実施
回数も増え，安心し
て過ごすことのでき
る居場所の提供がで
きた。

A
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

３-②
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再掲

地域住民主導に
よる総合型地域
スポーツクラブ
の設立を支援

小・中学校を拠点とし，地域住
民主導による総合型地域スポー
ツクラブを市内に設立すること
を支援する事業。会員となるこ
とにより，いつでも誰でもス
ポーツに親しむことができるよ
うにする。

会員数：200人 いつでも誰でも
スポーツに親し
むことができる
ようにする。

スポーツ
振興課

会員数：200
人

働き盛り世代，
子育て世代に向
けた新規事業の
検討，実施。

会員数：183
人

主に小学校やス
ポーツセン
ター，地域セン
ターなど市民に
とって身近な施
設で，６種目の
定期的な事業や
スポーツイベン
トなどを実施し
た。

b 既存の団体が地域ス
ポーツクラブに加盟
したため，大幅に会
員数が増加した。
クラブ事業の認知度
の向上及び需要に
合った新規事業の開
拓が求められた。

b 主に小学校やスポー
ツセンター，地域セ
ンターなど市民に
とって身近な施設
で，６種目の定期的
な事業や複数のス
ポーツイベントなど
を実施しており，質
的目標は達成してい
る。
しかし，その事業の
参加者は主に子ども
や高齢者であり，働
き盛り世代への事業
の提供が課題として
挙げられた。

B

３-③
7

再掲

子どもの居場所
づくりに関する
市民ワーク
ショップの開催

公募市民によるワークショップ
を立ち上げ，子どもの権利の視
点から，子どもたちの居場所に
ついて，現状を踏まえて，どう
あるべきか検討し，市への報告
をいただく。

１回の参加人
数：20人

さまざまな世代
の市民が参加し
て一定の結論が
導かれている。

子ども若
者計画課

前年度廃止済み 前年度廃止済み D

３-③ 72

図書館の開館時
間延長

平成26年度＝本多図書館の平
日夜間開館（午後8時まで）に
加えて，光図書館でも毎水曜日
に夜間開館（午後8時まで）を
実施。今後も，一部業務委託化
の中で全館に夜間開館を拡充。

５館
本多図書館：平
日午後８時まで
開館　地域館４
館：平日午後７
時まで開館

児童館と図書館
の閉館時間が同
一になり，児童
館利用者の図書
館利用の拡大。
学生・勤労者の
利用の拡大。

図書館課 2館
本多図書館：
平日午後8時
まで開館。
地域館（光図
書館）：午後
7時まで開館

光図書館以外の
地域館の時間延
長については，
利用者懇談会等
において利用者
の意見を聞きな
がら今後検討。

2館
本多図書館：
平日午後8時
まで開館。
地域館（光図
書館）：午後
7時まで開館

光図書館におい
ては平成27年
度から平日は
19時閉館と
し，夜間17時
以降の児童館利
用者の利用が増
加した。本多図
書館においては
平成18年から
平日は20時閉
館とし，中高生
の利用が定着し
ている。光図書
館以外の地域館
には利用者懇談
会において開館
時間延長につい
ての意見を聞く
が，延長につい
ての意見はな
かった。

b ２館共当初の取組目
標どおりの開館を実
施できた。両館にお
いて，児童及び保護
者同伴の児童の利用
があった。

b 併設する児童館の夜
間時の利用に供する
ことができた。光図
書館以外の地域館に
おいては，利用者懇
談会の開催時に開館
時間延長についての
意見を聞くことがで
きた。

B 2館本多図書
館：平日午後8
時まで開館。地
域館（光図書
館）：午後7時
まで開館
※cocobunji市
民SC及び国立駅
前SCにて午後７
時まで資料の受
取り窓口を開設
したため，一定
の拡大はできて
いる。

光図書館以外の
地域館の時間延
長については，
利用者懇談会等
において利用者
の意見を聞きな
がら今後の研究
課題とする。

３-③
19
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スポーツセン
ター，プールの
個人開放

スポーツセンター，プール等を
個人に開放し，多くの市民にス
ポーツに親しむ機会を提供する
事業。それにより，生涯スポー
ツ社会の実現を目指す。

スポーツ団体に
加入していない
個人，ファミ
リーでもスポー
ツに親しむ機会
を提供する。

個人使用
市民スポーツセ
ンター
：41,500人
ひかりスポーツ
センター
：22,500人
室内プール
：67,500人

子どもが個人で
もスポーツに親
しめる環境が充
実している。

スポーツ
振興課

各体育施設の
利用者人数の
おおむね現状
維持

市民スポーツ
センター：
37,560人

ひかりスポー
ツセンター：
24,328人

室内プール：
63,172人

　子どもが個人
でもスポーツに
親しめる環境が
充実している。

　スポーツ団体
に加入していな
い個人，ファミ
リーでもスポー
ツに親しむ機会
を提供する。

利用者人数
（個人使用）

市民スポーツ
センター：
40,744 人

ひかりスポー
ツセンター：
26,566人

室内プール：
65,740人

室内プールは常
に個人利用が実
施されており，
子ども向けの教
室事業も実施さ
れている。
各スポーツセン
ターでは，子ど
もが個人で参加
できる個人開放
の種目は，卓
球・バスケット
ボール・バドミ
ントン・バウン
ドテニス等があ
る。

a 30年度取組目標にお
ける各施設の目標値
を大きく超えて達成
した。
また，ひかりスポー
ツセンターについて
は，平成31年度目標
を達成している。

b 各施設で個人向けの
事業や開放が実施さ
れており，おおむね
目標は達成されてい
る。

A スポーツ団体に
加入していない
個人，ファミ
リーでもスポー
ツに親しむ機会
を提供する。

個人使用
市民スポーツセ
ンター
：41,500人
ひかりスポーツ
センター
：22,500人
室内プール
：67,500人

子どもが個人で
もスポーツに親
しめる環境が充
実している。
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３-③
20
再掲

公民館青少年対
象事業

・青少年を対象にした事業の実
施。
・防音スタジオ（光公民館）で
の中高生バンドグループの利用
の促進。
・スタジオ利用グループを中心
にしたライブ事業の実施。

実施事業数：５
事業
スタジオ利用グ
ループ数：10団
体
ライブ開催回
数：２回

・青少年を対象
にした事業を実
施し，青少年の
活動ができてい
る。
・防音スタジオ
（光公民館）を
中高生バンドグ
ループがよく利
用している。
・スタジオ利用
グループを中心
にライブ事業が
開催され，中学
生から年長者ま
で幅広い年齢層
が音楽を通して
学びあう環境が
整備できてい
る。

公民館課 実施事業数：
５事業

青少年を対象に
した事業を実
施。

事業実施数：
７事業

中高生スタジ
オ利用グルー
プ数：17団
体

ライブ開催回
数２回

全館で中学生を
行使補助とした
パソコン教室を
実施。
近隣の高校と連
携した子ども向
け講座を実施。
中高生バンドグ
ループの防音ス
タジオ利用の促
進と，スタジオ
利用グループを
中心にしたライ
ブ事業を実施。

a 各公民館で区域内に
ある中学生と連携し
た事業を実施。
スタジオ利用の数は
伸びてはいるが，国
分寺高校の軽音楽部
の活動に左右され
る。今後とも国分寺
高校との関係を維持
する必要がある。

a 事業を通じ，国分寺
高校生徒との交流を
進めることで，公民
館を利用する高校生
の拡充を図ってい
く。

A

３-③ 73

公民館・学校施
設・スポーツセ
ンター等を利用
した子どもの居
場所づくり

学校の校庭や教室等に，安全･
安心して活動できる子どもの居
場所を設けることを目的に地域
子ども教室を実施する。

市内全市立小学
校10校で実施。
スポーツセン
ターで個人開
放・スポレク広
場実施。

・放課後に子ど
もが安心して過
ごすことのでき
る居場所が提供
されている。
・決まった時間
に体育施設へ行
くとスポーツが
できる。

スポーツ
振興課

スポレク広場
の利用人数：
291人（29
年度を基に
3%増）
市内全市立小
学校10校で
実施。スポー
ツセンターで
個人開放・ス
ポレク広場実
施。

　個人開放や自
主事業の開催な
ど放課後のス
ポーツを実施す
る環境が整って
いる。
　体育施設の利
用のみならず、
ホールの開放な
ど、子ども達の
居場所としても
開放し、利用さ
れている。

隔週で二か所
のスポーツセ
ンターにおい
て，スポレク
広場を実施
し，183人利
用（平成30
年度）

市民スポーツセ
ンターの開放を
行った。また，
スポレク広場・
個人開放を行っ
た。

c 市内の小学校では未
実施である。
スポレク広場は，人
数に偏りがある。
様々な人に来てもら
うための広報活動の
方法を検討する必要
がある。

b 市民スポーツセン
ターのロビーの開放
を行った。市民ス
ポーツセンター以外
の今後の活用方法を
考える必要がある。

B

３-③ 74

公民館，地域セ
ンター等を活用
した「居場所」
づくり事業

公民館は小中学生も利用できる
施設であることを，小学生の
「社会科見学」や中学生の「職
場体験」で積極的にＰＲし，
「居場所づくり」事業を促進。

実施館数：５館 ・小中学生に向
けた夏季自習室
等の学習支援事
業を行い，子ど
もの「居場所」
づくりができて
いる。
・館内にあるフ
リースペースを
活用し，「居場
所」となりえる
場所を確保し，
地域の人とのふ
れあいの場と
なっている。

公民館課 実施館数：５
館

小中高校生を対
象に，全館で，
夏季期間「ジュ
ニアサロン夏季
自習室」を実
施。

実施館数：5
館

小中高校生を対
象に，全館で，
夏季期間「ジュ
ニアサロン夏季
自習室」を実
施。

b 市内の小中学校の夏
季休業期間に合わせ
て全館で「ジュニア
サロン夏期自習室」
を実施できた。

b 中高生の学習の場を
提供することで，夏
休み期間の学習習慣
と居場所の確保をす
ることができた。

B

３-④ 75

子どもの居場所
づくり推進会議
の設置

「子どもの居場所づくりに関す
る市民ワークショップ」におけ
る検討を踏まえ，市民に子ども
を見守る目が醸成され，市内の
様々な場所が子どもの居場所と
なりうるよう推進組織を設置し
て，居場所づくりを具現化して
いく。

設置 子どもたちが市
内各所を居場所
として，いきい
きと過ごしてい
る。

子ども若
者計画課

29年度に設
置した子ども
居場所づくり
推進会議に
て，子どもの
居場所につい
ての行政，団
体，市民の活
動を把握し，
それぞれの果
たす役割を協
議する。

子どもの現状を
把握するため
に，実態調査等
子どもの意見収
集方法について
検討する。

29年度に設
置した子ども
居場所づくり
推進会議に
て，子どもの
居場所につい
ての行政，団
体，市民の活
動を把握し，
それぞれの果
たす役割を協
議した。
開催回数：３
回
居場所の現地
確認実施

子どもの現状を
把握するため
に，実態調査等
子どもの意見収
集方法について
検討した。

a 29年度に設置した子
ども居場所づくり推
進会議にて，子ども
の居場所についての
行政，団体，市民の
活動を把握し，それ
ぞれの果たす役割に
ついて，ワールドカ
フェ方式など，委員
各位が様々な視点で
議論ができるように
手法に工夫を凝らし
て協議を行った。

a 子どもの現状を把握
するために，実態調
査等子どもの意見収
集方法について検討
し，様々な施設にお
いて現地インタ
ビューを実施した。

A
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４-①
8

再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

延べ利用者数
計：40,000
名
（妊娠期の方
の延べ利用者
数：80名
父親の延べ利
用者数：500
名，相談件数
計：5,000
件）

様々な状況を持
つ利用者に，相
談しやすい環境
と関係を構築で
きている。
母親向けに育児
の合間にできる
リフレッシュ体
操等を教えた
り，親子ひろば
で支援を行い，
要支援・要保護
とならない健康
群が増えてい
る。

延べ利用者数
（子ども+大
人）：
53,058名

妊娠期の方の
延べ利用者
数：58名

父親の延べ利
用者数：
1,058名

相談述べ件
数：3,290件

親子ひろばにお
いて，テーマご
とのフリートー
キングを実施
し，同じ境遇の
親子，先輩ママ
やパパと交流で
き，少しでも子
育てに関する不
安や悩みを解消
つなげるための
取り組みを行っ
た。
また，ストレッ
チやダンスな
ど，子育て中の
母親がリフレッ
シュできるよう
な様々な講座を
実施した。

a 親子ひろばの実施日
数及び時間を見直し
たことにより，延べ
利用者数が増加し
た。

a 各親子ひろばにおい
て，運営事業者のノ
ウハウや，その地域
性を活かした様々な
講座等を実施し，子
育て家庭の健康を支
援できたことは評価
できる。
市内を３地区に分
け，その地区ごとに
整備する地区拠点親
子ひろば（中央地区
未整備）に，利用者
支援事業を実施する
子育て応援パート
ナーを配置し，月１
回以上各親子ひろば
を巡回訪問し，親子
ひろばの利用者及び
職員からの相談に応
じ，適切な支援につ
なげた。

A 利用者延べ数
計：55,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：
1,000名，相談
件数計：5,800
件）

４-① 76

健康に関する各
種相談事業

妊産婦や育児中の保護者に対
し，保健師など専門職が訪問・
面接等で行う相談。

出生通知書受理
100％，訪問率
100％を目指
す。

出生後120日以
内に全家庭を訪
問し，必要な支
援が受けられ
る。育児や親子
の健康に関する
知識の普及を図
り，健康保持・
増進に努める。
地域の身近な相
談場所で相談で
き，育児不安の
軽減ができる。

健康推進
課

出生通知書受
理100％，訪
問率100％を
目指す。

ゆりかご面接
（平成29年7
月～）で妊娠期
からの切れ目の
ない支援を行
う。
出生後は120
日以内に全家庭
を訪問し，必要
な支援が受けら
れる。育児や親
子の健康に関す
る知識の普及を
図り，健康保
持・増進に努め
る。地域の身近
な相談場所で相
談でき，育児不
安の軽減ができ
る。

出生数959
名，転入者の新
生児対象者数
46名，里帰り
対象者23名，
出生通知書受理
983件（里帰
り含む。）。出
生通知受理率
96%。新生児
訪問（こんにち
は赤ちゃん訪
問）988件実
施率96％。
母子保健の面接
847件・訪問
278件・電話
1002件・栄養
相談面接13
件・電話50
件・文書1件等
による個別相
談。
ゆりかご面接と
して779件実
施，妊娠届
995件に対し
実施率は
78％。

出生後120日
以内に乳児のい
る家庭に対して
訪問し，子ども
の発育発達の確
認，及び産婦の
育児不安の解消
に努めた。また
継続して支援が
必要な対象には
専門職が継続し
て支援を行っ
た。
ゆりかご面接で
は，妊娠期から
専門職がかかわ
ることで，出
産・子育てに関
する不安を軽減
するとともに，
各家庭に応じた
支援を行った。

b 新生児訪問は年度報
告数，転入，転居，
里帰り等の理由で対
象者の分母の統一が
難しいが，おおむね
訪問できている。
120日以内に訪問で
きなかった家庭に対
しては，３，４箇月
健診で発育や育児状
況の確認を行った。
今後，ゆりかご面接
の実施率の向上が課
題となっている。母
子健康手帳の交付場
所が5か所であり，利
用しやすい面接機会
の設定やPR方法等工
夫が必要である。

b 訪問や面接時に，妊
婦や家族，子どもの
健康に関する知識の
普及を図り，支援が
必要な対象者に対し
ては継続して支援を
している。
個別相談では，育児
や親子の健康保持増
進につながるよう，
また育児不安の軽減
になるよう努めてい
る。

B 出生通知書受
100％，訪問率
100％を目指
す。
ゆりかご面接は
100％目指す。

妊娠期より切れ
目のない支援を
行う。ゆりかご
面接に関して
は，産後実施し
ているアンケー
ト中の「面接に
満足している」
の割合が100％
を目指す。
出産後は120日
以内に全家庭を
訪問し，必要な
支援が受けられ
る。育児や健康
に関する知識の
普及を図り，健
康保持・。増進
に努める。地域
の身近な場所で
相談でき，育児
不安が軽減でき
る。
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４-① 77

乳幼児・妊産婦
健康診査

乳幼児・妊婦歯
科健診

各段階で健康診査を行うことに
より妊産婦及び乳幼児の健康管
理を行うとともに，疾病の早期
発見・乳幼児の健全育成・保護
者への育児支援を図る事業。

集団健診は受診
率100%を目指
す。

病気・障害・要
支援家庭の早期
発見と育児中の
保護者の育児不
安軽減など育児
支援につなが
る。

健康推進
課

集団健診の受
診率100%を
目指す。

妊婦歯科健診で
はゆりかご面接
の勧奨を行う。
病気・障害・要
支援家庭の早期
発見と育児中の
保護者の育児不
安軽減など育児
支援を行い,必
要時,関係機関
や各健診等が積
極的な情報交換
を行う。

集団健診受診
率：
3～４か月
児：
98.2％
1.6歳児
(医)；99.4％
3歳児(医)；
94.6％
1.6歳児
(歯)；99.3％
3歳児(歯)；
94.4％
妊婦歯科：
86.9％

乳幼児健診で
は，必要な児を
各相談・医療な
どにつなげた。
妊婦歯科健診で
は，ゆりかご面
接の勧奨を行っ
た。

b 各乳幼児健診で90%
以上の受診率を維持
している。
妊婦歯科健診は,個別
勧奨を行っていない
が,定員の80%以上の
受診率で実施でき
た。受診率の向上や
勧奨方法の検討を考
慮していく。

b 乳幼児健診では，病
気・障害・保護者の
育児不安について適
宜相談を受けること
や，健診後のフォ
ローにつなげること
ができた。妊婦歯科
健診でゆりかご面接
を積極的に行うこと
ができた。周知方法
とを工夫し受診率の
向上を図る。

B

４-① 78

健康教育 両親学級，育児学級，離乳食講
習会（１回食，２・３回食）等
の各教室において，子どもと親
が健康に生活できるよう知識の
普及を図る事業。

両親学級：年10
回実施
こぶたクラス
（多胎児のクラ
ス）：年２回
乳児歯磨きクラ
ス：年12回
離乳食講習会：
年24回

育児中の保護者
が，地域で仲間
を作ることがで
きる。健康，育
児についての知
識・情報を得る
ことができる。

健康推進
課

両親学級：年
10回実施
こぶたクラス
（多胎児のク
ラス）：年２
回
乳児歯磨きク
ラス：年12
回
離乳食講習
会：年24回

育児中の保護者
が，地域で仲間
を作ることがで
きる。健康，育
児についての知
識・情報を得る
ことができる。

両親学級：年
10回595人
育児学級：こ
ぶたクラス年
２回　大人
27人子ども
32人
乳幼児歯磨き
クラス：年
12回　大人
147人子ども
138人
離乳食講習
会：年24回
1,187人

各教室におい
て，子どもと親
が健康に生活で
きるよう知識の
普及が図れた。
また仲間づくり
の目的で親子同
市の交流の時間
を設けた。

a 目標としている回数
の開催がなされた。

a 各教室において健
康・育児についての
知識・情報を得る機
会となっている。ま
た，親子同士の交流
の時間を設けたこと
が，地域での仲間作
りにつながっている
と思慮される。

A

４-① 79

予防接種 BCG，四種混合，三種混合，
二種混合，ポリオ，水痘，麻
疹，風疹，日本脳炎，Hib，肺
炎球菌，子宮頸がん（HPV）
の予防接種を行う事業。医師会
に委託し，個別方式で実施す
る。法改正に伴い予防接種の種
類は変更となる。

接種率：20％～
約100％。高い
方が良いとされ
るが事業評価は
数値化しづら
い。

子どもたちの病
気予防が図られ
ている。

健康推進
課

数値化は難し
い。

乳幼児インフル
エンザに対する
市独自助成の対
象年齢層を拡大
し，より幅広い
接種機会の提供
を実現する。

33,559人 子どものインフ
ルエンザ予防接
種の対象者を小
学校３年生まで
引き上げて実施
した。
また，平成29
年度に導入した
予防接種モバイ
ルサービスの登
録者数を増やす
ことで，煩雑な
接種スケジュー
ルに対する保護
者の不安を軽減
することができ
ている。

b 全体的に接種者数は
微増しており，予防
接種の実施とその勧
奨により子どもの病
気予防に寄与してい
る。子どものインフ
ルエンザ予防接種の
対象者を小学校３年
生まで引き上げて実
施した。

b 30年度実績に記載の
とおり，対象者を拡
大して実施した。
また，平成29年度に
予防接種モバイル
サービスにより，煩
雑な接種スケジュー
ルに対する保護者の
不安を軽減すること
ができている。

B 子どものインフ
ルエンザに対す
る市独自助成の
対象年齢層を拡
大し，より幅広
い接種機会の提
供を実現する。

４-① 80

低出生体重児の
届出・未熟児訪
問

体重が2,500グラム未満の乳児
に対して家庭訪問を実施する事
業。

事業評価は数値
化しづらい。

小さく生まれた
児童が，健やか
に成長していく
ことができる。
また，保護者
が，安心して子
育てできる。

健康推進
課

新生児訪問と
して計上して
おり，未熟児
訪問単独では
計上不可。

病院から
NICU，GCUの
報告の際，地区
担当保健師にて
情報確認し，新
生児訪問の指示
票に記載。退院
後すみやかに新
生児訪問し，地
域資源の情報提
供ができる。

低出生体重児
届：96人
未熟児訪問：
延べ60人

出産病院から
NICU，GCUの
報告の際，地区
担当保健師で情
報を確認し，新
生児訪問の指示
票に記載し，訪
問指導員へ伝
え，地域資源に
係る適切な情報
提供を行った。

b 新生児訪問の中で，
未熟児については，
必要な訪問を実施す
ることができてい
る。

b 医療機関からの報告
について，訪問指導
員による新生児訪問
で情報提供できる体
制のもと実施してい
る。今後も，安心し
て地域で子育てして
けるよう，支援を継
続していく。

B
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結果
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目
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31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。
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31年度目標達成に向けて改善が必要である。

４-① 81

児童・生徒の保
健衛生事務

児童・生徒の保健衛生にかかわ
る事務を行う。

対象者全員に実
施しており，健
診が多岐にわた
るため数値化で
きない。

健診により健康
状況の把握，疾
病の早期発見が
可能となる。
その結果に基づ
き予防，治療が
でき，健康管理
が容易になる。

学務課 全児童・生徒
に学校保健安
全法に規定さ
れている健康
診断を実施す
る。

健診により健康
状況の把握，疾
病の早期発見が
可能となる。
その結果に基づ
き予防，治療が
でき，健康管理
が容易になる。

全児童・生徒
に学校保健安
全法に規定さ
れている健康
診断を実施し
た。

学校保健安全法
に規定されてい
る健康診断（結
核，心臓，腎
臓，脊柱側弯
等）を実施し児
童・生徒の健康
管理に努めた。

a 学校保健安全法に規
定されている健康診
断を全児童・生徒を
対象に実施してい
る。現状課題等はな
い。

a 学校保健安全法に規
定されている健康診
断を全児童・生徒を
対象に実施してい
る。現状課題等はな
い。

A

４-①
15
再掲

子ども家庭支援
センター運営協
議会の開催

市長の諮問により，子ども家庭
支援センターの運営，相談支援
係業務と地域支援係の各所管業
務・運営について，第三者的な
視点で評価を実施し，市長への
答申を提起するもの。これによ
り，市長は，答申を尊重し，課
題改善に努める。

２年間での，答
申内容への課題
解決進捗状況：
100％

答申課題への改
善進捗が進めら
れ，子ども家庭
支援センターの
運営・所管事業
が充実してい
る。

子育て相
談室

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
80％

【相談担当】
虐待防止に関わ
る専門性を高め
るための環境整
備をし，虐待予
防を推進する。
【地域担当】親
子ひろば利用の
市民の声が保健
センターへ届け
られるよう連携
が密に図れるよ
うになってい
る。

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
80％

虐待防止相談の
専門性を高める
ため，保健師の
増員を図った
公募市民，利用
者，子どもに関
する団体，民生
委員，児童相談
所，小中学校保
護者，市内保育
施設等の保護
者，高校の教
員，識見者から
なる運営協議会
にて，子ども家
庭支援センター
実施事業を確認
し，今後の在り
方等について検
討した。
子ども家庭支援
センターの事業
が広範囲にわた
ることから，地
域担当で実施し
ている事業を中
心に，検討する
ことになった。

※参考
子ども家庭支援
センター運営協
議会　４回開
催。

b 第７期運営協議会で
答申のあった内容を
踏まえ，健康推進課
の母子保健の事業と
連携を図り，親子ひ
ろば事業の充実に努
めた。
市内を３地区に分
け，各地区に，子育
て応援パートナーを
配置し，地域の子育
て支援活動団体も含
め，巡回訪問を行
い，利用者からの相
談を受けるととも
に，運営事業者から
の相談を受ける等支
援を行った。

b 利用者支援事業と親
子ひろば，母子保健
がともに連携しなが
ら，子育て家庭の支
援が行える相談体制
が構築されている。

B 運営協議会第７
期答申内容の課
題解決進捗状
況：100％

市民ニーズに応
じた子ども家庭
支援センターの
在り方等につい
て，答申を受
け，市における
子育て支援施策
の充実を図る。
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４-②
76
再掲

健康に関する各
種相談事業

妊産婦や育児中の保護者に対
し，保健師など専門職が訪問・
面接等で行う相談。

出生通知書受理
100％，訪問率
100％を目指
す。

出生後120日以
内に全家庭を訪
問し，必要な支
援が受けられ
る。育児や親子
の健康に関する
知識の普及を図
り，健康保持・
増進に努める。
地域の身近な相
談場所で相談で
き，育児不安の
軽減ができる。

健康推進
課

出生通知書受
理100％，訪
問率100％を
目指す。

ゆりかご面接
（平成29年7
月～）で妊娠期
からの切れ目の
ない支援を行
う。
出生後は120
日以内に全家庭
を訪問し，必要
な支援が受けら
れる。育児や親
子の健康に関す
る知識の普及を
図り，健康保
持・増進に努め
る。地域の身近
な相談場所で相
談でき，育児不
安の軽減ができ
る。

出生数959
名，転入者の新
生児対象者数
46名，里帰り
対象者23名，
出生通知書受理
983件（里帰
り含む。）。出
生通知受理率
96%。新生児
訪問（こんにち
は赤ちゃん訪
問）988件実
施率96％。
母子保健の面接
847件・訪問
278件・電話
1002件・栄養
相談面接13
件・電話50
件・文書1件等
による個別相
談。
ゆりかご面接と
して779件実
施，妊娠届
995件に対し
実施率は
78％。

出生後120日
以内に乳児のい
る家庭に対して
訪問し，子ども
の発育発達の確
認，及び産婦の
育児不安の解消
に努めた。また
継続して支援が
必要な対象には
専門職が継続し
て支援を行っ
た。
ゆりかご面接で
は，妊娠期から
専門職がかかわ
ることで，出
産・子育てに関
する不安を軽減
するとともに，
各家庭に応じた
支援を行った。

b 新生児訪問は年度報
告数，転入，転居，
里帰り等の理由で対
象者の分母の統一が
難しいが，おおむね
訪問できている。
120日以内に訪問で
きなかった家庭に対
しては，３，４箇月
健診で発育や育児状
況の確認を行った。
今後，ゆりかご面接
の実施率の向上が課
題となっている。母
子健康手帳の交付場
所が5か所であり，利
用しやすい面接機会
の設定やPR方法等工
夫が必要である。

b 訪問や面接時に，妊
婦や家族，子どもの
健康に関する知識の
普及を図り，支援が
必要な対象者に対し
ては継続して支援を
している。
個別相談では，育児
や親子の健康保持増
進につながるよう，
また育児不安の軽減
になるよう努めてい
る。

B 出生通知書受
100％，訪問率
100％を目指
す。
ゆりかご面接は
100％目指す。

妊娠期より切れ
目のない支援を
行う。ゆりかご
面接に関して
は，産後実施し
ているアンケー
ト中の「面接に
満足している」
の割合が100％
を目指す。
出産後は120日
以内に全家庭を
訪問し，必要な
支援が受けられ
る。育児や健康
に関する知識の
普及を図り，健
康保持・。増進
に努める。地域
の身近な場所で
相談でき，育児
不安が軽減でき
る。
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４-② 82

各種栄養関連事
業（離乳食講習
会・両親学級・
食育講座など）

各種栄養関連事業を食育事業に
位置づけ，食育の推進を図る事
業。

離乳食講習会：
年24回両親学級
わくわくクラ
ス：年４回以上
栄養講座：年２
回以上
食育講座：年３
回以上

妊婦・乳幼児・
保護者の健康の
保持・増進を図
る。参加者が今
後の食生活や子
育てなど自信が
持てるきっかけ
や方法を学ぶ。

健康推進
課

離乳食講習
会：年24回
両親学級わく
わくクラス：
年４回以上
栄養講座：年
３回以上
食育講座：年
３回以上の継
続

参加しやすい日
時，対象者に
合った実施方法
や内容・周知方
法について検討
しながら行う。

離乳食講習
会：年24回
1,187人　両
親学級わくわ
くクラス：年
４回212人
栄養講座：年
5回77人
食育講座：年
３回78人

離乳食講習会で
は，グループ
ワークの人数を
減らし参加者が
理解しやすくな
るよう工夫し
た。栄養講座・
食育講座では，
働き盛りや子育
て世代が参加し
やすいよう託児
付きで実施し
た。

a 目標としている回数
の開催がなされた。

a 離乳食講習会では，
知識の普及のみなら
ずグループワークを
行うことで他の児の
様子も見ることがで
き，子育ての参考に
なっている。その他
の講座については，
今後の食生活を楽し
く無理なく改善でき
るよう内容を工夫し
ている。
参加できない方へ
は，個別相談や，講
座テキストを市HPに
掲載し情報提供を
行っている。

A

４-② 83

個別栄養相談 管理栄養士による個別相談を実
施する事業。

年10回実施 参加者の健康の
保持・増進につ
ながり，食事・
栄養の疑問・悩
みが解消でき
る。

健康推進
課

年12回 市民の疑問解決
の場として位置
付けてもらえる
よう講座や健診
等様々な機会を
活用して，全世
代へ周知し，さ
らに相談内容の
充実を努める。

年12回28人
（うち妊婦1
人含む）

毎月実施のた
め，相談日程の
選択肢が増え，
希望月に相談が
きた。継続の場
合もある程度の
期間を経ての希
望月に相談がで
きている。

b 毎月実施はできた
が，相談人数が減少
した。当日キャンセ
ルもあったが申し込
み枠が空いていたと
ころもあり，周知方
法の工夫が必要であ
る。

b 参加者の健康の保
持・増進目的に，食
生活における疑問の
解決の機会にできる
よう内容の充実に努
める。

B

４-② 84

国分寺市栄養士
連絡会

保育園・学務課・小学校・健康
推進課の栄養士による食教育の
推進及び保健栄養等に関する連
絡・調整を行う。

年２回実施 関係機関との連
携を図り，継続
的な食育活動を
推進する。

健康推進
課

年2回 関係機関との情
報交換を行い，
連携して食育活
動を推進してい
く。

年２回（5・
2月実施）

関係機関との情
報交換ができて
おり，連携が深
まっている。

a 例年通り，年２回実
施できた。

b 関係機関と連携を図
り情報共有ができて
いる。

A

４-③ 85

中高生を対象と
した，たがいの
性を理解し尊重
するための啓発
事業

児童館利用の中高生，学童保育
所で受け入れている中学生障害
児が男女たがいの性を理解し尊
重するための機会の提供をす
る。

行事等の機会を
捉え，実施

中高生が男女た
がいの性を理解
し尊重して，接
している。

子ども子
育て事業
課

各館において
１回以上行事
設定（全館計
６回以上実
施）する。

中高生も参加し
やすい時期に行
事設定する。

行事設定した
回数：9回

中高生も参加し
やすい時期を考
慮し，館内宿泊
行事を設定し
た。
実施した９回の
うち５回に中高
生が参加し，同
じ空間で過ごす
ことにより，自
然に気遣いがで
きていた。

b 最大で全館計12回の
うち９回について，
中高生も参加しやす
い時期に行事設定し
たため，概ね目的は
達成することができ
た。

b 中高生も参加しやす
い時期を考慮し，館
内宿泊行事を設定
し，9回実施のうち5
回に中高生が参加
し，同じ空間で過ご
す時のマナーについ
て，自然な形で意識
していた。
概ね目的は達成する
ことができた。

B 全館で10回

４-③ 86

性の尊重やリプ
ロダクティブ・
ヘルス/ライツ
の意識の普及

男女平等推進センター主催事業
等で，性の尊重や性と生殖に関
する自己決定権についての講座
等を開催し，認識を広げる事
業。

毎年又は隔年で
１回の講座実施

性の尊重や生殖
に関する自己決
定権について定
期的に情報提供
や啓発する講座
を開催している
状態。

人権平和
課

講座1回 性の尊重や生殖
に関する自己決
定権について情
報提供や啓発を
する。

講座2回（児
童館職員対象
の思春期講座
１回，市民対
象のＬＧＢＴ
講座1回）

各講座におい
て，からだの性
やこころの性に
ついて学ぶ機会
を提供すること
ができた。

a 30年度取組目標数を
上回ることができた
ため。

a アンケート結果で
は，講座の内容を高
く評価する参加者が9
割を超えており，知
らなかったことを知
ることができた，学
んだことを実践した
いという意見も寄せ
られたことから，啓
発の効果があったと
捉える。

A
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４-③ 87

教育相談の充実 幼児から青少年までの様々な悩
みや課題に対し，個別に相談に
応じ，子ども・保護者の心理的
な課題の解決を支援する事業。

延べ相談件数：
4,000件

継続的な相談に
より，子ども・
保護者への心理
的支援をするこ
とができてい
る。

学校指導
課

延べ相談件
数：
4,000件

スクールカウン
セラーによる継
続的な相談によ
り，子どもや保
護者の心理的な
変容を把握でき
るようにする。
必要に応じて，
教育相談室や適
応指導教室，ス
クールソーシャ
ルワーカーとの
連携を図る。

延べ相談件
数：
5,115件

継続的な相談に
より，子ども・
保護者への心理
的支援を行っ
た。

a スクールカウンセ
ラーによる相談が全
校で述べ4,594件
あった。また，これ
とは別に教育相談室
における教育相談
が，442件実施され
た。さらに，適応指
導教室における電話
相談では，79件の相
談があった。

a 必要に応じて教育相
談室との連携を図り
ながら，継続的な相
談を実施し，子ども
や保護者の心理的な
変容を把握できるよ
うにした。

A

４-④ 88

休日診療事務事
業

日曜・祝日・年末年始の昼間及
び準夜に外来急病患者に対する
診療を行う事業。医師会・歯科
医師会に委託し，市内医療機関
での輪番方式で実施する。

事業評価は数値
化しづらい。

必要としている
市民が受診でき
ている。

健康推進
課

事業評価は数
値化しづら
い。

必要としている
市民が受診でき
ている。

年間医科:
休日3,873
人・準夜312
人
歯科:休日
265人・準夜
56人
薬科:休日
3,426人

平成30年６月
から医科の診療
時間が変更と
なったが，医
科，歯科，薬科
の連携のとれた
事業を実施する
ことができ，必
要とする市民が
受信することが
できている。

b 量的実績値から，必
要としている市民が
必要なときに医療機
関を受診できている
と思慮される。

b 予測できない疾病・
怪我に対し適切に対
応し，市民の医療へ
の不安を解消するこ
とができている。
市民が安心して生活
できる医療環境確保
のため，休日・夜間
等の救急医療体制は
不可欠であり，今後
も継続していく必要
がある。

B

４-④ 89

歯科医療連携 かかりつけ歯科医を探すことが
困難な，障害者・在宅要介護者
等が身近な地域で適切な歯科医
療を受けられるよう，障害者等
歯科相談窓口で歯科衛生士が相
談を受け，歯科医師会コーディ
ネーターと連携して対応する事
業。

事業評価は数値
化しづらい。

必要としている
市民が受診でき
ている。

健康推進
課

ニーズに応じ
て対応する事
業の為量的目
標の設定は難
しい。
周知の継続や
方法の検討。

ニーズに応じた
相談や，個々の
身体的状況等に
対応できる歯科
医療機関の紹介
情報提供・情報
共有等を継続
し，関係機関と
の連携を強化す
る。

障がい者等歯
科相談及び連
絡調整件数：
133件

(再掲)
歯科医師訪
問；4件
歯科衛生士訪
問；2件

要医療の市民
に,その状態に
応じた歯科医院
の紹介を行っ
た。
障害児への個別
相談の実施し
た。

b ニーズに応じて相談
を行うもので,評価の
数値化は難しいが，
量的実績から必要な
方へ支援することが
できていると思慮さ
れる。
対象者がスムーズに
相談できる窓口とな
るよう事業の周知方
法等を工夫する。

b 歯科医師会と協力し,
対象者の状態や要望
に応じた担当医の紹
介及び支援を行うこ
とができた。
障害児を持つ保護者
への支援を行うこと
ができた。
ニーズに対応した質
の高い相談の実施と
継続する。

B

４-④ 90

小児救急医療 地域での小児初期救急医療体制
の構築・実現に向け関係機関等
と検討・調整を行う。

実施 小児医療が充実
していることで
安心して子育て
ができる。

健康推進
課

近隣に小児総
合医療セン
ターがあり，
市内にも夜間
診療を行う小
児科がある。
救急医療体制
として小児科
を含めた休日
診療事業の実
施内容につい
て，引き続き
地区医師会と
協議してい
く。

安心して子育て
ができる環境を
整えるため，小
児医療情報の発
信ツールとして
開始したモバイ
ルサービスを充
実させていく。

未実施 未実施 e 近隣に小児総合医療
センターがあり，市
内にも夜間診療を行
う小児科があること
から，地域での小児
初期救急医療体制の
構築に向けた検討・
調整は実施していな
い。

d 地域での小児初期救
急医療体制の構築に
向けた検討・調整は
実施していないが，
小児医療情報の発信
ツールとして，平成
29年度導入したモバ
イルサービスの登録
者数を増やすこと
で，安心して子育て
ができる環境を整備
している。

D D
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５-① 91

父親参加型育児
の啓発事業

各事業への父親参加が可能なよ
うに，設定の工夫を検討実施す
る。

父親参加可能な
事業数：20事業
父親の参加数：
100人（１事業
５人×20事業）

父親の参加可能
な事業が展開さ
れ，母親だけで
はなく，父親も
育児に参加で
き，その参加実
態が増えてい
る。

子育て相
談室

実施回数
①つくしんぼ
10事業120
人：入園式・
保護者交流
会・父親参観
講演会・親子
療育・父子園
内宿泊訓練・
合同防災訓練
８人・戸外訓
練・子ども
会・親子行
事・卒園式

②子ども家庭
支援センター
４事業　延べ
70人

①つくしんぼ
父親の参加可能
な事業が展開さ
れ，母親だけで
はなく，父親も
育児に参加でき
るよう，行事を
行い，育児への
参加の啓発を
行っていく。

②子ども家庭支
援センター
さらなる認知と
理解を導けるよ
う広報を行い，
いつもの親子ひ
ろばに父子で気
軽に寄って利用
できる場になっ
ている。

①つくしんぼ
10事業125
人：入園式9
人・保護者交
流会13人・父
親参観講演会
23人・夏季療
育10人・父子
園内宿泊訓練
14人・合同防
災訓練6人・
子ども会15
人・戸外訓練
6人・親子行
事14人・卒園
式15人

②子ども家庭
支援センター
３事業（プレ
ママ・プレパ
パセミナー，
パパトーキン
グ，パパと子
どもの遊びの
会）計４０人
参加
※参考※
親子ひろば父
親（プレパパ
含む）利用数
29年度873
人→30年度
1,075人

①つくしんぼ
父親の参加可能
な事業が展開さ
れ，母親だけで
はなく，父親も
育児に参加でき
るよう，行事を
行い，育児への
参加の啓発を
行った。

②子ども家庭支
援センター
子育てへ父親が
関心をもち，参
加してもらえる
ようパパ向けの
講座等を実施し
た。
また，父親と子
どもが親子ひろ
ばに立ち寄って
もらえるよう保
育展示会などの
機会をとらえ，
親子ひろばのパ
パ向けイベント
を紹介した。

b ①つくしんぼ
平成31年度の総人数
の目標値を超えるこ
とができた。今後
も，引き続き父親参
加型育児を啓発して
いく。

②子ども家庭支援セ
ンター
子育てへ父親が関心
をもち，参加しても
らえるようパパ向け
の講座等を実施し
た。

a ①つくしんぼ
父親の参加可能な事
業が展開され，母親
だけではなく，父親
も育児に参加できる
よう，行事を行い，
育児への参加の啓発
を行った。

②子ども家庭支援セ
ンター
講座の周知のみなら
ず，子育てをするす
べての保護者の居場
所となる親子ひろば
の周知を，乳幼児健
診，保育展示会など
の機会を通して行
い，親子ひろばの父
親利用が増加してい
る。

A ①つくしんぼ
10事業120人：
入園式・保護者
交流会・父親参
観講演会・親子
療育・父子園内
宿泊訓練・合同
防災訓練・戸外
訓練・子ども
会・親子行事・
卒園式

②子ども家庭支
援センター４事
業　延べ70人

父親の参加可能
な事業が展開さ
れ，母親だけで
はなく，父親も
育児に参加で
き，その参加実
態が増えてい
る。

５-① 92

雇用における男
女平等に関する
講座等の開催

男女平等推進センター主催事業
として仕事と生活の両立支援に
関する講座を開催する事業。

毎年又は隔年で
１回の講座実
施。

男女平等推進セ
ンター主催事業
として仕事と生
活の両立支援に
関する講座を定
期的に開催でき
ている状態。

人権平和
課

女性の就業支
援事業を実
施。（講座３
回就業体験２
回）

結婚，出産，介
護等を機に離職
した女性が再就
職へ行動を起こ
すことができる
ようにする。

女性の就業支
援事業を実
施。（講座３
回就業体験２
回）

29年度までは
主に子育て中の
女性を対象とし
ていたが，対象
を再就職を希望
する女性全般に
拡大したこと
で，幅広い年齢
層からの参加が
あった。また，
再就職につな
がった参加者も
おり，有効な支
援を行うことが
できた。

b 30年度取組目標のと
おり実施したため。

b アンケート結果では
内容を高く評価され
おり，再就職につな
がった参加者もいた
ことから，有効な支
援を実施できたと捉
えている。
しかしながら，例年
参加者数が伸び悩ん
でいるため，周知を
強化し参加者増に取
組むことが課題であ
る。

B 女性の就業支援
事業を実施。
（講座３回）

５-① 93

特定事業主行動
計画の推進及び
啓発

平成21年度中に進捗状況を確
認し課題について見直しを行っ
た特定事業主行動計画の啓発を
行い，働きやすい職場環境の整
備を進める事業。

出産介護休暇に
ついては，特定
事業主行動計画
で取得率100%
の目標を掲げて
いる。育児参加
休暇について
も，対象者すべ
てが取得するこ
とが望ましい。
男性の育児休業
は，特定事業主
行動計画で取得
率10%を目標と
している。

職員が制度につ
いて十分に理解
するなど日常の
環境が整備さ
れ，働き易い職
場になってい
る。

職員課 ・出産介護休
暇取得率
100%
・育児参加休
暇取得率
100％
・男性育児休
業取得率
10％

職員向けに休暇
制度の周知を年
２回程度行い，
職員及び所属長
の制度への理解
を深め，職場環
境の改善を進め
る。

・出産介護休
暇取得率
83.3％
・育児参加休
暇取得率
75％
・男性育児休
業取得率
50％

平成30年10月
に「育児・介
護・特別活動に
関する休暇制度
について」改訂
版を庁内イント
ラネット掲示板
にて案内し，休
暇制度の周知を
図った。
また，子が産ま
れた男性職員に
直接育児休業取
得の勧奨を行っ
た。

c ・出産介護休暇及び
育児参加休暇につい
ては目標を達成する
ことができなかった
が，男性育児休業取
得率については目標
を達成することがで
きたため。

a 休暇制度の改訂版を
庁内イントラネット
掲示板にて案内し周
知を図ったことと，
子が産まれた男性職
員に直接育児休業取
得の勧奨し，男性の
育児休業取得率が目
標を大きく上回った
ため。

B ・出産介護休暇
取得率100%
・育児参加休暇
取得率100％
・男性育児休業
取得率10％

職員向けに休暇
制度の周知を年
２回程度行い，
職員及び所属長
の制度への理解
を深め，職場環
境の改善を進め
る。
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５-① 94

両親学級，プレ
ママプレパパセ
ミナ―

妊娠・出産・育児・保護者の健
康について，専門職による講
義・実習を行い，子供や自らの
健康や育児に関する知識の普及
を図るとともに地域での仲間づ
くりを進める。

両親学級：年10
回実施

地域での仲間づ
くりや健康育児
に関する知識・
情報を得て，安
心して出産・育
児ができる。

健康推進
課

昨年と同様の
内容を実施。
妊婦全数面接
（ゆりかご面
接）と連携
し，出産・育
児への不安の
軽減を図る。

今後もゆりかご
面接や保健師の
個別支援と連動
し，妊婦とその
家族の出産・育
児への不安の軽
減を図る。

両親学級：年
10回595人

プレママプレ
パパセミ
ナー：
年2回25人

グループワーク
で地域の他の妊
婦とその家族と
顔の見える関係
を築くことで，
地域での仲間づ
くりに繋がり，
出産・育児への
不安の軽減を
図った。
ゆりかご面接や
個別支援から両
親学級を紹介す
ることで予約も
入っている。

a 延べ595人の妊婦と
その家族が両親学級
を受講できた。定員
が720人であるのに
対し，実際の来所は
定員の82.6％であ
る。当日体調不良に
よるキャンセルもあ
るが，より多くの受
講希望者が受講でき
るような工夫を検討
したい。

b アンケートの内容や
参加者の感想から，
市内の他の妊婦さ
ん，パートナーと交
流ができて良かった
との声を聞くことが
できている。

A

５-① 95

児童館での家族
を対象とした
土・日曜日の事
業実施

平日に児童館施設を利用できな
い，家族・父親などが一緒に参
加できるような事業を企画す
る。

土・日曜日の行
事実施数
：18回

平日に児童館を
利用できない家
族が，児童館で
いきいきと過ご
している。

子ども子
育て事業
課

土・日曜日の
行事実施数：
30回

土日曜日に遠足
や児童館まつり
を企画し，平日
に児童館を利用
できない家族
が，参加でき
る。

土・日曜日の
行事実施数：
40回

土日曜日に遠足
や児童館まつり
を企画し，平日
に児童館を利用
できない家族が
そろって行事参
加していた。

a 30年度取組目標を大
きく上回って達成し
た。

b 遠足や児童館祭の実
施日について働いて
いる世代への配慮を
行ったころ，平日に
児童館を利用できな
い家族がそろって行
事参加していたこと
から，30年度取組目
標を達成している。

A

５-① 96

子育てへの男女
共同参画に関す
る啓発

仕事と家庭との調和の意識作り
への情報提供や講座開催。

毎年又は隔年で
１回の講座実施

仕事と家庭との
調和の意識作り
への情報提供が
なされ，定期的
に講座が開催さ
れている状態。

人権平和
課

講座１回 男女がともに家
事・育児を担う
意識を醸成す
る。

講座１回 父子を対象とし
た料理講座を開
催し，定員に達
する参加があっ
た。父子が共に
調理に取り組む
ことで，性別に
かかわらず家
事・育児を担う
意識を醸成する
ことができた。

b 30年度取組目標のと
おり実施したため。

a アンケート結果で
は，講座の内容を高
く評価する参加者が9
割を超えており，子
どもとの料理の機会
を増やそうと思っ
た，次回も参加した
いという意見も寄せ
られたことから，意
識醸成の効果があっ
たと捉える。

A

５-② 97

ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業

育児の援助をしたい市民（援助
会員）と育児の援助を受けたい
市民（利用会員）が育児の相互
援助活動を行う会員登録制の組
織事業。
育児利用時間に応じた謝礼金を
利用会員が援助会員に支払う。

援助会員数：
450人
利用会員数：
550人
両方会員数：20
人

利用したい会員
へのニーズと，
援助してくれる
会員数のバラン
スが良く取れて
おり，働き・支
援したいといっ
た声にも十分に
応えられる，市
民互助の実施が
なされている。

子ども子
育てサー
ビス課

利用会員につ
いては今後も
３～4か月児
健診等での登
録説明会を継
続していき，
市報等広報を
強化すること
で，丁寧な周
知を行う。

課題となってい
る会員数のバラ
ンスを改善する
ため，援助会員
の募集ついては
高齢者施策にお
ける社会参加関
係事業と広報等
で連携を図るこ
とで，登録者を
増加させる。ま
た，援助会員講
習会を受講しや
すいよう開催場
所や登録要件等
の見直しを継続
的に検討してい
く。

援助会員数：
242人
利用会員数：
1,454人
両方会員数：
16人

会員数のバラン
スの改善には結
びつかなかった
が，活動実人数
では依然充足さ
れているため,
昨年同様円滑に
援助活動に繋げ
ることができ
た。

b 利用会員の堅調な増
加により総会員数は
増加となった。しか
し援助会員は微増に
留まり，会員数のバ
ランスが依然課題で
はあるが，現状援助
は充足されているた
め，活動面でのバラ
ンスは取れており，
事業の充実を一定図
れたと考えられるた
め。

c 利用会員については
いざという時に円滑
に依頼できるよう，
具体的な依頼予定が
なくとも会員登録し
ておくことを勧めて
いるため，会員増に
比して利用者は限定
的であり，現状援助
は充足されている。
活動面では現在はバ
ランスが取れている
が，より安定的に事
業実施していくため
に，援助会員数の増
加,会員数のバランス
を改善することが必
要であるため。

B 援助会員数：
450人
利用会員数：
550人
両方会員数：20
人

利用したい会員へ
のニーズと，援助
してくれる会員数
のバランスが良く
取れており，働
き・支援したいと
いった声にも十分
に応えられる，市
民互助の実施がな
されている。な
お，平成31年度は
子育て相談室が主
管課となり，他の
育児支援事業と一
体的に実施するこ
とで市民の更なる
利便性の向上を
図っていく。ま
た，親子ひろば事
業と連携を図り，
両方会員を増加さ
せる。
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６-①
6

再掲

子ども総合相談
窓口の設置

子ども家庭支援センターを総合
相談窓口として，子育て・子育
ちに関する各種相談の窓口を運
営する事業。開館時間を火曜日
～土曜日を，月曜日～土曜日に
する方向で検討する。

相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件
（妊娠期の相
談：30件，子ど
も自身の相談：
50件，虐待通
告：150件，い
じめ相談：30
件）

妊娠期や，子ど
もに関する相談
に関しては，総
合相談窓口で受
け入れているこ
とが周知され
て，相談がしや
すく，解決しや
すい状況となっ
ている。また，
ワンストップの
相談体制が構築
されている。

子育て相
談室

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全件
10,000件

多岐に亘り，か
つ困難度の高い
相談に対して，
的確な支援を実
施するために，
係内のスキル
アップに努め
る。また，庁内
関係部署との連
携強化に努め
る。

相談受け入れ
対応件数：全
14,364件

職員の各種研修
への参加や，会
議にスーパーバ
イザーを招くこ
とで，係内のス
キルアップに努
めた。また，研
修の共有も図
り，全体のボト
ムアップにも努
めた。庁内関係
部署に対して
は，研修会の開
催や講師を派遣
することで，総
合相談窓口業務
の周知が図ら
れ，連携を深め
ることができ
た。

a 相談件数が目標を上
回った。

b 係内のスキルアップ
は研修参加などで図
れた。また，庁内関
係部署に対して，研
修会開催や講師派遣
を通じて，総合相談
窓口業務の周知が図
られ，連携の強化に
つながった。

A 相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件

妊娠期や，子ど
もに関する相談
に関しては，総
合相談窓口で受
け入れているこ
とが周知され
て，相談がしや
すく，解決しや
すい状況となっ
ている。

６-①
8

再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

延べ利用者数
計：40,000
名
（妊娠期の方
の延べ利用者
数：80名
父親の延べ利
用者数：500
名，相談件数
計：5,000
件）

主に０～３歳と
その保護者，妊
娠期の方が，安
心して集える場
で，育児相談も
でき，友達関係
も作れるような
親子ひろばに
なっている。

延べ利用者数
（子ども+大
人）：
53,058名

妊娠期の方の
延べ利用者
数：58名

父親の延べ利
用者数：
1,058名

相談述べ件
数：3,290件

子育てをする保
護者の子育てに
対する不安を解
消でき，安心し
て子どもを遊ば
せ，交流できる
場として機能し
ている。

a バギーで行ける場所
に親子ひろばを設置
するという計画のも
と，主に0歳～３歳児
がいる保護者や妊娠
期の方が，安心して
集える場として，親
子ひろばを市内11か
所に設置し，運営を
行っている。母子保
健の乳幼児全戸訪問
や乳幼児健診で，親
子ひろばの周知を行
うことで，利用者が
増加している。

a 30年度の質的実績
は，31年度目標達成
に寄与していると思
慮される。
なお，毎年，実施し
ている利用者アン
ケート結果を踏ま
え，利用者のニーズ
に応じた運営ができ
るよう，すべての親
子ひろばにおいて運
営内容の振り返りを
行っている。

A 利用者延べ数
計：55,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：
1,000名，相談
件数計：5,800
件）

妊娠期の方も利
用しやすい環境
となっており，
利用が増えてい
る。要支援・要
保護とならない
健康群が増え，
虐待等の発生が
減少している。
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施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

６-①
76
再掲

健康に関する各
種相談事業

妊産婦や育児中の保護者に対
し，保健師など専門職が訪問・
面接等で行う相談。

出生通知書受理
100％，訪問率
100％を目指
す。

出生後120日以
内に全家庭を訪
問し，必要な支
援が受けられ
る。育児や親子
の健康に関する
知識の普及を図
り，健康保持・
増進に努める。
地域の身近な相
談場所で相談で
き，育児不安の
軽減ができる。

健康推進
課

出生通知書受
理100％，訪
問率100％を
目指す。

ゆりかご面接
（平成29年7
月～）で妊娠期
からの切れ目の
ない支援を行
う。
出生後は120
日以内に全家庭
を訪問し，必要
な支援が受けら
れる。育児や親
子の健康に関す
る知識の普及を
図り，健康保
持・増進に努め
る。地域の身近
な相談場所で相
談でき，育児不
安の軽減ができ
る。

出生数959
名，転入者の新
生児対象者数
46名，里帰り
対象者23名，
出生通知書受理
983件（里帰
り含む。）。出
生通知受理率
96%。新生児
訪問（こんにち
は赤ちゃん訪
問）988件実
施率96％。
母子保健の面接
847件・訪問
278件・電話
1002件・栄養
相談面接13
件・電話50
件・文書1件等
による個別相
談。
ゆりかご面接と
して779件実
施，妊娠届
995件に対し
実施率は
78％。

出生後120日
以内に乳児のい
る家庭に対して
訪問し，子ども
の発育発達の確
認，及び産婦の
育児不安の解消
に努めた。また
継続して支援が
必要な対象には
専門職が継続し
て支援を行っ
た。
ゆりかご面接で
は，妊娠期から
専門職がかかわ
ることで，出
産・子育てに関
する不安を軽減
するとともに，
各家庭に応じた
支援を行った。

b 新生児訪問は年度報
告数，転入，転居，
里帰り等の理由で対
象者の分母の統一が
難しいが，おおむね
訪問できている。
120日以内に訪問で
きなかった家庭に対
しては，３，４箇月
健診で発育や育児状
況の確認を行った。
今後，ゆりかご面接
の実施率の向上が課
題となっている。母
子健康手帳の交付場
所が5か所であり，利
用しやすい面接機会
の設定やPR方法等工
夫が必要である。

b 訪問や面接時に，妊
婦や家族，子どもの
健康に関する知識の
普及を図り，支援が
必要な対象者に対し
ては継続して支援を
している。
個別相談では，育児
や親子の健康保持増
進につながるよう，
また育児不安の軽減
になるよう努めてい
る。

B 出生通知書受
100％，訪問率
100％を目指
す。
ゆりかご面接は
100％目指す。

妊娠期より切れ
目のない支援を
行う。ゆりかご
面接に関して
は，産後実施し
ているアンケー
ト中の「面接に
満足している」
の割合が100％
を目指す。
出産後は120日
以内に全家庭を
訪問し，必要な
支援が受けられ
る。育児や健康
に関する知識の
普及を図り，健
康保持・。増進
に努める。地域
の身近な場所で
相談でき，育児
不安が軽減でき
る。

６-①
15
再掲

子ども家庭支援
センター運営協
議会の開催

市長の諮問により，子ども家庭
支援センターの運営，相談支援
係業務と地域支援係の各所管業
務・運営について，第三者的な
視点で評価を実施し，市長への
答申を提起するもの。これによ
り，市長は，答申を尊重し，課
題改善に努める。

２年間での，答
申内容への課題
解決進捗状況：
100％

答申課題への改
善進捗が進めら
れ，子ども家庭
支援センターの
運営・所管事業
が充実してい
る。

子育て相
談室

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
80％

【相談担当】
虐待防止に関わ
る専門性を高め
るための環境整
備をし，虐待予
防を推進する。

【地域担当】子
ども・子育て支
援コーディネー
ター，子育て応
援パートナーが
親子ひろばをは
じめ，市内の子
育て支援活動団
体を巡回し，顔
が見える関係と
なり連携強化で
きている。

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
80％

虐待防止相談の
専門性を高める
ため，保健師の
増員を図った
公募市民，利用
者，子どもに関
する団体，民生
委員，児童相談
所，小中学校保
護者，市内保育
施設等の保護
者，高校の教
員，識見者から
なる運営協議会
にて，子ども家
庭支援センター
実施事業を確認
し，今後の在り
方等について検
討した。
子ども家庭支援
センターの事業
が広範囲にわた
ることから，地
域担当で実施し
ている事業を中
心に，検討する
ことになった。

※参考
子ども家庭支援
センター運営協
議会　４回開
催。

b 第７期運営協議会で
答申のあった内容を
踏まえ。市民に向け
子ども家庭支援セン
ターの周知を図っ
た。また，利用者支
援事業（基本型）子
育て応援パートナー
が月１回以上，親子
ひろばを巡回し，相
談を受けるととも
に，運営支援を行っ
た。

b 市民ニーズに応じた
子ども家庭支援セン
ターの運営ができる
よう子ども家庭支援
センター運営協議会
にあり方等の検討を
諮問した。
それを受け，子ども
家庭支援センター地
域担当の事業の実施
状況を確認するとと
もに，利用者や事業
者などの立場にある
委員からの意見を出
し合いながら，検討
を進めた。

B 運営協議会第７
期答申内容の課
題解決進捗状
況：100％

市民ニーズに応
じた子ども家庭
支援センターの
運営が行われて
いる。

６-① 98

児童館での乳幼
児向け事業

児童館が実施する乳幼児とその
保護者向けの各種事業。「親子
で遊ぼう」「親子のわ」「読み
聞かせ」「料理」「音楽会」な
ど。

全館実施事業数
計：550事業

多数の乳幼児親
子が児童館を利
用し，いきいき
と過ごしてい
る。

子ども子
育て事業
課

全館実施事業
数計：500回

乳幼児向け行事
を企画する。

全館実施事業
数計：726回

親子のわ・水遊
び・人形劇・読
み聞かせなど乳
幼児向け行事を
企画した。

a 30年度目標値を大き
く上回って達成し
た。

a 年齢別での行事企画
等乳幼児親子が参加
しやすい内容にし
た。

A 750回
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

６-① 99

子育てガイド
「ホッとおれん
じこくぶんじ」
の作成と普及

子育てに関する様々なサービス
の総合的な案内をするためのガ
イドブックを作成，配布する事
業。

作成回数：３年
に１回

利用者にとって
わかりやすく必
要な情報が掲載
されたガイド
ブックとなって
いる。

子ども若
者計画課

より新しい情
報が掲載され
た子育てガイ
ドを発行す
る。（3,000
部発行予定）

関係機関や団体
の協力を得なが
ら，より良い子
育てガイドとし
ていく。

より新しい情
報が掲載され
た子育てガイ
ドを発行し
た。（3,000
部発行）
また，子育て
情報を掲載し
た別冊版も発
行した
（6,000部発
行）

関係機関や団体
の協力を得なが
ら，最新の制度
上の情報を盛り
込んだ子育てガ
イドを発行し
た。また，新た
な視点から別冊
版を発行した。

a より新しい情報が掲
載された子育てガイ
ドを発行した。
（3,000部発行）
また，子育て情報を
掲載した別冊版も発
行した（6,000部発
行）

a 関係機関や団体の協
力を得ながら，最新
の制度上の情報を盛
り込んだ子育てガイ
ドを発行した。ま
た，新たな視点から
別冊版を発行した。

A より新しい情報
が掲載された子
育てガイドを発
行するととも
に，次年度以降
の発行にむけた
準備を行う。

６-① 100

公民館保育室事
業

・就学前の子どもがいる女性の
学習活動を支えるため，受講中
に保育を行う事業の実施。
・子どもの育ち･発達･生活等に
関する学びの場を提供し，親に
対する啓発事業を実施。

実施事業数：５
事業

・幼い子がいる
女性が学習活動
を通じ，親子と
もに仲間の中で
学ぶ機会を持つ
ことができてい
る。
・子育てをして
いる親が，子ど
もの育ち・発
達・生活等に関
することを学
び，自分自身の
これからの生き
方を見つめる機
会を持つことが
できている。

公民館課 実施事業数：
５事業

全館で「幼い子
のいる親のため
の教室」を実
施。

実施事業数：
５事業

全館で「幼い子
のいる親のため
の教室」を実
施。

b 全館で「幼い子のい
る親のための教室」
を実施できた

b 全館で実施すること
で，地域に偏りなく
学習の機会を提供で
きた。

B

６-① 101

乳幼児母性健康
相談事業

妊産婦・乳幼児とその保護者を
対象とし，子供の身体測定，保
健・母性・栄養・歯科個別相談
を実施する。地域の親子ひろば
での出張ミニ相談会も実施。

乳幼児母性健康
相談：年９回
親子ひろばミニ
相談会：年22回

より身近な場所
で相談を受け，
育児に自身が持
てるようにな
る。

健康推進
課

乳幼児母性健
康相談：9回
実施
親子ひろば：
22回実施

市民がより身近
な場所で専門職
に相談し，不安
を解消しながら
地域で子育てが
できる。

乳幼児母性健
康相談：9回
実施
512人来所。
親子ひろば：
18回実施
135組来所。

市民の身近な場
所で専門職に相
談することがで
き，不安を解消
しながら地域で
子育てをするこ
とにつながっ
た。

b 乳幼児母性健康相談
を年9回，親子ひろば
ミニ相談会を年18回
開催できた。

b 市民が保健センター
や親子ひろばミニ相
談会を利用し，専門
職への相談をするこ
とで不安を解消でき
た。必要なときに地
区の保健師に繋が
り，その後の継続的
な相談につながっ
た。

B 乳幼児母性健康
相談：9回実施

６-①
97
再掲

ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業

育児の援助をしたい市民（援助
会員）と育児の援助を受けたい
市民（利用会員）が育児の相互
援助活動を行う会員登録制の組
織事業。
育児利用時間に応じた謝礼金を
利用会員が援助会員に支払う。

援助会員数：
450人
利用会員数：
550人
両方会員数：20
人

利用したい会員
へのニーズと，
援助してくれる
会員数のバラン
スが良く取れて
おり，働き・支
援したいといっ
た声にも十分に
応えられる，市
民互助の実施が
なされている。

子ども子
育てサー
ビス課

利用会員につ
いては今後も
３～4か月児
健診等での登
録説明会を継
続していき，
市報等広報を
強化すること
で，丁寧な周
知を行う。

課題となってい
る会員数のバラ
ンスを改善する
ため，援助会員
の募集ついては
高齢者施策にお
ける社会参加関
係事業と広報等
で連携を図るこ
とで，登録者を
増加させる。ま
た，援助会員講
習会を受講しや
すいよう開催場
所や登録要件等
の見直しを継続
的に検討してい
く。

援助会員数：
242人
利用会員数：
1,454人
両方会員数：
16人

会員数のバラン
スの改善には結
びつかなかった
が，活動実人数
では依然充足さ
れているため,
昨年同様円滑に
援助活動に繋げ
ることができ
た。

b 利用会員の堅調な増
加により総会員数は
増加となった。しか
し援助会員は微増に
留まり，会員数のバ
ランスが依然課題で
はあるが，現状援助
は充足されているた
め，活動面でのバラ
ンスは取れており，
事業の充実を一定図
れたと考えられるた
め。

c 利用会員については
いざという時に円滑
に依頼できるよう，
具体的な依頼予定が
なくとも会員登録し
ておくことを勧めて
いるため，会員増に
比して利用者は限定
的であり，現状援助
は充足されている。
活動面では現在はバ
ランスが取れている
が，より安定的に事
業実施していくため
に，援助会員数の増
加,会員数のバランス
を改善することが必
要であるため。

B 援助会員数：
450人
利用会員数：
550人
両方会員数：20
人

利用したい会員へ
のニーズと，援助
してくれる会員数
のバランスが良く
取れており，働
き・支援したいと
いった声にも十分
に応えられる，市
民互助の実施がな
されている。な
お，平成31年度は
子育て相談室が主
管課となり，他の
育児支援事業と一
体的に実施するこ
とで市民の更なる
利便性の向上を
図っていく。ま
た，親子ひろば事
業と連携を図り，
両方会員を増加さ
せる。
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

６-① 102

子育て中の親が
学ぶグループの
育成･支援事業

公民館で活動する子育て中の親
のグループに，学習活動のため
のグループ育成支援や保育支援
を行い，親子ともに仲間づくり
に取り組む事業。

活動グループ
数：20団体
グループ活動の
参加者数（就学
前の子と親）：
300人

親子それぞれに
仲間づくりを
し，子どもの育
ちや親の暮らし
のあり方など
を，仲間ととも
に考え合う機会
が持てている。

公民館課 活動グループ
数：20団体
グループ活動
の参加者数
（就学前の子
と親）：300
人

子どもの育ちや
暮らしのあり方
などを考える保
育室活動を実
施。

活動グループ
数：25団体
グループ活動
の参加者数
（就学前の子
と親）：319
人

子どもの育ちや
暮らしのあり方
などを考える保
育室活動を実
施。

a 「幼い子がいる親の
ための教室」を修了
し自主グループに
なった団体を中心
に，活動を行ってい
る。

a テーマはグループそ
れぞれで，自主企画
で市民講座を開催し
ているグループもあ
り，親の自由な学習
と，交流の機会を提
供できた。

A

６-① 103

子育てサークル
の育成及び支援

親子の「わ」の事業やおもちゃ
図書館の事業を通じて，子育て
グループの育ちのきっかけを提
供したり，各自主保育グループ
等への活動場所の提供などの支
援をする事業。

自主グループや
親子の「わ」の
グループなどの
実施を６館で行
う。

多数の乳幼児親
子が児童館を利
用し自主的にい
きいきと活動し
ている。

子ども子
育て事業
課

6館 児童館内での親
子ひろば開催実
施もあり，関係
課と連携し支援
していく。

自主グループ
や親子の
「わ」のグ
ループなどの
実施を６館で
行った。

乳幼児親子が，
企画行事に積極
的に参加してい
た。

b 30年度目標を達成し
た。

c 子育てグループへ育
ちのきっかけを提供
したり，各自主保育
グループ等への活動
場所を提供するなど
の支援をしたが，自
主活動まで発展して
いない。

B

６-① 104

地区連絡協議会
（地域の児童問
題について情報
交換及び協議等
を行う協議会）

児童相談センターにより設置さ
れた協議会で，児童委員が事務
局，市は協力の立場の事務局と
なっている。児童委員，児童相
談所，学校等の関係機関による
協議会。地域の児童問題につい
て情報交換及び協議等を行う事
業。

協議会参加人
数：180人

四者協（児童委
員・児童相談
所・学校・子ど
も家庭支援セン
ターの四者によ
る地区連絡協議
会）で密に情報
交換・協議等が
行われ，十分な
連携が図られて
いる。

地域共生
推進課

協議会参加人
数：180人

四者協（児童委
員・児童相談
所・学校・子ど
も家庭支援セン
ターの四者によ
る地区連絡協議
会）で密に情報
交換・協議等が
行われ，十分な
連携が図られて
いる。

協議会参加人
数：187人

四者協（児童委
員・児童相談
所・学校・子ど
も家庭支援セン
ターの四者によ
る地区連絡協議
会）で昨年に引
き続き「顔の見
える地域づくり
-切れ目のない
支援のために-
」をテーマに密
に情報交換・協
議等が行われ，
十分な連携が図
られた。

a 目標人数を達成。児
童に関連する様々な
関係機関から多数参
加があった。

a 「顔の見える地域づ
くり-切れ目のない支
援のために-」をテー
マに，全体会では，
国分寺市立第八小学
校前校長による講演
「国分寺市の小学生
の今と昔
― 子どもたちの周り
に何が起きているの
か，子どもたちに何
ができるのか ―」，
分散会では各小学校
区に分かれ事例検討
や地域の情報交換を
行った。各関係機関
相互の今後の連携に
もつながる有意義な
会であった。

A

６-① 105

子ども家庭支援
センター地域
ネットワーク事
業

子育てをともに支えあえるまち
をつくるために，市内各親子ひ
ろばの運営拡充と，講習会，イ
ベント，広報活動，情報交流，
ボランティアの参加等を進めて
いく事業。各ひろば事業を展開
する市民活動団体等と市との連
携を強化し，全市課題解決に向
ける。子ども家庭支援センター
を中心とし，各スタッフとセン
ター職員がお互いに顔のみえ
る，相談しやすい環境を作り，
全体の底上げを行う。

各親子ひろば等
巡回数：
延べ100日
市と活動団体等
との連携事業の
企画立案・実施
数（研修会・イ
ベント・啓発活
動等）：２件

子育て・子育ち
に関する，市内
各活動団体等と
子ども家庭支援
センターが十分
につながり，市
内課題解決がで
きて，子育て・
子育ちしやすい
まちとなってい
る。

子育て相
談室

親子ひろば等
巡回数：
延べ650回

市と活動団体
等との連携事
業の企画立
案・実施数
（研修会・イ
ベント・啓発
活動等）：３
件

子ども・子育て
支援コーディ
ネーター，子育
て応援パート
ナーが親子ひろ
ばをはじめ，市
内の子育て支援
活動団体を巡回
するとともに，
研修や地区連絡
会で地域で活動
している者同士
が，顔が見える
関係の集まりを
通して相談しや
すい環境となっ
ている。

親子ひろば等
巡回数：
延べ499回
（巡回先：親
子ひろば
11ヵ所，そ
の他39ヵ
所）

市と活動団体
等との連携事
業の企画立
案・実施数
（研修会・イ
ベント・啓発
活動等）：３
件

利用者支援事業
（基本型）の地
域連携，地域資
源開拓事業とし
て，国分寺子育
て支援団体連絡
協議会と協働
で，国分寺市内
で活動する子育
て支援活動団体
等との情報交換
の場である円卓
会議実施。ま
た，市内を３地
区に分け，地区
連絡会を実施
し，地域団体等
と協力しなが
ら，子育てしや
すいまちの推進
を図った。

※参考
円卓会議　毎月
１回（参加団体
数：平均30団
体）

c 30年度目標値を下
回っているため。

地域の子育て支援活
動を行う団体等のス
タッフのスキルアッ
プを目的として，研
修会を実施した。
また，地域の子育て
支援活動を市民へ周
知するとともに，活
動団体等との情報交
換の場である円卓会
議の周知もかねて，
広報を行った。

a 子育て応援パート
ナーが親子ひろばを
はじめ，市内の子育
て支援活動団体を巡
回した。
利用者支援事業（基
本型）において，子
育て応援パートナー
が中心となり，地域
との情報交換及び交
流を進め，地域の子
育て支援活動をする
団体等との連携に努
めた。

B 子育て・子育ち
に関する，市内
各活動団体等と
子ども家庭支援
センターが十分
につながり，市
内課題解決がで
きて，子育て・
子育ちしやすい
まちとなってい
る。
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　
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B
C
D
E
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評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

６-① 106

保育所地域支援
事業

保育所の行事等に，保育所に入
所していない親子が参加し交流
を行う事業。

全園実施 地域の実情に応
じた事業が展開
されている。

子ども子
育て事業
課

全園実施 地域の実情に応
じた事業が展開
されている。

全園実施 地域の実情に応
じた事業が展開
されていた。

b 開催日を増やした
り、園庭開放の時間
帯を伸ばしたりした
が、利用者数にあま
り変化がなかった。

a 各園で特色のある行
事や講座などに参加
を広げ，また、時間
帯も午後に開催する
など利用しやすくし
て地域の親子との交
流を行っている。

A

６-① 107

職員の地域会議
等への参加

児童館職員・学童保育所職員が
青少年地区育成や教育フォーラ
ム，各シンポジウム・地域子ど
も会や他施設利用者協議会，自
治会会議などへの参加をし，地
域の中での子育ち・子育て支援
の一役を担う。

地域会議等参加
数：240回

児童館・学童保
育所職員が地域
会議へ参加し，
情報を発信し，
地域の子育て支
援に貢献してい
る。

子ども子
育て事業
課

地域会議等参
加数：100回

市民主導にすべ
く運営委員会議
出席等精査し，
目的に則した会
議出席にしてい
く。

地域会議等参
加数：138回

児童館・学童保
育所職員が地域
会議へ参加し，
情報を発信し，
地域の子育て支
援に貢献してい
る。

b 市民主導にすべく運
営委員会議出席等精
査し，目的に則した
会議出席にした。

b 児童館・学童保育所
職員が地域会議へ参
加し，情報を発信
し，関係団体と連携
し，行事に参加し
た。

B 140回 児童館・学童保
育所職員が地域
会議へ参加し，
情報を発信し，
関係団体と連携
し，行事参加し
た。

６-① 108

ホームページ，
ツイッタ―によ
る子育て関連情
報の発信

ホームページやツイッタ―から
子育て・子育ちに関する情報を
タイムリーに発信する。

ホームページ
（「子育て支援
国分寺」のアク
セス数）：
2,200件/月
ツイッタ―：６
件/月

市民が利用しや
すいホームペー
ジ，ツイッタ―
になっている。

子ども子
育て事業
課

ホームページ
（「子育て支
援国分寺」の
アクセス
数）：1,849
件/月ツイッ
タ―：４件/
月

ホームページお
よびツイッター
で情報発信す
る。

ホームページ
（「子育て支
援国分寺」の
アクセス
数）：1995
件/月ツイッ
タ―：４件/
月

ホームページお
よびツイッター
で情報発信し
た。

b ホームページのアク
セス数は増えてい
る。

b 行事情報等ををホー
ムページおよびツ
イッターで情報発信
していることを，利
用者に機会をとらえ
て伝えている。

B ホームページ
（「子育て支援
国分寺」のアク
セス数）：
2,000件/月ツ
イッタ―：４件/
月

６-② 109

保育所定員数の
適正化

待機児童数に合わせ定員を変更
(増加)する事業。

認可保育所の整
備事業と併せた
定員変更。

定員内訳の見直
しによる均衡の
とれた定員設
定。

子ども若
者計画課

定員変更によ
り９名の定員
増を図る。

入所を希望する
者が入所しやす
い状態をつく
る。

定員変更によ
り15名の定
員増を行っ
た。

定員増により，
入所を希望する
者が入所しやす
い状況を作るこ
とができた。

b 30年度に15名の定
員増を行っている
が，定員増を行った
保育施設は，29年度
に10名の定員減をし
ていることから，29
年度と比較すると実
質5名増であるため。

b 定員増により，入所
を希望する者が入所
しやすい状況を作る
ことができたため。

B

６-② 110

認証保育所事業 長時間保育，小規模保育等の多
様な保育スタイルを希望する家
庭に選択肢の一つとして用意す
る事業。

４施設（現状維
持）

質の高い保育の
実施。

子ども子
育て事業
課

４施設（現状
維持）

質の高い保育の
継続実施。

４施設
Ａ型３園（定
員総数：115
人）
Ｂ型１園（定
員総数：15
人）
合計定員130
人

多様な利用者
ニーズに対応で
きる環境を維持
している。

a 目標に向け維持でき
ている。

b 利用回数や長時間保
育等の多様な保育ス
タイルを希望する家
庭に選択肢の一つと
して用意し、利用し
やすい環境を維持で
きている。

A

111

家庭的保育事業 家庭的保育を希望する家庭に選
択肢の一つとして用意する事
業。

４施設（現状維
持）

質の高い保育の
実施。

子ども子
育て事業
課

４施設（現状
維持）

質の高い保育の
実施。

４施設
（現状維持）

家庭的な雰囲気
の中で、きめ細
かい保育を実
施。

a 目標に向け維持でき
ている。

b 子ども達の成長を保
護者・保育者・地域
で見守るという安心
できる環境が維持で
きている。

A

６-② 112

待機児童解消の
ため認可保育所
の増設

子ども子育て支援事業計画に基
づき平成29年度待機児童を解
消する。

平成29年度まで
に待機児童を解
消する整備の実
施。

地域偏在のない
適正な整備の実
施と状況に応じ
た整備数の変
更。

子ども若
者計画課

子ども・子育
て支援事業計
画に基づき，
211名の定員
拡充を図る。

保護者の利便性
の高い地域に保
育所を整備して
いく。

認可保育所２
施設を整備
し，170名の
定員拡充を
行った。

整備した２施設
については，い
ずれも駅に近い
場所であり，利
便性及び待機児
童の地域的偏在
を考慮し整備す
ることができ
た。

c 平成30年度の目標値
を達成することがで
きなかったため。

b 整備した２施設につ
いては，30年度の質
的実績に記載のとお
りであったため。

B
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B
C
D
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評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題
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自己評価
結果
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目
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施策分
野・取組
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31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。
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31年度目標達成に向けて改善が必要である。

６-② 113

保育施設の質の
向上（基幹型保
育所システム）

基幹型保育所同士の相互作用機
能，他機関との連携機能，基幹
型保育所以外の保育施設への助
言支援・コーディネイト等機能
など，基幹型保育所システムを
運用し，保育施設（認可・認可
外）の保育所の質の向上を図
る。

当該年度の基幹
型保育所システ
ム事業計画によ
る事業実施件
数。

質の高い施策の
実施。

子ども若
者計画課

30年度基幹
型保育所シス
テム事業実施
件数
（全21事
業）

前年度の事業内
容を振り返り，
課題やニーズ等
を正確に把握す
ることにより，
市内保育施設の
保育の質が維
持・向上する事
業の実施
また，実施した
内容について，
積極的に情報を
発信し，市民が
その状況を把握
できるよう努め
る。

30年度基幹
型保育所シス
テム事業実施
件数19事
業。
うち緊急事態
に対応するた
めの事業が２
事業あるが実
施事例にまで
至らなかっ
た。

前年度の事業内
容を振り返り，
課題やニーズ等
を正確に把握す
ることにより，
市内保育施設の
保育の質が維
持・向上する事
業の実施
また，実施した
内容について，
積極的に情報を
発信し，市民が
その状況を把握
できるよう努め
た。

b 平成30年度基幹型保
育所システム事業実
施件数19事業。
うち緊急事態に対応
するための事業が２
事業あるが実施事例
にまで至らなかっ
た。

b 前年度の事業内容を
振り返り，課題や
ニーズ等を正確に把
握することにより，
市内保育施設の保育
の質が維持・向上す
る事業の実施，ま
た，実施した内容に
ついて，積極的に情
報を発信し，市民が
その状況を把握でき
るよう努めた。
また，各種事業にお
いて，アンケートを
実施し，各保育園の
横のつながりの強化
の必要性の把握，よ
りニーズにあった効
果な研修の手法につ
いて検討を行った。

B

６-② 114

認可外保育施設
保育料助成事業

認可外保育施設の各施設に入所
している児童の保育料の一部を
月額助成することにより，保護
者の負担軽減を図るとともに，
子育て支援制度の充実を図る。

対象者数：周知
100％

助成者数：助成
100%

子ども子
育て事業
課

対象者数：周
知100％

助成者数：助成
100%

年間延べ周知
者数：1,754
人

助成者数：
1,710人
助成率：助成
97.5％

b 市報・ホームページ
での周知，また、施
設を経由して、申請
書類を保護者に手渡
ししているが、申請
主義による助成のた
め、全員が申請する
に到っていない。

b 市報・ホームページ
での周知，また、施
設を経由して、申請
書類を保護者に手渡
ししているが、申請
主義による助成のた
め、全員が申請する
に到っていないた
め，全員には助成で
きていない。

B

６-③ 115

基幹型保育所同
士の相互連携事
業

運営主体の異なる基幹型保育所
が，人材交流や情報交換等を通
じて，各々の持つノウハウや知
識を共有することで相互連携を
強化する事業。

平成31年度事業
計画による（以
下参考）
保育の相互見
学，園内研修，
国分寺市保育大
会

基幹型保育所が
人材交流や情報
交換を積極的に
行うことで，基
幹型保育所同士
の連携が強化さ
れ，市内教育・
保育施設へのき
め細かい支援が
できる状態にあ
る。

子ども若
者計画課

平成30年度
事業計画に基
づく，基幹型
保育所同士の
相互行事見
学，園内研修
の相互参加，
保育参観の実
施。

基幹型保育所が
人材交流や情報
交換を積極的に
行うことで，基
幹型保育所同士
の連携を強化す
るとともに，各
基幹型保育所内
に，得た情報
や，学んだこと
を共有する機会
を設ける。

平成30年度
は，基幹型保
育所にとどま
らず，全保育
施設に対象を
拡大して，相
互行事見学，
園内研修の相
互参加，保育
参観を実施し
た。
【保育交流参
加園】21園

【保育見学参
加園】８園

基幹型保育所が
人材交流や情報
交換を積極的に
行うことで，基
幹型保育所同士
の連携を強化す
るとともに，各
基幹型保育所内
に，得た情報
や，学んだこと
を共有する機会
を設け，市内保
育施設における
保育の質の向上
を図った。ま
た，基幹型保育
所にとどまら
ず，市内全保育
施設を対象とす
ることで，当該
施設における連
携の強化にもつ
ながった。

a 平成30年度は，基幹
型保育所にとどまら
ず，全保育施設に対
象を拡大して，相互
行事見学，園内研修
の相互参加，保育参
観を実施し，目標以
上の量を達成した。

a 基幹型保育所が人材
交流や情報交換を積
極的に行うことで，
基幹型保育所同士の
連携を強化するとと
もに，各基幹型保育
所内に，得た情報
や，学んだことを共
有する機会を設け，
市内保育施設におけ
る保育の質のつな
がった。また，基幹
型保育所にとどまら
ず，市内全保育施設
を対象とすること
で，当該施設におけ
る連携の強化にもつ
ながった。

A

39 / 62 ページ



国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

６-③ 116

エリア内の保育
所等の相互連携
推進事業

相互連携と外部機関との連携に
より得たノウハウや知識を，各
エリア内の保育所等に還元する
事業。また，エリア内の保育所
等の相互連携を強化・推進する
事業。

平成31年度事業
計画による（以
下参考）
研修実施，保育
士・専門職連絡
会、情報誌発
行，学校訪問，
災害時対応訓練

基幹型保育所が
情報交換や交流
の支援を行うこ
とで，各エリア
の教育・保育施
設等の連携が強
化され，それら
がそれぞれ質の
高い教育・保育
を実践してい
る。

子ども若
者計画課

平成30年度
事業計画によ
る（以下参
考）
研修，各職種
別連絡会（園
長・保育士・
栄養士・看護
師），情報誌
発行，学校訪
問，災害時対
応訓練等の実
施。

各保育施設が近
隣園を見学する
機会を設けるな
ど，各保育施設
が積極的に情報
交換や連携を図
りやすくできる
ように機会を提
供すると共に支
援を行う。

基幹型保育所
主催研修10
回　研修参加
者数587人
各職種別連絡
会（エリア別
園長２回・保
育士３回・栄
養士４回・看
護師５回）開
催
情報誌発行
４回
学校訪問実施
参加者総数
435人
災害時対応訓
練等の実施
　WEB171
３回
　研修実施２
回
　備品・備蓄
内容の確認ほ
か

各保育施設が近
隣園を見学する
機会を設けるな
ど，各保育施設
が積極的に情報
交換や連携を図
りやすくできる
ように機会を提
供するとともに
その支援を行っ
た。

b 事業計画に基づき，
研修，各職種別連絡
会（エリア別園長・
保育士・栄養士・看
護師），情報誌発
行，学校訪問，災害
時対応訓練等を行っ
た。

b 各保育施設が近隣園
を見学する機会を設
けるなど，各保育施
設が積極的に情報交
換や連携を図りやす
くできるように機会
を提供するとともに
その支援を行った。

B

６-③ 117

基幹型保育所と
外部機関等との
相互連携推進事
業

基幹型保育所が，市の子育て支
援・母子保健関係機関や，学術
機関等と連携し，保育に関する
最新情報や専門知識を収集・習
得する事業。

平成31年度事業
計画による（以
下参考）
子ども家庭支援
センターとの連
携，つくしんぼ
との連携，健康
推進課との連
携，小学校との
連携。

基幹型保育所が
各機関と人材交
流や情報交換を
積極的に行うこ
とで，基幹型保
育所が保育所保
育以外の情報や
知識を習得し，
それを市内教
育・保育施設へ
還元できる。

子ども若
者計画課

平成30年度
事業計画によ
る（以下参
考）
子ども家庭支
援センターと
の連携事業，
つくしんぼ・
保育所相互研
修派遣事業，
健康推進課と
の連携事業
（かめちゃ
ん）

基幹型保育所以
外の保育施設に
おいても，他機
関との連携を図
れるよう基幹型
保育所が機会を
提供すると共に
支援を行う。

子ども家庭支
援センターと
の連携事業と
して出前保育
を実施
つくしんぼ・
保育所相互研
修派遣事業と
して，つくし
んぼの見学会
実施　３回・
参加者数48
人
健康推進課と
の連携事業
（かめちゃ
ん）　月１回
実施

基幹型保育所以
外の保育施設に
おいても，他機
関との連携を図
れるよう基幹型
保育所が機会を
提供するととも
にその支援を
行った。

b 事業計画に基づき，
子ども家庭支援セン
ターとの連携事業，
つくしんぼ・保育所
相互研修派遣事業，
健康推進課との連携
事業（かめちゃん）
を実施した。

b 基幹型保育所以外の
保育施設において
も，他機関との連携
を図れるよう基幹型
保育所が機会を提供
した。

B

40 / 62 ページ



国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

６-③ 118

基幹型保育所に
よるその他の事
業

上記に加え，基幹型保育所が，
市の保育の質の維持向上と，安
心・安全な保育所等の運営に資
するために行う事業。

平成31年度事業
計画による（以
下参考）
巡回相談等事
業，指定相談事
業，利用者アン
ケート

市内教育・保育
施設が質の高い
教育・保育を提
供している。

子ども若
者計画課

平成30年度
事業計画によ
る
（以下参考）
心理相談員に
よる巡回相
談・指定相
談，利用者ア
ンケート

巡回相談・指定
相談事業におい
ては，心理相談
員が各保育施設
の課題やニーズ
を的確に把握
し，必要な支援
が行う。
利用者アンケー
ト：各基幹型保
育所の回答結果
について，職員
間では，明らか
になった課題等
について，検
討・取組が進め
られている。

心理相談員に
よる巡回相
談・指定相談
実施
　巡回相談
77回（１施
設当たり年２
回）
　指定相談
14回
利用者アン
ケート　実施

巡回相談・指定
相談事業におい
ては，心理相談
員が各保育施設
の課題やニーズ
を的確に把握
し，必要な支援
が行われた。。
利用者アンケー
ト：各基幹型保
育所の回答結果
について，職員
間では，明らか
になった課題等
について，検討
を行った。

b 事業計画に基づき，
心理相談員による巡
回相談・指定相談，
利用者アンケートを
実施した。

c 巡回相談・指定相談
事業においては，心
理相談員が各保育施
設の課題やニーズを
的確に把握し，必要
な支援が行われた
が，保育施設によっ
ては事業の趣旨の理
解が不十分である例
があった。
利用者アンケート：
各基幹型保育所の回
答結果について，職
員間では，明らかに
なった課題等につい
て，検討したものの
検討の不足，取組の
実施までは至らな
かった。

B

６-④ 119

子ども家庭支援
ショートステイ

保護者が一時的に子どもの養育
が困難になった場合，児童養護
施設などで６泊程度までの一定
期間子どもを入所させ養育を行
う事業。

利用申請数に対
する利用決定数
の比率：100％

利用申請に十分
に応えて，必要
な支援が実施で
きている。レス
パイト機能など
も，一定程度希
望に応えられて
いる。虐待の減
少が見られる。

子育て相
談室

緊急時利用申
請数に対する
利用決定数の
比率：100％

利用条件につい
て緊急時の利用
目的に加え，
ケースワーク上
必要な際の利用
を開始してい
る。家庭と異な
る場所での児童
のアセスメント
ができること
で，より的確な
支援を目指す。

緊急時利用申
請数に対する
利用決定数の
比率：100％

利用人数：2
人
利用日数：6
日

ケースワーク上
の利用も含め，
必要な家庭，希
望する家庭が利
用できている。

b 利用決定数は100％
となっているが，利
用人数に増加はな
い。

b ケースワーク上の利
用など，必要な家庭
が利用することはで
きている。
しかし，子育てガイ
ドやHPなどで広く周
知しているが，希望
人数の増加はない状
況である。更なる周
知方法の検討に必要
がある。

B

６-④ 120

延長保育事業 保育時間の延長を実施する事
業。通常の18時までの保育時
間を20時まで延長して実施す
る施設を拡大する事業。

現状維持 質の高い延長保
育事業の実施。

子ども子
育て事業
課

現状維持 今後も多種多様
な保護者の勤務
形態に向けて調
整していく。

１時間延長：
14園
２時間延長：
21園

質の高い延長保
育事業を実施し
た。

a 新設園分の増加に伴
うものである。

b 保護者の利用形態に
対応するとともに
に，安全な保育環境
の維持ができてい
る。

A

６-④ 121

産休明け保育事
業

０歳児保育で産休明け（生後
56日）から受け入れを行う事
業。実施園を増やす。

全園実施 質の高い産休明
け保育の実施。

子ども子
育て事業
課

全園実施 質の高い産休明
け保育の実施

実施：28園 質の高い産休明
け保育を実施し
た。

c 平成31年度目標に向
けて着実に実施数を
増やすことが出来た
が、目標には至ら
ず。

a 多種多様な保護者の
勤務形態に合った改
善に向けて今後も調
整していく。

B

障害児保育事業 子ども子
育て事業
課

障害児の受入
実施園の増
加。

全ての園で障害
児保育を実施す
るように促して
いく。

受入施設数：
21園

21園のうち，
私立保育所16
園に対して障害
児保育に係る経
費を補助した。

c 障害児の受入人数は
増加し，平成31年度
目標に向けて受入園
数を増やすことが出
来たが、目標には
至っていない。

b 障害児の受入れに係
る経費を補助するこ
とで，職員の加配が
実施され，質の高い
障害児保育が実施さ
れた。

B 障害児の受入施
設数及び人数は
増加した。未実
施の保育所もあ
るため，実施園
を増やしていく
必要がある。

６-④
48
再掲

障害を持つ児童を保育所で保育
する事業。受入人数を増やす。

待機児童解消及
び全園受入れ

質の高い障害児
保育が施される
とともに保護者
の入所手続きの
簡略化が図られ
ている。
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

子ども子
育てサー
ビス課

施設整備がす
すみ，毎年保
育所数が増加
していること
から，新規保
育所にも積極
的に受入れを
してもらうよ
う働きかけて
いく。

保育コンシェル
ジュが保護者に
寄り添いながら
相談を受け，入
所のための保育
所見学の日程調
整を行い，保護
者の負担軽減を
図っていく。
積極的に保護者
への情報提供を
行っていく。

待機児童数：
202人
年間障害児受
入人数：541
人

公立保育園希望
児童のために実
施する障害児入
所事前保育会
に，私立園も希
望園としている
児童がいると私
立園の園長に参
加要請を行い児
童の様子を確認
してもらった。
公設公営園では
在籍児童を障害
児枠として認定
し，介助職員を
配置して定員３
名枠をこえて保
育をした。

b 待機児童が解消され
ていないが，年間延
べ利用人数が増と
なったため。

b 保育コンシェルジュ
が保護者に寄り添い
ながら相談を受け，
入所のための保育所
見学の日程調整を行
い，保護者の負担軽
減を図ったため。

B ２名の保育コン
シェルジュ体制
で望む。より一
層保護者に寄り
添った相談対応
を受け，入所の
ための保育所見
学の日程調整を
行い，保護者の
負担軽減を図っ
ていく。
積極的に保護者
への情報提供を
行っていく。

子ども若
者計画課

待機児童解消
及び全園受入
れ

基幹型保育所シ
ステムの事業を
活用し，各保育
施設が，「こど
もの発達セン
ターつくしん
ぼ」との連携を
深められるよう
支援する。
（例：保育施設
職員がつくしん
ぼの施設を見学
する機会や実際
に業務に携わ
り，取組を理解
する機会を設け
る等）

受入施設数：
21園

市内の全保育施
設を対象に「こ
どもの発達セン
ターつくしん
ぼ」の見学会を
年３回実施し，
48名の参加が
あった。

c 障害児の受入人数は
増加し，平成31年度
目標に向けて受入園
数を増やすことが出
来たが、目標には
至っていない。

b 保育施設職員がつく
しんぼの施設を見学
し，療育について学
ぶことは，各保育士
及び保育士の所属す
る保育所の保育の質
の向上につながると
評価できるため。

B

６-④ 122

一時・緊急一時
保育事業

一時的に保育が必要な児童を保
育所で保育する事業。緊急性に
応じて，緊急一時・一時保育の
別がある。

子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

質の高い一時・
緊急一時保育の
実施。

子ども子
育てサー
ビス課

家庭保育者の
みならず，待
機児童保護者
の利用も増加
傾向にあるた
め，一時保育
実施施設の拡
大を目指す。
緊急一時保育
の申請があっ
た場合は，迅
速に対応して
いく。

保育コンシェル
ジュが保護者に
寄り添いながら
相談を受け，実
施保育所へ予約
状況を確認し必
要な情報提供を
行う。
より積極的に保
護者と関わりを
持ち支援を行
う。

一時保育
年間延べ
1,746人
緊急一時保育
年間延べ236
人
合計　1,982
人

保護者への周知
と，手続きの迅
速化により，延
べ利用人数が平
成29年度に比
べ，緊急一時保
育利用者は減少
しているもの
の，一時保育理
療者が増加し，
合計延利用者は
増加している。

b 保護者への周知と，
手続きの迅速化によ
り，延べ利用人数が
平成29年度に比べ，
緊急一時保育利用者
は減少しているもの
の，一時保育利用者
が増加し，合計延べ
利用者数は増加して
いる。

b 保護者への周知と，
手続きの迅速化によ
り，延べ利用人数
は，利用者のニーズ
に沿って利用増減が
見込まれるため，周
知は十分になされて
いる。

B 家庭保育者のみ
ならず，待機児
童保護者の利用
も増加傾向にあ
るため，一時保
育実施施設の拡
大を目指す。
関連機関（健康
推進課や子育て
相談室等）との
連携を密にし，
緊急一時保育の
申請手続きを迅
速に対応してい
く。

２名の保育コン
シェルジュが保
護者に寄り添い
ながら相談を受
け，実施保育所
へ予約状況を確
認し必要な情報
提供を行う。
関連機関（健康
推進課や子育て
相談室等）との
連携を密にし，
より積極的に保
護者と関わりを
持ち手助けを行
う。

６-④ 123

認定こども園運
営事業

保育園，幼稚園それぞれの長所
を生かし，事業運営を図る。既
存施設の改修を踏まえ，事業展
開していく。

子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

子ども子
育て事業
課

子ども・子育
て支援事業計
画による。

子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

なし 子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

e 該当施設なし e 該当施設なし E E

６-④
48
再掲

障害を持つ児童を保育所で保育
する事業。受入人数を増やす。

待機児童解消及
び全園受入れ

質の高い障害児
保育が施される
とともに保護者
の入所手続きの
簡略化が図られ
ている。
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６-④ 124

病児・病後児保
育事務事業

病後児保育事業は保育施設に入
所している児童の病気の回復期
に集団保育を受けることが困難
な場合に児童を一時的に預かる
事業。
また病気中に自宅保育が困難な
場合に実施する事業が病児保育
事業である。

現状維持 質の高い病児・
病後児保育の実
施及び手続きの
簡略化。

子ども子
育てサー
ビス課

現状病児保育
施設が１施設
で，定員が２
名のため，病
児保育対応施
設の増設を目
指す。

保育の質の向上
のために，継続
して実施４施設
と市で年間４回
の連絡会を実施
し，情報共有，
意見交換を行い
保育の質の向上
を図る。

４施設 実施4施設と市
で年間４回の連
絡会を実施し，
情報共有，意見
交換を行い質の
向上に努めた。

b 現状維持のため。 b 保育の質の向上のた
めに，実施4施設と市
で年間４回の連絡会
を実施し，情報共
有，意見交換を行っ
たため。

B 病児・病後児施
設が市内に４施
設，各施設２名
の定員での受け
入れとなってい
る。病児施設１
施設で，病後児
で４名から６名
（うち病児は２
名から３名）の
拡充を行う。ま
た，対象児童も
小学３年生の学
童通所児童まで
拡充する。

保育の質の向上
のために，継続
して実施４施設
と市で年間４回
の連絡会を実施
し，情報共有，
意見交換を実施
して保育の質の
向上を目指す。
登録申請書も現
状に沿った修正
を行う。

６-④ 125

育児支援ヘル
パー派遣事業

産前支援，産後支援及び育児支
援が必要な家庭にヘルパーを派
遣する事業。

利用申請数に対
する利用決定数
の比率：100％

利用申請に十分
に応えて，必要
な支援が実施で
きている。育児
に不安を抱えた
保護者への支援
により，安定的
な状態が保て，
虐待の減少が見
られる。

子育て相
談室

派遣世帯実
数：77世帯
利用申請数に
対する利用決
定数の比率：
100％

保護者が育児ス
キルを身に着
け，いち早く保
護者が育児を軌
道に乗せられる
よう，個別に目
標を立てて支援
する。妊産婦に
対する理解をヘ
ルパーにも研修
等を通じて深め
ていく。

派遣世帯実
数：86世帯
利用申請数に
対する利用決
定数の比率：
100％

派遣が必要で希
望する家庭に対
して，ヘルパー
を導入すること
ができている。
ヘルパーの理解
を深めるため，
研修を実施でき
ている。

a 派遣世帯実数が目標
を上回っている。

b 必要世帯にヘルパー
派遣できている。
必要数に対して，ヘ
ルパーが足りていな
い状況となってお
り，ヘルパー導入日
数・時間数など，希
望だけではなく，家
庭状況・産婦の状況
に合わせて調整でき
るように変更してい
く必要がある。

A

６-④ 126

トワイライトス
テイ

保護者が仕事等で常習的に帰宅
が夜間に渡る家庭等で，子ども
に対する生活指導や家事等の面
で困難を生じていると認められ
る場合，子どもを午後10時位
まで保育する制度について研究
を行う。

ニーズの把握及
び制度について
の研究。

保護者の帰宅が
常習的に夜間に
渡る家庭等の子
どもが安心して
過ごしている。

子育て相
談室

ニーズ把握に
努める。

ニーズ把握に努
める。

ニーズ把握に
努めた。

ショートステイ
の延長，保育
園・学童の延長
などで賄えてい
る現状がある。

b トワイライトステイ
の必要性を検討して
いく必要がある。

b トワイライトステイ
の必要性を検討して
いく必要がある。

B

６-⑤
37
再掲

学童保育所中学
生障害児保育

最長中学校３年生までの障害児
を学童保育所で受け入れる事
業。中学生障害児の放課後の受
け入れについて，今後のニーズ
に対応するため，学童保育所以
外の事業の取入れなど，各課連
携して市の方針を検討してい
く。

定員：児童館併
設学童保育所４
施設で各４人
（事業に支障の
ない範囲で定員
を超えての受け
入れを行う。）

学童保育所が，
中学生障害児が
放課後いきいき
と過ごす居場所
となっている。
また，学童保育
所以外の事業の
活用が図られ，
居場所が充実し
ている。

子ども子
育て事業
課

定員：児童館
併設学童保育
所４施設で各
４人（事業に
支障のない範
囲で定員を超
えての受け入
れを行う。）

定員を超えた入
所により，狭隘
状況が発生して
いるため，環境
整備が必要であ
る。

定員：児童館
併設学童保育
所４施設で各
４人（事業に
支障のない範
囲で定員を超
えての受け入
れを行う。）

地域施設利用
や，買い物体験
を通して，自立
に向けた行事を
実施した。

b 定員：児童館併設学
童保育所４施設で各
４人（事業に支障の
ない範囲で定員を超
えての受け入れを行
う。）

b 地域施設利用や，買
い物体験を通して，
自立に向けた行事を
実施した。

B

６-⑤
38
再掲

学童保育所の障
害児の受け入れ
拡充

学童保育所での障害児の受け入
れを行い，保護者の就労等の支
援を行う。職員の技量の向上等
により障害児保育の質の向上を
図る。

学童保育所の増
設等に伴い定員
増を図る。障害
児保育に資する
研修を実施す
る。

学童保育所が，
障害児が放課後
いきいきと過ご
す居場所となっ
ている。

子ども子
育て事業
課

各施設（16
施設）定員：
低学年１人高
学年１人（事
業に支障のな
い範囲で定員
を超えての受
け入れを行っ
ている。）
研修の実施：
有

定員を超えた入
所により，狭隘
状況が発生して
いるため，環境
整備が必要であ
る。

学童保育所の
増設等に伴い
定員数が増し
た。また，障
害児保育に資
する研修を実
施した。

学童保育所が，
障害児が放課後
いきいきと過ご
す居場所となっ
ている。

a 民設民営学童保育所
新設により入所施設
が増えた。

c 学童保育所の要件を
満たしている児童は
全員入所しているが
狭隘状況が発生して
いる。

B 各施設（１８施
設）定員：低学
年１人高学年１
人（事業に支障
のない範囲で定
員を超えての受
け入れを行って
いる。）研修の
実施：有
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31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
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子ども子
育てサー
ビス課

公設公営学童
保育所ととも
に，民設民営
学童保育所の
周知も積極的
に行い，民設
民営学童保育
所の利用児童
数の増加を目
指していく。

公設公営の申込
みについては，
入所要件の基準
を満たしている
か厳正な審査を
実施し，入所承
諾までの手続き
を迅速に行って
いく。

障害児年間延
べ登録人数：
766人

障害児申込児童
の全入。

b 希望児童が全員入所
のため。

b 希望児童が全員入所
のため。

B 公設公営の申込
みについては，
入所要件の基準
を満たしている
か厳正な審査を
実施し，迅速な
対応を行ってい
く。

子ども若
者計画課

引き続き，子
ども・子育て
支援事業計画
に基づき定員
の拡充に向け
民設民営学童
保育所を整備
していく。

狭隘状況を解消
し，子どもたち
の保育環境を充
実させる。

民設民営学童
保育所を２施
設整備し，
80名の定員
を拡充した。

量的実績に記載
のとおり，狭隘
状況解消のため
定員を拡充し
た。
また，整備した
２施設では，
整った設備・運
営環境の下，入
所した児童がい
きいきと遊び，
生活できてい
る。

b 民設民営学童保育所
を２施設整備し，定
員を80名拡充したた
め。

a 30年度質的実績に記
載のとおり，狭隘状
況解消のため定員を
拡充した。
また，民営学童保育
所を整備に係る運営
法人の選定に当たっ
ては，現地確認を行
い，整備された民営
学童保育所では，
整った設備・運営環
境の下，入所した児
童がいきいきと遊
び，生活できてい
る。

A

子ども子
育て事業
課

施設数:20箇
所

狭隘状況の解消
のため，施設を
増設し，環境を
整える必要があ
る。

公設公営：
２ヶ所，公設
民営14か
所，民設民
営：５箇所

狭隘状況を解消
するため，民設
学童の新規設置
を行い，入所の
定員数を増やし
た。

a 民設民営学童を2施設
新規で設置した。

c 入所定員は増えた
が，狭隘状況の解消
には至らない。

B 公設公営：３ヶ
所，公設民営14
か所，民設民
営：７箇所

６-⑤ 128

学童保育所三季
休業時保育事業

学童保育所において，三季休業
時（春夏冬休み）のみ保護者の
労働等により，適切な監護を受
けられない児童を受け入れる事
業。

三季休業保育を
希望する児童す
べての受け入
れ。

整った設備・運
営環境の下で，
三季休業日に適
切な監護を受け
られない児童が
いきいきと遊
び，生活してい
る。

子ども子
育て事業
課

三季休業保育
を希望する児
童すべての受
け入れる。

狭隘状況を緩和
するため，施設
増設や教室借用
等し環境整備に
努める。

三季休業保育
登録児童数：
124人

三季休業保育を
希望する児童す
べての受け入れ
するが，狭隘状
況の解消まで至
らなかった。

a 三季休業保育を希望
する児童すべての受
け入れできた。

b 入所要件を満たした
三季休業保育希望者
は入所したが，施設
の狭隘状況の解消ま
でに至らなかった。

A

６-⑤ 129

学童保育所の整
備計画

平成21年度策定の施設整備計
画に基づき，老朽化，狭隘化へ
の対応のため施設整備をしてい
く。また，入所児童数増加への
対応の必要性から，新たな整備
計画を検討する。

新たな整備計画
に基づく整備。

狭隘状況が解消
された環境で，
入所児童がいき
いきと遊び，生
活している。

子ども子
育て事業
課

狭隘状況の悪
化している施
設エリアに学
童保育所の増
設を行う。

狭隘状況を緩和
するため，施設
増設施設整備に
努める。

学童保育所２
施設開所

狭隘状況が緩和
された。

a 狭隘状況の悪化して
いる施設エリアに学
童保育所の増設を
行った。

c 狭隘状況が緩和され
たが解消まで至らな
かった。

B

６-⑤ 130

学童保育所の保
護者会活動の支
援

学童保育所の保護者会活動へ，
施設の利用や職員の活動協力な
どを行う。

保護者会への協
力施設数：全施
設

学童保育所の保
護者会活動の支
援をしている。

子ども子
育て事業
課

全施設に於い
て可能な限
り，活動支援
をする。

学童保育所の保
護者会活動の支
援を可能な限り
していく。

保護者会への
協力施設数：
全施設

学童保育所の保
護者会活動の支
援をしている。

a 全施設において可能
な限り，活動支援を
行った。

b 学童保育所の保護者
会活動の支援をして
いる。

A

整った設備・運
営環境の下で，
放課後適切な監
護を受けられな
い児童がいきい
きと遊び，生活
している。

６-⑤ 127

学童保育事業 保護者の労働等により，適切な
監護を受けられない児童につい
て，家庭に代わり保育する事
業。市立学童保育所の保育時間
は，8:00～19:00で，日曜・
祝日等は閉設。民設民営学童保
育所の設置も促進。

子ども・子育て
支援事業計画に
よる。
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６-⑤ 131

小学校高学年の
放課後の居場所
づくり

児童福祉法の改正により，放課
後児童健全育成事業（学童保育
所）が対象とする範囲に小学校
高学年も含まれることとなった
ことを踏まえ，放課後の居場所
づくりに取り組む。

放課後児童健全
育成事業（学童
保育所）で小学
校高学年児童を
受け入れる。

放課後適切な監
護を受けられな
い小学校高学年
児童がいきいき
と遊び，生活し
ている。

子ども子
育て事業
課

公立学童保育
所の定員増を
図るための計
画を進めると
ともに，民設
民営学童保育
所の整備を進
める。

施設の狭隘状況
の解消を進める
ことで，居心地
のよい子どもの
居場所を確保で
きるように努め
る。

小学校高学年
児童を受け入
れるため，施
設を増設し定
員増を図っ
た。

小学校高学年児
童を受け入れる
ため，施設の狭
隘状況の解消に
努める。

c 小学校高学年児童を
受け入れるため，施
設を増設し，定員増
を図ったが，受入れ
には至っていない。

c 小学校高学年児童を
受け入れるため，定
員増を図ったが，施
設の狭隘状況の解消
までに至らなかっ
た。

C 小学校高学年児
童を受け入れる
ため，施設を増
設し定員増を図
る。

高学年受け入れ
には更なる増設
が必要である。

①公園で小学生の野外遊びの提
供を行う事業。
②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

＊市内公園を用いて，午前にお
いては，地域の中で孤立しがち
な乳幼児親子が安心して立ち寄
り，遊びと交流ができる場所を
つくり，午後においては，戸外
の遊びを促す活動を行い，子ど
もが放課後安心して過ごせる場
所を作る。

①６箇所
②５箇所

＊9公園

①小学生が野外
での遊びから生
きる力を身に付
ける。
②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

＊市内公園を活
用し，午前にお
いては，乳幼児
親子の遊びと交
流の場の提供
し，午後におい
ては，小中学生
の放課後の居場
所を作る。

子ども子
育て事業
課

こくぶんじ青
空ひろば事業
として，9公
園実施。

青空ひろば事業
に移行。小学生
が野外での遊び
から生きる力を
身に付ける。
乳幼児の親子が
外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

９公園 市内公園で遊び
を促す活動を行
い，小学生の自
主的な遊びや生
活に根ざした遊
びを展開するこ
とができた。
また，乳幼児の
親子の遊びと交
流の場となると
ともに，相談な
ども行われ，日
ごろの育児につ
いてリフレッ
シュする機会を
提供することが
できた。

a ９公園で実施でき
た。

a 乳幼児親子や小中学
生が，スタッフ常駐
の下、安心して野外
体験ができた。

A ９公園 乳幼児親子や小
中学生が，ス
タッフ常駐の
下、安心して野
外体験ができ
る。

②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

②５箇所 ②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

子育て相
談室

28年度で３
か年契約が完
了「屋外型親
子ひろば」事
業は廃止。
29年度で
は，子ども子
育て事業課の
子ども野外事
業「プレイ
キッズ」と統
合し，「こく
ぶんじ青空ひ
ろば」で提案
型協働事業実
施することに
なった。

外遊びを特化し
た「こくぶんじ
青空ひろば」で
公募型協働事業
で行われる予定
である。相談部
門は，子ども家
庭支援センター
が担うことと
し，午前中に実
施公園へ助産師
を派遣，保護者
のケアやスタッ
フの支援を行
う。

7-①
66
再掲

プレイステー
ション事業

青少年がいきいきと安全に遊べ
る冒険遊び場として，国分寺市
プレイステーションの管理･運
営を委託する事業｡

年間来場者数：
15,000人（単
年度）

青少年がいきい
きとして遊べる
遊び場が提供で
きている。

社会教育
課

年間来場者
数：15,000
人（単年度）

子どもが「居場
所」と思える場
となるよう事業
内容の充実を図
る。

年間来場者数
10,726人
（単年度）

青少年がいきい
きと遊べる遊び
場を提供した。
子どもが「居場
所」と思える場
となるよう事業
内容の充実を
図った。

c 来場者数は目標に至
らなかったが，プレ
イリーダーの指導の
もと，いきいきと遊
べる遊び場が提供で
きた。

a プレイリーダーの指
導のもと，様々な体
験ができる遊び場と
して豊かな心を育む
場の提供ができた。

B

7-①
24
再掲

子ども野外事業

（＊こくぶんじ
青空ひろば事業
に移行）
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量的 質的 量的 質的
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自己評価
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績評価がDま
たはEだった項

目
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所管課
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施策分
野・取組
の方向
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通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。
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7-① 132

自然や生き物と
の触れあいを通
し，自然の不思
議や生命の大切
さを主題とした
体験学習施設の
検討

小学生を主に利用対象とし，既
存施設（緑地・姿見の池）など
を利用して，自然や生き物との
触れあう場として親水施設，ビ
オトープ等の充実を図るため調
査・検討する事業。

体験学習の場：
２箇所以上

市内にある２箇
所以上の緑地・
ビオトープ等に
おいて，子ども
達の自然環境体
験学習が実施さ
れている。

緑と建築
課

子どもの体験
学習の実施。

西恋ヶ窪緑地に
おいて昆虫に関
する体験の場と
植物に関する体
験の場を各１回
提供する。（計
２回）

体験学習の場
所2箇所で実
施した。
参加人数:
昆虫編36人
（2日間述べ
人数）
植物編8人

西恋ヶ窪緑地に
おいて昆虫と植
物に関する体験
の場を提供し
た。

b 体験学習の場を２回
実施し，「31年度目
標に向けた30年度目
標」を達成すること
ができた。

b 昆虫と植物に関する
体験学習の場を２回
実施し，「31年度目
標に向けた30年度目
標」を達成すること
ができた。

B 子ども体験学習
の実施（2
回）。

西恋ヶ窪緑地に
おいて昆虫と植
物に関する体験
の場を各１回提
供する。（計2
回）

7-① 133

学童体験農園の
充実

学校近隣の農地を借用し，児童
が土に触れ，種まきから収穫ま
での一連の作業を通して，心豊
かな児童の育成を図る事業。

３校で実施 協調性を養い，
成就感を味わわ
せることができ
ている。

学校指導
課

３校で実施。 農作物の収穫を
通して，達成感
や自己有用感を
味わう機会とす
る。
地域社会と連携
して，地産地消
などの視点か
ら，食育との連
携も深めてい
く。

３校で実施。 協調性を養い，
成就感を味わわ
せることができ
た。

a 小学校３校で，学童
体験農園を実施し
た。

a 学童体験農園におい
て農作業をすること
で，協調性を養い，
収穫までの一連の作
業を行うことで成就
感を味わうことがで
きた。

A

7-① 134

日光移動教室の
充実

校外活動の一環として，小学６
年生全員を対象として実施する
移動教室参加者に補助を行う事
業。

対象児童数：
916人
補助金額：
8,427,200円

対象児童が移動
教室で充実した
体験学習ができ
ている。

学務課 対象児童数：
919人
（6年生全
員）
補助金額：
8,454,800
円

対象児童が移動
教室で充実した
体験学習ができ
ている。

対象児童数：
904人
（6年生全
員）
補助金額：
8,316,800
円

対象児童が移動
教室で充実した
体験学習ができ
た。

a 各小学校と協力し，
移動教室の補助金交
付事業を実施し，対
象者全員に補助をす
る こ と が で き た た
め。

a 対象児童が移動教室
で充実した体験学習
ができたため。

A 対象児童数：
983人
（6年生全員）
補助金額：
9,043,600円

7-① 135

芸術鑑賞教室事
業

音楽・演劇等を鑑賞することに
より，生活を明るく豊かにする
芸術について基礎的な理解を深
め情操教育の充実を図る事業。

小学校：２回
（全校合同）
中学校：各校１
回

情操教育の充実
が図られてい
る。

学校指導
課

小学校：２回
（全校合同）
中学校：各校
１回

演目について
は，実行委員が
中心となり，学
習指導要領を踏
まえて，最適な
内容構成になる
よう検討する。
教科担当による
計画的な指導に
よって普段の学
習に反映され，
情操教育の充実
を図る。

小学校：２回
（全校合同）
中学校：
各校１回

情操教育の充実
が図られた。

a 小学校では全校合同
で２回，中学校では
各校１回実施でき
た。

a 芸術・演劇等を鑑賞
することで，芸術の
基礎的理解を深め，
情操教育の充実が図
ることができた。

A

7-① 136

わんぱく学校 体験学習や仲間との交流をとお
して，子どもたちの感受性・人
間性をのばし青少年リーダーと
しての資質を育てる事業。

参加者数：45人 国分寺市に愛着
を持ち，地域と
のつながりを大
切に思う青少年
が数多く育って
いる。

社会教育
課

年間実施回
数：11回
参加者数：4
０人

わんぱく学校開
催の趣旨に立戻
り，一貫したつ
ながりのある事
業計画とし，参
加者の満足度と
参加者数の増加
を図る。

年間実施回数
11回
参加者数37
人

わんぱく学校開
催の趣旨に立ち
戻り，一貫した
つながりのある
事業計画とし，
参加者の満足度
と参加者数の増
加を図った。

b 学校行事と重ならな
い日程とし，参加し
やすい計画を立て，
目標値はほぼ達成す
ることができた。

a 学校・学年の異なる
班編成を行い，協力
して活動にあたらせ
るなどしたことで，
コミュニケーション
能力や協調性を育む
ことができた。
平成30年度は，キャ
ンプ実習のほか，当
事業における新たな
取組として飯山市で
の体験活動や飯山市
の子どもとの交流を
実施し，子どもの豊
かな心を育むことが
できた。
以上のことから，当
事業については，平
成30年度取組目標を
大きく上回り達成し
たと思慮される。

A
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7-① 137

伝統文化こども
教室

伝統文化を次世代に継承させる
ため，子どもたちに伝統芸能及
び生活文化を体験・習得させる
事業。

教室構成団体
数：13

子どもたちが伝
統文化に触れ親
しむことによ
り，次世代の継
承者が育つ環境
を整える。

文化振興
課

教室構成団体
数：13

事業を継続して
いくことで，更
に定着度を高
め，次世代の継
承者が育つ環境
を整えていく。

教室構成団体
数：12

市内子ども達も
参加して，年々
定着度は高まっ
ている。

b 教室構成団体数が12
であったことから，
目標値をおおむね達
成しているため。

b 10年以上継続して実
施している教室もあ
り，事業として定着
してきているため。

B

7-① 138

公民館青少年体
験事業

公民館で開催する「中学生に習
うパソコン教室」で講師の役割
を担う等，青少年向けの様々な
体験事業の実施。

実施事業数：５
事業

中学生が講師補
助として参加
し，講座受講者
のフォローを行
うことで，会話
や簡単な指導
等，異世代との
交流や地域貢献
を体験する場が
できている。

公民館課 実施事業数：
５事業

「中学生に習う
パソコン教室」
で異世代交流や
地域貢献を体験
する事業を実
施。

実施事業数：
５事業

「中学生に習う
パソコン教室」
で異世代交流や
地域貢献を体験
する事業を実
施。

a 全館で「中学生に習
うパソコン教室」を
実施できた

a 全館で中学生に講師
補助として参加して
もらい，「人を教え
る」ということの体
験をすることができ
た。

A

7-① 139

夏休み学校キャ
ンプ

学校施設を利用し，地域の方々
が実行委員会となりキャンプを
開催する事業。

市内全市立小学
校10校で実施。

学校キャンプを
通して，子ども
たちやその保護
者と地域のつな
がりがより強く
なっている。

社会教育
課

市内全市立小
学校10校で
実施。

子どもたちに
様々な体験をし
てもらうため，
キャンプのプロ
グラムが更に充
実するよう，協
力団体等の情報
提供を行う。

市内全市立小
学校９校で実
施。

各校の実行委員
会が主体となっ
て計画し，それ
ぞれの特色のあ
るプログラムを
実施したことで
地域とのつなが
りづくりに貢献
した。

b 全10校で実施する計
画であったが，台風
の影響により中止と
なり９校開催となっ
た。

a 各校の実行委員会が
主体となって計画
し，普段の学校では
体験できないプログ
ラムやキャンプファ
イヤーなどを実施す
ることができた。

A

7-① 140

ジュニアサマー
野外活動交流会

姉妹都市の佐渡市において，国
分寺市では体験できない海や山
などの野外活動を通して，佐渡
市の子どもたちとの交流を図る
とともに，佐渡の歴史や文化に
触れる機会を持つことを目的に
実施。

参加者数：30人 自然豊かな佐渡
での，磯遊び
や，スポーツを
通じて夏休みの
楽しい思い出と
仲間づくりを行
う。

スポーツ
振興課

参加者数：
30人

自然豊かな佐渡
市で、野外活動
やニュースポー
ツなどを体験し
ながら、佐渡市
の子ども達との
交流を図る。

参加人数：
小学生27
人，中学生３
人
（合計30
人）

自然豊かな佐渡
市で、野外活動
やニュースポー
ツなどを体験し
ながら、佐渡市
の子ども達との
交流を図った。

a 31年度目標を達成し
た。
小学校全校児童（４
年～６年）にチラシ
を配布し，79名の申
し込みがあった。

b 姉妹都市の小学生と
レクリエーションや
佐渡でのプログラム
を通じて，交流を図
ることができた。

A

7-② 141

児童館・学童保
育所における，
ゴミの分別によ
る日常体験学習

施設内での，大人の目のあると
ころで，ゴミの徹底分別を直接
的に指導したり，イベント時に
は，食器の持参など励行し，環
境学習を遊びながら日常的に行
う。

全施設で実施。 子どもたちが自
ら，ゴミの分別
を実施し，食器
の持参などを励
行している。

子ども子
育て事業
課

全施設で実施 分別以前に，そ
のまま置き去り
にする児童もい
るため，合わせ
て声掛けをして
いく必要があ
る。

全施設で実
施。

子どもたちが自
ら，ゴミの分別
を実施した。

a 全施設で実施した。 a 子どもたちが自ら，
ゴミの分別を実施し
た。

A 子どもたちが自
ら，ゴミの分別
を実施し，ごみ
袋の持参などを
励行している。
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7-③ 142

中高生と乳幼児
のふれあい事業

主に，市内各親子ひろば事業で
の，中高生と乳幼児のふれあい
の場を企画し，乳幼児に対する
次世代の親へ向けて，感性を磨
いてもらうなどの体験の場を設
定する。

子ども家庭支援
センターを含む
全市関係事業の
件数：10件

中高生たちが，
兄弟数の少ない
現社会状況の中
で，乳幼児と触
れ合うことの楽
しさ等を経験で
き，今後の結婚
観などに影響を
与えるととも
に，保護者に
なった折の不安
感が解消されて
いる。

子育て相
談室

子ども家庭支
援センターを
含む全市関係
事業の件数：
10件

中学生の職場体
験以外で，夏の
ボランティアな
どを積極的に受
け入れ，乳幼児
に対する次世代
の親へ向けて，
感性を磨いても
らうなどの体験
の機会を与え
る。

※当事業は，全
市関係事業であ
る。

中学校職場体
験２校５名受
け入れ

親子ひろばにて
乳幼児との交流
を中心に職場体
験を行い，乳幼
児と触れ合うこ
との楽しさ等を
経験してもらっ
た。

c 学校の日程と合わ
ず，中学生の受け入
れ件数が少なくなっ
たため，受け入れ人
数が少なくなった。

c 職場体験実習を通し
て，乳幼児と触れ合
うことにより，次世
代の親への感性を磨
いてもらう機会とし
ている。
また，体験を通し
て，子ども家庭支援
センターの機能を学
んでもらうことによ
り，親になった時の
悩みを相談する場所
として，認知しても
らう機会にもなって
おり，将来の不安の
解消にもつなげるこ
とができていると考
えられる。

C 中高生たちが，
兄弟数の少ない
現社会状況の中
で，乳幼児と触
れ合うことの楽
しさ等を経験で
き，今後の結婚
観などに影響を
与えるととも
に，保護者に
なった折の不安
感が解消されて
いる。

7-④ 143

不登校児童・生
徒への支援

継続して適応指導教室（トライ
ル－ム）を設置することで，不
登校児童・生徒への教科指導や
体験活動を行うなどの支援を行
い，学校復帰への一助とする事
業。

不登校の児童・
生徒の通室数を
できる限り増や
す。

不登校児童・生
徒が支援により
学校復帰するこ
とができてい
る。

学校指導
課

不登校や登校
渋りの状況に
ある児童・生
徒の通室数を
できる限り増
やす。

適応指導教室
（トライル－
ム）の指導員と
指導主事が直接
学校を訪問し
て，各学校に周
知を図り，学校
復帰を目指す。
新たに中学生の
保護者対象の電
話相談を開始
し，事案の掘り
起こしに努め
る。

小学校７名，
中学校24名
が通室をし
た。

適応指導教室の
指導員と指導主
事が学校を訪問
し，学校の対応
について，確認
及び指導・助言
を行った。
年度末時点で不
登校状態にある
児童・生徒の状
況の好転化が多
く見られた。
適応指導教室に
おける電話相談
には，数多くの
相談が寄せられ
た。傾聴を大切
にし，一件一件
丁寧に相談を
行った。

a 中学校の不登校生徒
に加え，小学校の不
登校児童も通室人数
が増え，計31名が通
室した。

a 適応指導教室（トラ
イル－ム）において
不登校児童・生徒へ
の教科指導を個別で
丁寧に行うことによ
り，平成29年度に比
べ。さらに学校復帰
率が高まった。

A

7-⑤ 144

コミュニティ・
スクール設置に
向けた諸事業の
推進

学校運営協議会等の充実及び学
校支援地域本部の導入など，学
校を支援する組織づくりを進め
る。学校を支援する地域の体制
が整ったところから，教育委員
会が順次コミュニティ・スクー
ルの設置を進める。

学校を支援する
地域の体制が
整った学校につ
いて，教育委員
会が順次コミュ
ニティ・スクー
ルを指定する。

地域との協働に
より学校が運営
されている。

学校指導
課

学校を支援す
る地域の体制
が整った学校
について，教
育委員会が順
次コミュニ
ティ・スクー
ルを指定す
る。

・学校を支援す
る地域の体制が
整った学校につ
いて，教育委員
会がコミュニ
ティ・スクール
を指定する。
・東京都が推進
する「東京都型
のコミュニ
ティ・スクー
ル」の事業への
参画を検討す
る。
・他課と連携し
て，事業の推進
を図る。

コミュニティ
スクール：3
校

３校のコミュニ
ティ・スクール
を継続すること
で地域との協働
により学校が運
営された。
「東京都型コ
ミュニティ・ス
クール」につい
ては，都の事業
自体が終了と
なったことを確
認した。
今後は，国の示
す形式で導入を
推進していく。

b 小学校３校がコミュ
ニティ・スクールと
して継続した取組を
実施した。

b コミュニティ・ス
クールの３校は，地
域との協働により学
校が運営された。

B 目標では「教育
委員会が順次コ
ミュニティ・ス
クールを指定す
る。」とある
が，制度改正に
より，「指定」
から「設置」に
変更している。
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7-⑥ 145

特別支援教室の
設置

通常の学級に在籍する特別な支
援を必要とする児童･生徒に対
し，個別指導等を行うための特
別支援教室を設置していく。

全小中学校に特
別支援教室が設
置されている。

第３次国分寺市
特別支援教育基
本計画（義務教
育時）に基づい
た設置が完了し
ている。

学校指導
課

「第３次国分
寺市特別支援
教育基本計
画」に基づ
き，第一小学
校に新たにサ
ポート教室を
設置する。

特別支援教育支
援員の名称につ
いても，サポー
ト教室の支援員
であることが分
かるように検討
を図る。

「第３次国分
寺市特別支援
教育基本計
画」に基づ
き，第一小学
校に新たにサ
ポート教室
（元特別支援
教室）を設置
した。

特別支援教育支
援員をサポート
教室支援員の名
称に変更するよ
う要綱改正の準
備を行った。

b 「第３次国分寺市特
別支援教育基本計
画」に基づき，第一
小学校に新たにサ
ポート教室を設置し
た。また，平成31年
度の第七小学校への
設置準備を行った。
さらに，計画を前倒
しして，第五小学校
への設置に向けた準
備を行った。

b 特別支援教育支援員
をサポート教室支援
員の名称に変更する
よう要綱改正の準備
を行った平成31年4
月より変更となる。
このことにより，児
童・生徒や保護者が
制度等を理解しやす
くなったため，さら
に周知方法を工夫し
ていく。

B 全小中学校にサ
ポート教室（元
特別支援教室）
が設置されてい
る。

８-① 146

保健指導票の交
付

経済的理由により，診察・検査
などの保健指導を受けがたい妊
産婦と乳幼児に対し健康診査の
受診料軽減のため受診券を交付
する事業。

事業評価は数値
化しづらい。

必要としている
市民に交付され
ている。

健康推進
課

必要とする市
民に交付す
る。

必要とする市民
に交付する。

申請者３人・
交付枚数６枚

必要としている
市民に交付され
ている。

a 必要とする市民に交
付された。

a 必要としている市民
に交付され，健康診
査の受診につながっ
た。

A

８-① 147

難病医療費等の
助成

①指定難病の方②東京都内に住
所を有している方③健康保険に
加入しており，他の医療給付制
度（生活保護等）を受けていな
い方④医療費助成の認定基準を
満たしている方へ支給する事
業。東京都より窓口事務が市に
移譲されている。

申請は任意であ
るため数値化し
づらい。

継続
医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。
【活動指標】
東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，障害者のし
おり，ＨＰ等を
通し制度の広報
に努める。

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

制度の周知を図
るとともに，障
害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努め，周知
が図られてい
る。

申請件数：
1,197件

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

c 目標数値の設定は困
難であるが，申請件
数が平成29年度実績
よりも平成30年度実
績が減少しているた
め。

b 延べ申請件数が昨年
度より減少している
が，障害福祉ガイド
ブック等を利用し制
度の周知を図ったた
め。

B

８-① 148

小児慢性特定疾
病医療費助成

満18歳未満で小児慢性疾患対
象疾病に罹患している方に支給
する事業。ただし，18歳以上
についても継続して更新手続き
を行った場合に限り20歳まで
延長可能となる。東京都より窓
口事務が市に移譲されている。

申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

必要としている
市民が申請して
いる。

健康推進
課

申請は任意で
あるため事業
評価は数値化
しづらい。

今後も申請に基
づいた事務を継
続していく。必
要に応じて保健
師等への相談事
業につなげる。

新規申請
19人
更新申請
79人
変更申請
18人

東京都の受任窓
口として申請書
の受理に関する
事務を市で行っ
ている。

b 必要な方の申請を受
理することができて
いる。

b 東京都の受任事務で
は，市が申請受理の
み行っている事業が
大半を占めるため，
有効性についての評
価は難しいが，市の
受任事務の範囲にお
いては，必要な方の
申請を受理すること
ができている。

B

８-① 149

大気汚染健康障
害者医療費助成

①東京都の区域内に，引き続き
１年以上（３歳に満たない乳幼
児は６か月以上）住所を有する
18歳未満の方②現に，気管支
喘息，喘息性気管支炎，慢性気
管支炎，肺気腫か，これらの続
発症に罹患している方③健康保
険に加入しており，他の医療給
付制度（生活保護等）を受けて
いない方に支給する事業。東京
都より窓口事務が市に移譲され
ている。

申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

必要としている
市民が申請して
いる。

健康推進
課

申請は任意で
あるため事業
評価は数値化
しづらい。

今後も申請に基
づいた事務を継
続していく。

新規申請
27人
更新申請
497人
変更申請
69人
再交付申請
27人

東京都の受任窓
口として申請書
の受理に関する
事務を市で行っ
ている。

b 必要な方の申請を受
理することができて
いる。

b 東京都の受任事務で
は，市が申請受理の
み行っている事業が
大半を占めるため，
有効性についての評
価は難しいが，市の
受任事務の範囲にお
いては，必要な方の
申請を受理すること
ができている。

B
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８-① 150

養育医療給付 未熟児（出生時体重2,000グラ
ム以下，またはそれ以外で生活
力が特に弱い乳児）で，医師が
入院養育を必要と認めた方に支
給する事業。平成24年度まで
東京都からの受任事務で窓口事
務のみ行っていたが，25年度
より支給認定，支払等を含めた
全ての事務が市に移譲された。

申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

必要としている
市民が申請して
いる。

健康推進
課

申請は任意で
あるため事業
評価は数値化
しづらい。

今後も申請に基
づいた事務を継
続していく。必
要に応じて保健
師等への相談事
業につなげる。

新規認定
31人

必要として
いる市民が申請
している。

b 必要としている市民
へ給付することがで
きている。

b 権限移譲により市が
支給認定を行ってい
る。また，申請時に
必要な方に対して保
健師等へ相談をつな
ぐことができた。

B

８-① 151

自立支援医療
（育成医療）

肢体不自由など機能障害があ
り，手術等により治療効果が期
待できる18歳未満の児童の医
療費の一部を助成する事業。所
得制限があるほか，住民税額に
よる自己負担あり。東京都より
窓口事務が市に移譲されてい
る。国や東京都へ制度の拡充を
要請する。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
医療費補助につ
なげることで，
経済的な負担が
軽減されてい
る。

子ども子
育てサー
ビス課

取扱件数：
29件

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける健康推進課
等の関係課との
連携により，丁
寧でわかりやす
い案内を行うこ
とで，対象者を
漏らすことなく
申請へ繋げ，経
済的な負担を軽
減していく。

取扱件数：
35件

正確な手続きを
行い対象者への
医療費補助につ
なげることで，
経済的な負担を
軽減した。

b 事業評価は数値化し
づらいが，窓口等で
の相談に対し，今後
対象となる可能性の
ある方にはどのよう
な状況の変化で対象
となるか等を適切に
説明し，対象となる
方は確実に申請に結
び付けて医療費の負
担軽減を行ったこと
から，量的に適正で
あったと考えられる
ため。

b 正確な手続きを行い
対象者への医療費補
助につなげること
で，経済的な負担を
軽減したことから,30
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
医療費補助につ
なげることで，
経済的な負担が
軽減されてい
る。

８-① 152

乳幼児医療費助
成事業

義務教育就学前の乳幼児の医療
費の自己負担分を助成する事
業。所得制限なし。国や東京都
へ制度の拡充を要請する。

事業評価は数値
化しづらい。

制度周知による
申請漏れを防ぐ
ことにより，乳
幼児家庭の経済
的な負担が軽減
されている。

子ども子
育てサー
ビス課

受給者数：
6,985人

市報等による広
報や窓口等での
相談業務，市民
課等関係課との
連携により，対
象者の医療費を
助成することで
経済的な負担軽
減を行う。ま
た，市が独自に
行っている所得
制限超過部分に
ついては，東京
都や国に対し制
度の拡充や創設
を求めていく。

受給者数：
7,085人

制度周知により
申請漏れを防
ぎ，未申請者に
は個別にお知ら
せを送付するこ
とにより，乳幼
児家庭の経済的
な負担を軽減し
た。また，関係
機関（国・東京
都）に対して
は，子育て支援
施策としての乳
幼児医療費助成
制度の創設，所
得制限の撤廃，
補助率の引き上
げについて要望
した。

b 事業評価は数値化し
づらいが，制度周知
により申請漏れを防
ぎ，未申請者には個
別にお知らせを送付
することにより，乳
幼児家庭の経済的な
負担を軽減したこと
から,量的に適正で
あったと考えられる
ため。

b 制度周知により申請
漏れを防ぎ，未申請
者には個別にお知ら
せを送付することに
より，乳幼児家庭の
経済的な負担を軽減
したことから,30年度
の目標はおおむね達
成したと考えられる
ため。

B 事業評価は数値
化しづらい。

制度周知による
申請漏れを防ぐ
ことにより，乳
幼児家庭の経済
的な負担が軽減
されている。

８-① 153

義務教育就学児
医療費助成事業

義務教育就学期にある児童の医
療費の自己負担分を助成｡ただ
し，通院１回につき200円の
一部負担金あり。児童手当に準
拠した所得制限あり。国や東京
都へ制度の拡充を要請する。

事業評価は数値
化しづらい。

制度周知による
申請漏れを防ぐ
ことにより，義
務教育就学児家
庭の経済的な負
担が軽減されて
いる。

子ども子
育てサー
ビス課

支給人数：延
べ6,533人

市報等による広
報や窓口等での
相談業務，市民
課等関係課との
連携により，対
象者の医療費を
助成することで
経済的な負担軽
減を行う。ま
た，今後の更な
る所得制限撤廃
等については，
東京都や国に対
し制度の拡充や
創設を求めてい
く。

受給者数：
6,620人

制度周知により申
請漏れを防ぎ，義
務教育就学児家庭
の経済的な負担を
軽減した。また，
平成29年10月よ
り小学１年から３
年生の所得制限を
撤廃し，より多く
の対象者の経済的
負担軽減を行っ
た。また，関係機
関（国・東京都）
に対しては，子育
て支援施策として
の義務教育就学児
医療費助成制度の
創設，所得制限の
撤廃，補助率の引
き上げについて要
望した。

b 平成29年10月より
小学１年から３年生
の所得制限を撤廃
（市単独事業）し
た。また，より多く
の対象者の経済的負
担軽減を実施できた
ことから，量的充実
を図ることができた
ため。

b 対象年齢人口の増減
や所得分布等による
ものではなく，制度
拡大により多くの対
象者の経済的負担軽
減を実施し，一定の
目標達成を果たした
と考えられるため。

B 事業評価は数値
化しづらい。

制度周知による
申請漏れを防ぐ
ことにより，義
務教育就学児家
庭の経済的な負
担が軽減されて
いる。
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

８-② 154

児童手当 中学校修了前の児童を養育して
いる保護者に支給する事業。所
得制限あり。［支給金額］０歳
～３歳未満：一律月額15,000
円，３歳～中学生：月額
10,000円，第３子以降の小学
校修了前の児童＝月額10,000
円

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

支給人数：延
べ168,571
人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
事前手続きを行
う市民課等の関
係課との連携に
より，対象者を
漏らすことなく
適切に手当支給
に繋げること
で，対象世帯の
経済的な負担軽
減を行う。

支給人数：延
べ167,439
人

正確な手続きを
行い対象者を手
当支給につな
げ，経済的な負
担を軽減した。

b 事業評価は数値化し
づらいが，制度周知
により申請漏れを防
ぎ，正確な手続きを
行い対象者を手当支
給につなげ，経済的
な負担を軽減したこ
とから,量的に適正で
あったと考えられる
ため。

b 正確な手続きを行い
対象者を手当支給に
つなげ，経済的な負
担を軽減したことか
ら,30年度の目標はお
おむね達成したと考
えられるため。

B 事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

８-② 155

児童扶養手当 ひとり親家庭等が児童を扶養し
ていることに対する手当。対象
となる児童は18歳未満（中度
以上の障害を有する児童は20
歳未満）。対象となる家庭は，
父母が離婚，父または母が死亡
または生死不明，父または母に
１年以上遺棄，父または母が法
令により１年以上拘禁，婚姻に
よらないで出生，父または母が
重度の障害を有するなど。ただ
し，所得制限がある。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

支給人数：延
べ7,664人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける生活福祉課
等の関係課との
連携により，対
象者を漏らすこ
となく適切に手
当支給に繋げる
ことで，ひとり
親家庭等の世帯
における経済的
な負担軽減を行
う。

支給人数：述
べ7,306人

正確な手続きを
行い対象者を手
当支給につな
げ，経済的な負
担を軽減した。

b 事業評価は数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行い対象者を手当
支給につなげ，経済
的な負担を軽減した
ことから,量的に適正
であったと考えられ
るため。

b 制度周知や窓口等で
の相談業務により申
請漏れを防ぎ，正確
な手続きを行い対象
者を手当支給につな
げ，経済的な負担を
軽減したことから,30
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

８-② 156

特別児童扶養手
当

20歳未満の心身に障害（①身
体障害者手帳１～３級程度②愛
の手帳１～３度程度③左記と同
程度の疾病もしくは身体または
精神の障害）がある児童を養育
している保護者に支給する事
業。所得制限あり。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

受給者数：
122人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける障害福祉課
等の関係課との
連携により，対
象者を漏らすこ
となく適切に手
当支給に繋げる
ことで，障害児
のいる家庭の経
済的な負担軽減
を行う。

受給者数：
102人

正確な手続きを
行い対象者を手
当支給につな
げ，経済的な負
担を軽減した。

b 事業評価は数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行い対象者を手当
支給につなげ，経済
的な負担を軽減した
ことから,量的に適正
であったと考えられ
るため。

b 制度周知や窓口等で
の相談業務により申
請漏れを防ぎ，正確
な手続きを行い対象
者を手当支給につな
げ，経済的な負担を
軽減したことから,30
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

８-② 157

児童育成手当・
障害手当

育成手当は，18歳に達する日
以後の最初の３月31日までの
児童を養育しているひとり親家
庭の保護者等に支給する事業。
所得制限あり。［支給金額］月
額13,500円。
育成障害手当は20歳未満の心
身に障害（①身体障害者手帳
１・２級程度②愛の手帳１～３
度程度③脳性麻痺または進行性
筋委縮症）がある児童を養育し
ている保護者に支給する事業。
所得制限あり。［支給金額］月
額15,500円。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

育成延人数：
10,498人
障害延人数：
1,232人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける生活福祉課
等の関係課との
連携により，対
象者を漏らすこ
となく適切に手
当支給に繋げる
ことで，ひとり
親家庭等の世帯
における経済的
な負担軽減を行
う。

支給人数：延
べ
育成：
10,446人
障害：957人

正確な手続きを
行い対象者を手
当支給につな
げ，経済的な負
担を軽減した。

b 事業評価は数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行い対象者を手当
支給につなげ，経済
的な負担を軽減した
ことから,量的に適正
であったと考えられ
るため。

b 制度周知や窓口等で
の相談業務により申
請漏れを防ぎ，正確
な手続きを行い対象
者を手当支給につな
げ，経済的な負担を
軽減したことから,30
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

８-② 158

乳児栄養食品支
給
（28年度より廃
止。ただし，28
年3月までに申
請した方へは4
月以降も支給）

十分な栄養を摂取できない乳児
に対し，栄養食品（ミルク）を
支給する事業。

申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

必要としている
市民が申請して
いる。

健康推進
課

平成28年度
で事業廃止。

平成28年度で
事業廃止。

８-② 159

国分寺市私立幼
稚園等園児保護
者負担軽減補助
金

私立幼稚園等に入園している幼
児の保護者の負担を軽減し幼稚
園教育の振興と充実を図るため
に補助する事業。

園児数：1,709
人
補助金額：
112,059,000
円

幼稚園児の保護
者の経済的負担
を軽減してい
る。

子ども子
育てサー
ビス課

園児数：
1,480人
補助金額：
97,748,000
円

幼児教育無償化
の動向に注視し
つつ適切に対応
し，幼稚園児等
の保護者の経済
的負担を軽減し
ている。

園児数：
1,496人
補助金額：
92,636,900
円

東京都制度にお
いて支給のない
所得区分も含め
て一律月額
3,200円を市
単独事業にて上
乗せ支給し，就
園奨励費の対象
外経費も対象と
するなど，就園
奨励費でなお残
る対象園児の保
護者の経済的負
担を軽減した。

b 事業評価は数値化し
づらいが,各園に園児
数調査や申請書配布
等で協力を受けなが
ら，確実に対象者を
申請につなげ，経済
的負担を軽減したこ
とから,量的に適正で
あったと考えられる
ため。

b 東京都制度において
支給のない所得区分
も含めて一律月額
3,200円を市単独事
業にて上乗せ支給
し，就園奨励費の対
象外経費も対象とす
るなど，就園奨励費
でなお残る対象園児
の保護者の経済的負
担を軽減したことか
ら,30年度の目標はお
おむね達成したと考
えられるため。

B 園児数：1,709
人
補助金額：
112,059,000
円

幼稚園児の保護
者の経済的負担
を軽減してい
る。

８-② 160

国分寺市私立幼
稚園就園奨励費
補助金

私立幼稚園の設置者が当該幼稚
園の入園及び保育料の減額また
は免除をする場合において，市
が設置者に対して行い，幼児教
育の振興と充実を図るために補
助する事業。

園児数：770人
補助金額：
80,595,200円

幼稚園へ補助す
ることにより，
園児の保護者の
経済負担を軽減
している。

子ども子
育てサー
ビス課

園児数：910
人
補助金額：
124,237,00
0円

幼児教育無償化
の動向に注視し
つつ適切に対応
し，幼稚園児等
の保護者の経済
的負担を軽減し
ている。

園児数：913
人
補助金額：
121,509,30
0円

対象園児の保護
者の経済的負担
を軽減した。ま
た,幼児教育無
償化への段階的
な取組みにより
経済的負担軽減
の必要性の高い
対象者には補助
額を増額して支
給した。

b 事業評価は数値化し
づらいが,各園に園児
数調査や申請書配布
等で協力を受けなが
ら，確実に対象者を
申請につなげ，経済
的負担を軽減したこ
とから,量的に適正で
あったと考えられる
ため。

b 対象園児の保護者の
経済的負担を軽減
し，また,幼児教育無
償化への段階的な取
組みにより経済的負
担軽減の必要性の高
い対象者には補助額
を増額して支給した
したことから,30年度
の目標はおおむね達
成したと考えられる
ため。

B 園児数：770人
補助金額：
80,595,200円

幼稚園へ補助す
ることにより,園
児の保護者の経
済負担を軽減し
ている。

８-② 161

学童保育所事業
への参加費補助

生活保護世帯児童の事業参加へ
の参加費免除及び交通費等の扶
助を行う事業。

必要な児童全員
に扶助を行う。

生活保護世帯児
童も他の児童と
ともに，所外保
育等の事業に参
加している。

子ども子
育て事業
課

必要な児童全
員に扶助を行
う。

生活保護世帯児
童も他の児童と
ともに，所外保
育等の事業に参
加している。

体制は整えて
いたが，該当
者がいなかっ
た。

生活保護世帯児
童も他の児童と
ともに，所外保
育等の事業に参
加している。

b 生活保護世帯児童も
他の児童とともに，
所外保育等の事業に
参加できるようして
いるが該当者がな
かった。

b 生活保護世帯児童も
他の児童とともに，
所外保育等の事業に
参加できるようして
いるが該当者がな
かった。

B

８-② 162

国分寺市心身障
害児童福祉手当

20歳未満の心身障害（①身体
障害者手帳１～４級程度②愛の
手帳１～4度程度）がある児童
を養育している保護者に支給す
る事業。所得制限なし。［支給
金額］月額5,400円。ただし，
育成障害手当受給者は除く。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

支給延人数：
2,616人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける障害福祉課
等の関係課との
連携により，対
象者を漏らすこ
となく適切に手
当支給に繋げる
ことで，障害児
のいる家庭の経
済的な負担軽減
を行う。

支給延人数：
2,607人

正確な手続きを
行い対象者を手
当支給につな
げ，経済的な負
担を軽減した。

b 事業評価を数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行い対象者を手当
支給につなげ，経済
的な負担を軽減した
ことから,量的に適正
であったと考えられ
るため。

b 制度周知や窓口等で
の相談業務により申
請漏れを防ぎ，正確
な手続きを行い対象
者を手当支給につな
げ，経済的な負担を
軽減したことから,30
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。
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A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

８-② 163

自転車駐輪場定
期使用料減免

国分寺市有料自転車等駐車条例
第７条の規定により，生活保
護・児童扶養手当・児童育成手
当受給世帯及び身体障害者に対
し自転車等駐車場定期使用料の
減免を行う事業。

申請に基づき免
除するので，事
業評価は数値化
しづらい。

経済的な負担が
軽減されてい
る。

交通対策
課

申請に基づき
免除するため
数値目標を掲
げにくいが，
平成29年度
は，減免制度
について障害
者福祉ガイド
ブックへ掲載
し減免制度の
周知を行っ
た。平成３０
年度について
も同様に周知
を図ってい
く。

経済的な負担が
軽減される。

生活保護・児
童扶養手当・
児童育成手当
受給世帯及び
身体障害者の
申請件数は
265件であっ
た。減免制度
については障
害福祉ガイド
ブックへ掲載
し，周知を
行った。

経済的な負担が
軽減された。

b 生活保護・児童扶養
手当・児童育成手当
受給世帯及び身体障
害者の申請件数は
265件であった。
事業評価は数値化し
づらいが，免除が必
要な利用者や世帯へ
の経済的負担が軽減
されていると考えら
れる。

b 経済的な負担が軽減
された。

B

８-③ 164

①母子自立支援
員による母子相
談
②母子福祉資金
の貸付

①生活上のさまざまな問題に関
する相談をうけ，児童扶養手
当・児童育成手当，義務教育就
学援助及び公共職業訓練所への
斡旋等，生活，就労面の情報提
供等の支援を行う。
②配偶者のいない母子・女性を
対象として，経済的・社会的に
安定した生活が送れるよう，各
種資金の貸付を行う。

①自立した世帯
数5件
②新規貸付
決定件数：40件
金額：
16,000,000円

①円滑な生活が
送れている。
②就労自立がで
きている。

生活福祉
課

①自立した世
帯数５件
②新規貸付
決定件数：
28件
金額：
11,000,000
円

①円滑な生活が
送れている。
②経済的・社会
的に安定した生
活が送れてい
る。

①自立した世
帯数７件
②新規貸付
決定件数：
18件，
金額：
8,389,000
円
円

①円滑な生活を
送ることができ
るようになっ
た。
②経済的・社会
的に安定した生
活が送れるよう
になった。

b ①目標値を達成した
ため。
②新規貸付件数及び
金額は目標値に達し
なかったが，貸付を
希望する世帯にに対
し，審査の上全ての
世帯に貸付を行った
ため。

b ①円滑な生活を送る
ことができるように
なったため。
②経済的・社会的に
安定した生活が送れ
るようになったた
め。

B ①自立した世帯
数６件
②新規貸付
決定件数：14
件，金額：
6,292,000円
円

８-③ 165

母子生活支援施
設入所

生活上の問題で子どもの養育が
十分にできない場合に，居室を
提供し生活支援を図る事業。

母子生活支援施
設入所世帯数：
延べ36件

就労自立ができ
ている。

生活福祉
課

母子生活支援
施設入所世帯
数：延べ38
件

安定した生活が
送れている。

母子生活支援
施設入所世帯
数：延べ23
件

安定した生活が
送れている。

c 対象となる方の相談
がなかったため，入
所世帯数が目標値を
達成しなかった。

b 安定した生活を送る
ことができているた
め。

B 母子生活支援施
設入所世帯数：
延べ25件

８-③ 166

民生委員による
相談

子育て・母子保健・地域生活・
教育・学校生活等の日常的な子
どもに関する相談について関係
機関（行政・児童相談所・保健
所・警察署・社会福祉協議会
等）と連携して情報提供を行う
事業。

相談件数：500
件

日常的な子ども
に関する相談を
しやすい環境が
整えられ，関係
機関と連携しな
がら十分な情報
提供が行われて
いる。

地域共生
推進課

相談件数：
400件

日常的な子ども
に関する相談を
しやすい環境が
整えられ，関係
機関と連携しな
がら十分な情報
提供が行われて
いる。

相談件数：
258件

市長の一日民生
児童委員と共に
駅頭啓発活動を
行ったり，市報
記事掲載，国分
寺まつりのブー
ス出店など積極
的にPR活動を
行った。各関係
機関とは普段よ
り連絡会等で情
報交換を行って
いて，相談にも
スムーズに連
携，対応でき
た。

c 相談件数が目標数値
を下回った。これは
公的相談窓口が充実
してきたことによる
と考えられる。民生
委員・児童委員が地
域の身近な相談相手
であることを市民に
より広く知ってもら
うことが必要であ
る。

b 学校や子ども家庭支
援センターと情報交
換をし，必要な家庭
の見守り等を行うな
ど，関係機関と連携
を図った。日常的な
子どもに関する相談
をしやすいよう，こ
れまでと同様，学校
行事に積極的に参加
するなど各地域の民
生委員・児童委員の
存在について周知に
努める必要がある。

B

８-③ 167

生活保護 生活に困窮するすべての国民に
対して最後のセーフティーネッ
トとして保護基準に従い最低限
度の生活を保障し，自立助長を
支援する事業。

被保護世帯のう
ち就労自立した
母子世帯
：５世帯

就労自立ができ
ている。

生活福祉
課

被保護世帯の
うち就労自立
した母子世帯
：３世帯

就労自立ができ
ている。

被保護世帯の
うち就労自立
した母子世
帯：0世帯

就労自立した母
子世帯はなかっ
た。

c 実績がなかったた
め。

c 就労自立することを
目指し支援を実施し
たが，実績がなかっ
たため。

C 被保護世帯のう
ち就労自立した
母子世帯：２世
帯

８-③ 168

ひとり親ホーム
ヘルプサービス

就業，技能取得等の自立に向け
た活動又は疾病等のため，日常
生活を営むのに著しい支障があ
るひとり親家庭にヘルパーを派
遣して，家事等の必要なサービ
スを提供する事業。

利用申請数に対
する利用決定数
の比率：100％

利用申請に十分
に応えて，必要
な支援が実施で
きている。ひと
り親のため生活
不安定な状況が
解消できてい
る。

子育て相
談室

利用申請数に
対する利用決
定数の比率：
100％

ひとり親である
保護者が安心し
て就労を継続で
きるよう，個別
に目標を立てて
支援する。保育
園等送迎を実施
して残業等にも
対応できるよう
にする。

利用申請数に
対する利用決
定数の比率：
100％

利用実世帯
数：12世帯

児童扶養手当を
受けている家庭
にチラシ配架を
行い，広く周知
を実施した。
利用している家
庭に対して個別
に目標を立て，
その家庭に合わ
せた支援を行え
ている。

b 利用を希望する世帯
すべてに支援を導入
できている。
広く周知したが，利
用世帯数の増加には
至っていない。

a 目標により，各世帯
状況に合わせた支援
計画を立て，実行で
きている。

A
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31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
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８-③ 169

母子家庭等自立
支援教育訓練給
付金事業

ひとり親（母子家庭の母，父子
家庭の父）の職業能力開発のた
めの指定講座の受講料の20％
を支給する事業。

支給件数：５件 就労自立ができ
ている。

生活福祉
課

支給件数：２
件

能力開発ができ
ている。

支給件数：１
件

能力開発ができ
た。

c 児童扶養手当の現況
届通知に事業案内チ
ラシを同封し個別周
知を行ったが，目標
値を達成しなかった
ため。

b 能力開発ができたた
め。

B 支給件数：４件

８-③ 170

高等職業訓練促
進給付金事業

ひとり親（母子家庭の母，父子
家庭の父）の経済的自立に効果
的な資格を取得するにあたっ
て，２年以上養成機関等で修業
する場合，生活費の負担軽減を
図るため，高等職業訓練促進給
付金を２年間支給する。また，
修業終了時には，高等職業訓練
修了支援給付金を支給する事
業。

支給件数：10件 就労自立ができ
ている。

生活福祉
課

支給件数：８
件

就職に有利な資
格が取得できて
いる。

支給件数：４
件

就職に有利な資
格取得に向けた
訓練が受けられ
た。

c 児童扶養手当の現況
届通知に事業案内チ
ラシを同封し個別周
知を行ったが，目標
値を達成しなかった
ため。

b 当該年度の就労自立
はできなかったが，
就職に有利な資格取
得に向けた訓練中の
ため。

B 支給件数：９件

８-③ 171

ひとり親家庭等
医療費助成制度

18歳に達する日以後の最初の
３月31日までの児童で，児童
扶養手当受給資格と同じような
状態にある母子，父子家庭等に
対し，医療費の自己負担分を助
成する事業。ただし，課税世帯
については一部負担あり。所得
制限がある。国や東京都へ制度
の拡充を要請する。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

受給者数：
810人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける生活福祉課
等の関係課との
連携により，対
象者に速やかに
医療証を発行し
て医療費を助成
することで，ひ
とり親家庭等の
世帯における経
済的な負担軽減
を行う。

受給者数：
803人

制度周知により
申請漏れを防
ぎ，ひとり親家
庭等の経済的な
負担を軽減し
た。

b 事業評価は数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行いひとり親家庭
等の経済的な負担を
軽減したことから,量
的に適正であったと
考えられるため。

b 事業評価は数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行いひとり親家庭
等の経済的な負担を
軽減したことから30
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

９-① 172

バリアフリー・
ユニバーサル化
に対応したまち
づくり，道づく
り

バリアフリー・ユニバーサル化
に対応したまちづくり，道づく
りの検討に子どもも社会の一員
として考える。

数値化しづら
い。

バリアフリー化
により，利用し
やすい道路や施
設になってい
る。

学校指導
課

特別支援教育
に関する研修
会を年間５回
開催し，特別
支援学級のみ
ならず通常の
学級の担任に
おいても障害
理解を図る。

・オリンピッ
ク・パラリン
ピック教育等の
成果を踏まえ，
教育活動におけ
るユニバーサ
ル・デザイン化
を推進する。
・特別支援学級
と通常の学級と
の一層の交流を
図る。

特別支援教育
に関する研修
会を年間５回
開催した。

オリンピック・
パラリンピック
教育の重点項目
として，全校が
障害理解教育に
取り組んだ。
特別支援学級設
置校において
は，意図的。計
画的に通常の学
級との交流が行
われていた。

b 特別支援教育に関す
る研修会を年間５回
開催した。「通常の
学級と特別支援教室
の学びの連続性」や
「通常の学級におけ
るインクルーシブ教
育」をテーマとし，
通常の学級の担任を
対象とした研修も複
数回設定した。

b オリンピック・パラ
リンピック教育の重
点項目として，全校
が障害理解教育に取
り組んだ。
特別支援学級設置校
においては，意図
的。計画的に通常の
学級との交流が行わ
れていた。
バリアフリー等の理
解・啓発から，児
童・生徒の主体的な
活動へ改善を図る必
要がある。

B

９-① 173

都赤ちゃんふ
らっと事業の推
進

赤ちゃんを連れて出かけたとき
に，授乳ができたり，トイレが
使用できたり，おむつ替えがで
きる施設を増やすことを目的
に，全庁的な啓発をする。都の
事業としては，施設整備が補助
対象となる。

実施施設数:35箇
所

トイレの利用や
授乳，おむつ替
えのできる施設
が地域にあり，
安心して赤ちゃ
んを連れて出か
けられる。

子育て相
談室

実施施設
数:33箇所

公共施設では，
建物が古くこの
事業の要件に見
合う設備が整う
施設はほぼ登録
されている。今
後は，一般企業
や商業建物など
へ同意をもらえ
るよう引き続き
啓発を進める。

実施施設数：
35箇所

赤ちゃんふらっ
との設置施設及
び制度につい
て，市報を通じ
て，年１回周知
を図り，施設管
理者への理解啓
発を図った。

a 市報を通じて，赤
ちゃんふらっとの制
度の周知を含めた広
報をすることによ
り，民間事業者によ
る設置個所が増加
し，31年度目標値の
35箇所を達成した。

b 市報による周知を行
うことにより，実施
施設数が増加につな
げることができた。
今後も継続して，市
内の施設管理者に向
けた制度の周知を
図っていく必要があ
る。
また，実施施設につ
いては，赤ちゃんふ
らっとの適切な維持
についても広報，啓
発行いたい。

A 実施施設　35箇
所を維持する。

トイレの利用や
授乳，おむつ替
えのできる施設
が地域にあり，
安心して赤ちゃ
んを連れて出か
けられる。
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９-② 174

安全設備の設置 道路照明灯，道路区画線等の交
通安全施設を整備することによ
り，交通危険箇所を解消し，交
通事故の防止を図る事業。

基準に基づき，
優先順位をつけ
て設置。

基準に基づき，
優先順位をつけ
て設置。

道路管理
課

引き続き前年
同様に道路照
明灯，道路区
画線等の必要
な交通安全施
設を整備する
ことで，交通
危険箇所を解
消し，交通事
故の防止を図
る。道路照明
についても前
年同様にLED
化を進めてい
く。

引き続き道路照
明灯，道路区画
線等の必要な交
通安全施設を整
備することで，
交通危険箇所を
解消し，交通事
故の防止を図
る。また，交通
管理者と協力す
ることで，より
事故の防止につ
なげていく。道
路照明について
はLED化を進
めていく。

道路区画線等
路面表示の修
繕：47件
6,611千円
道路反射鏡等
修繕：150件
3,308千円
道路照明灯修
繕：103件
4,778千円
道路反射鏡新
設工事：11
件1,642千円
街灯の修繕：
110件5,110
千円　ＬＥＤ
灯新設工事：
49,140千円

基準に基づき，
優先順位をつけ
て設置。破損等
に対しては速や
かな修繕を行っ
た。

b 優先順位をつけて設
置したことにより，
交通危険箇所を解消
し，効果的に交通事
故の防止につながる
よう改善できた。

b 通学路点検等で要望
のあがった危険箇所
に対して，区画線の
設置，修繕等の対策
を行った。また，街
灯のLED化を含め交
通安全設備全般の整
備を推進したこと
で，より子どもたち
が安全かつ過ごしや
すい道路環境づくり
ができた。

B 引き続き前年同
様に道路照明
灯，道路区画線
等の必要な交通
安全施設を整備
することで，交
通危険箇所を解
消し，交通事故
の防止を図る。
幹線道路の道路
照明灯について
は，前年同様に
ＬＥＤ化を進め
ていく。

引き続き道路照
明灯，道路区画
線等の必要な交
通安全施設を整
備することで，
交通危険箇所を
解消し，交通事
故の防止を図
る。また，交通
管理者と協力す
ることで，より
事故の防止につ
なげていく。幹
線道路の道路照
明灯については
ＬＥＤ化を進め
ていく。

９-③ 175

交通安全運動市
民の集いの開催

ポスターの募集・作成は行わな
いが，交通安全運動市民の集い
を年１回のペースで開催し，交
通安全に対する周知を行う。

交通安全啓発ポ
スターの募集・
作成は行わない
が，「交通安全
運動市民の集
い」を開催（年
１回）。

交通安全啓発ポ
スターの作成は
行わないが，交
通安全を周知す
る事業として，
「交通安全運動
市民の集い」を
開催していく。

交通対策
課

例年開催の交
通安全教室及
び交通安全啓
発イベントに
加え，小金井
警察署及び関
係機関と連携
しながら，
様々な年代に
向けた交通安
全の啓発を実
施する。

交通安全教室及
び交通安全啓発
イベントを通し
て，交通マナー
及びルールの周
知が図られる。

例年開催の交通
安全運動市民の
集いの開催に加
え，中学生を対
象としたスケ
アードストレイ
ト方式の自転車
安全教室，国分
寺駅にて啓発チ
ラシを同封した
ティッシュを配
りながら自転車
のマナーアップ
を呼びかける啓
発活動を行っ
た。

交通安全教室及
び交通安全啓発
イベントや駅頭
での啓発活動を
通して，交通マ
ナー及びルール
の周知が図られ
るとともに交通
安全意識を高め
ることができ
た。

b 市民の集いの開催に
加え，中学生向けの
交通安全教室の開催
及び駅頭で自転車マ
ナーアップの啓発活
動を行ったため。

b 駅頭での啓発活動に
より不特定多数の方
に，そしてスタント
マンを活用した体験
型の交通安全教室の
開催により，事故の
発生事例を伝えら
れ，より効果的に交
通マナーやルール，
交通安全意識を高め
ることができた。

B

９-④ 176

水質分析等調査 安全な河川等の水質調査として
野川水質分析，湧水分析，野川
水生生物，井戸水水質などの調
査・分析を実施する。

水質：年１回３
地点
湧水：年７回２
地点
水生生物：年１
回１地点
井戸水：年１回
20地点

潤いと安らぎを
与える水辺環境
を守り，子ども
たちが水に関す
る文化や知識を
深めることがで
きている。

環境対策
課

野川水質調査
３地点(年７
回）・池湧水
水質調査２地
点(年６回(池
水質は年１
回））及び井
戸水水質検査
20地点（年
１回）を調査
を実施。

市民が安心して
快適に暮らすた
め，継続して水
質等を監視し状
況を把握する。

水質：年7回
３地点
池湧水：年6
回２地点
水生生物：年
１回１地点
井戸水：年１
回20地点

水辺環境を守る
ため，調査・分
析を実施する事
ができた。

b 野川水質調査３地点
(年７回）・池湧水水
質調査２地点(年６回
(池水質は年１回））
及び井戸水水質検査
20地点（年１回）を
調査を実施したた
め。

b 子どもたちが安心し
て快適に暮らすた
め，定期的に水質等
を監視し，状況を把
握することができた
ため。

B
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９-④ 177

大気環境分析等
調査

児童の通園，通学等，幹線道路
沿線の大気調査，自動車排気ガ
ス測定，自動車騒音・振動・交
通量および酸性雨等の調査を実
施する。

大気，排気ガ
ス，騒音・振
動：年１回７地
点
酸性雨：毎月１
地点

公害等から良好
な生活環境守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

環境対策
課

市内7地点４
項目，二酸化
窒素（NO
₂），一酸化
炭素（CO)，
二酸化硫黄
（SO₂），浮
遊粒子状物質
（SPM)の大
気環境調査を
年１回実施。
自動車の排気
ガス測定，騒
音，振動調査
を実施。酸性
雨調査を毎月
実施。

子どもたちが安
心して快適に暮
せるために大気
環境，騒音及び
振動等の状況を
定期的に把握・
監視する。

市内7地点４
項目，二酸化
窒素（NO
₂），一酸化
炭素（CO)，
二酸化硫黄
（SO₂），浮
遊粒子状物質
（SPM)の大
気環境調査を
年１回,自動車
の排気ガス測
定，騒音，振
動調査，及び
酸性雨調査を
毎月実施し
た。

大気環境，騒音
及び振動等の状
況を定期的に監
視,把握するこ
とが出来た。

b 市内7地点４項目，二
酸化窒素（NO₂），
一酸化炭素（CO)，
二酸化硫黄（SO
₂），浮遊粒子状物質
（SPM)の大気環境調
査を年１回実施。自
動車の排気ガス測
定，騒音，振動調査
を実施。酸性雨調査
を毎月実施し，状況
を定期的に監視,把握
することが出来たた
め。

b 大気環境，騒音及び
振動等の状況を定期
的に監視,把握するこ
とができ，子どもた
ちが安全に，かつ安
心して通園・通学す
ることできたため。

B 大気環境，騒音
及び振動等の状
況を定期的に把
握・監視するこ
とは，市民が安
心・快適に暮ら
すためには重要
であるため，今
後も継続して実
施する必要があ
る。

９-④ 178

ダイオキシン類
調査

人体に有害な物質，ダイオキシ
ンについて，学校，公園で隔年
において大気，土壌の調査を実
施する。

調査・分析実施
回数：１回

公害等から良好
な生活環境を守
り，子どもが安
全・安心して生
活できている。

環境対策
課

大気調査・分
析１回実施
（４箇所）

ダイオキシン調
査を継続して実
施することで子
どもが安全・安
心して生活でき
ている。

大気調査・分
析を1回（4
箇所）で実施
した。

大気ダイオキシ
ン調査を実施し
たところ，全て
の調査地点で環
境基準を満足し
ていることが確
認できた。

b 調査・分析箇所を大
気と土壌で隔年で実
施しているが，前回
（平成28年度）同様
に４箇所実施するこ
とで広範囲に渡り調
査できたため。

b 調査・測定箇所にお
いて環境基準を満足
していることを確認
したことにより，子
どもたちが安全・安
心して生活できるこ
とを確認できたた
め。

B 土壌調査・分析
１回実施（10箇
所）

９-④ 179

放射能対策 空間放射線量，給食食品等の放
射性物質濃度，プール水・親水
施設等の水の放射線物質濃度等
の測定を実施する。

「国分寺市放射
線対策に関する
基本的な対応方
針」に基づく測
定の実施。

公害等から良好
な生活環境を守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

環境対策
課

「国分寺市放
射線対策に関
する基本的な
対応方針」に
基づく測定箇
所を継続して
実施する。

市の公共施設の
空間放射線量測
定及び食品等の
放射性物質の測
定を継続し，環
境基準に基づき
安心・安全を確
認する。

「国分寺市放
射線対策に関
する基本的な
対応方針」に
基づく測定を
定点32箇所
で実施した。

「国分寺市放射
線対策に関する
基本的な対応方
針」に基づく測
定が実施でき，
子どもたちが安
全・安心して通
園，通学するこ
とができた。

b 「国分寺市放射線対
策に関する基本的な
対応方針」に基づく
測定を計画どおり定
点32箇所で実施でき
たため。

b 測定箇所（定点全32
箇所）において，環
境基準を満たしてい
ることを確認でき，
子どもたちが安全
に，かつ安心して通
園・通学することで
きたため。

B

９-⑤ 180

セーフティ教室
等の開催

児童・生徒の発達段階に応じ
て，犯罪に巻き込まれないため
の危険予知能力や危険回避能力
を養う事業。また，家庭や地域
社会との犯罪防止に向けた共通
理解を図り，関係諸機関との連
携を確立する。また，学校に不
審者が侵入した場合を想定し，
安全に避難する方法を身に付け
る。

年間15回 犯罪への危険予
知等能力を養う
ことができてい
る。

学校指導
課

年間15回 全校が提出する
「安全指導年間
計画」に基づい
て，セーフティ
教室や安全指導
日の内容の充実
を図り，生活安
全の指導を通し
て，犯罪への危
険予知等能力を
高める。

年間20回
1回：12校
2回：１校
3回：２校

児童・生徒にお
ける犯罪への危
険予知等能力を
育成した。

a 市立小中学校全校に
おいてセーフティ教
室を開催した。（15
校で20回）

a 市立小中学校全校に
おいてセーフティ教
室を開催し，安全・
安心に関する具体的
な指導を行った。ま
た，月１回の安全指
導日には，生活安全
の内容を計画に基づ
いて指導しており，
犯罪への危険予知能
力の育成を図った。

A
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子ども110番の
家の設置

子どもが被害を受けたり，身の
危険を感じたときに安心して避
難できる「子ども110番の
家」の設置を行う事業。

登録数：1,400
件

子どもが安心し
て避難できるよ
うになってい
る。

学校指導
課

登録数：
1,200件

子ども110番
の家の登録数拡
充のため，各校
のPTAと連携
して周知を図
る。
安全指導を通し
て，子ども
110番の家に
ついて児童・生
徒への周知を図
る。

登録数：
1,023件

子どもが安心し
て避難できるよ
う子ども110
番の家の登録数
拡大を図った。

c 前年度と比較し，登
録数が16件減少し
た。
各校においてPTAと
連携し，新規協力者
の勧誘に当たった
が，目標数値の達成
には至らなかった。

a 子ども110番の家に
逃げ込んだ事案は発
生しなかった。子ど
もが安心して登下校
できるよう，子ども
110番の家について
周知を進めた。

B

９-⑤ 182

通学路見守り活
動の実施

春と秋の交通安全運動週間に合
わせ，通学時における子どもた
ちの安全を図るため，年に２
回，通学用道路にて教育委員会
が見守り活動を行う事業。

巡回回数：年２
回

子どもが関係す
る交通事故の発
生を抑制し，教
育委員会，学
校，保護者，地
域全体で子ども
たちを守るとい
う安全意識を向
上させる。

教育総務
課

巡回回数：年
２回

今後も引き続き
見守り活動を実
施していく。

巡回回数：年
２回実施

交通安全運動週
間に合わせて実
施することによ
り，交通安全意
識の啓発ができ
た。

a 予定どおり年2回実施
することができた。

a 交通安全運動週間に
合わせて実施するこ
とにより，教育委員
会，学校，保護者，
地域全体で子どもた
ちを守るという交通
安全意識の啓発がで
きた。

A

９-⑤ 183

防犯パトロール
の実施

子どもたちの安全確保など市内
の防犯対策のため，自主防犯活
動団体による防犯パトロールや
市職員等による青色防犯パト
ロールの実施を推進する事業。

実施団体数：75
団体

各地域で防犯パ
トロール等が活
発に行われてい
る。

防災安全
課

自主防犯活動
団体数及び青
色回転灯装着
車両の台数の
合計値：50

各地域で防犯パ
トロール等が活
発に行われてい
る。

自主防犯活動
団体43団体
と青色回転灯
装着車両33
台が防犯パト
ロール等を実
施した。
合計値：76

各地域で防犯パ
トロール等が活
発に行われた。

a 青色回転灯装着車両
が３台増加し，市で
把握する自主防犯活
動団体数は５団体増
加した。

a 各地域で自主防犯活
動団体による防犯パ
トロール等が活発に
行われた。市職員に
おいても青色回転灯
装着車両を用いて市
内パトロールを実施
した。

A

９-⑤ 184

防犯まちづくり
委員会・ブロッ
ク連絡会の開催

防犯まちづくり委員の全市的な
組織である防犯まちづくり委員
会を開催し，各ブロック連絡会
を通じて，委員相互の意見交換
や情報交換，警察等との交流を
図り，地域の防犯啓発活動を展
開する。また，児童の見守りに
関して防犯まちづくり委員をは
じめとする自主防犯活動団体と
ＰＴＡとの意見交換・情報共有
を行う。

延べ認定数：
285人

防犯まちづくり
委員を中心に，
各地域で委員が
防犯活動を活発
に行っている。

防災安全
課

延べ認定数：
191人

防犯まちづくり
委員を中心に各
地域で委員が防
犯活動を活発に
行っている。

延べ認定数：
194人

防犯まちづくり
委員を中心に，
各地域で委員が
防犯活動を活発
に行った。

b 防犯まちづくり委員
への申出があり認定
した人数は17人だっ
た。防犯リーダー養
成講習会の受講者及
び修了者を増加さ
せ，申出者の増加に
つなげる。

a 防犯まちづくり委員
が各地域団体の中心
となり，駅頭での防
犯キャンペーンや見
守り活動等を行っ
た。また，イベント
においては，会場周
辺のパトロールも実
施した。

A

９-⑤ 185

防犯リーダー養
成講習会の開催

防犯知識を習得できる講習会を
実施して地域で活動する防犯
リーダーを養成し，地域での自
主防犯活動の活性化を図る事
業。

延べ受講者数：
340人

防犯知識を習得
した市民の増
加。

防災安全
課

延べ受講者
数：295人

防犯知識を習得
した市民が増加
している。

延べ受講者
数：288人

防犯知識を習得
した市民が増加
した。

c 受講定員30人で，申
込みは23人であっ
た。市民が興味を持
ち参加できるよう講
座内容を検討する。

a 防犯知識を習得した
市民が増加した。

B

９-⑤ 186

事件災害情報の
迅速な提供

事前に登録した市民等に不審者
や事件，災害情報を電子メール
で配信する事業。

登録者数：
18,100人

市民等に防犯・
防災情報を迅速
に提供する。

防災安全
課

登録者数：
17,600人

市民等に防犯・
防災情報を迅速
に提供する。

登録者数：
18,185人

市民等に防犯・
防災情報を迅速
に提供した。

a 市報等で，安全・安
心メール登録の周知
を行った結果，613
人が新たに登録し
た。

a 市民等に防犯・防災
情報を迅速に提供し
た。

A

９-⑤ 187

自主防犯活動団
体による児童の
見守り活動の推
進

現在，自主防犯活動団体では登
下校時に児童の見守り等を実施
しているが，更に多くの団体に
要請し，登下校時に合わせた防
犯パトロールや見守り活動を推
進する。

実施団体数：45
団体

実施団体数が増
加し，各地域で
の児童の見守り
活動が行われて
いる。

防災安全
課

実施団体数：
20団体

各地域で児童の
見守り活動が行
われる。

実施団体数：
18団体

各地域での児童
の見守り活動が
行われた。

c 高齢のため自主防犯活
動を辞退せざるを得な
くなった団体があった
一方で新たに自主防犯
活動を開始した団体も
あったため，昨年度実
績と同じ数となった。
より団体を増やす必要
がある。

a 実施団体数は増加し
ていないが，各地域
で児童の見守り活動
が行われた。

B
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

９-⑤ 188

防災行政無線を
使用した「子ど
もの見守り放
送」の実施

児童が犯罪の被害に巻き込まれ
る危険性の高い通学時の安全確
保のため，下校時間前に防災行
政無線を使用して地域住民等に
子どもの見守り活動の呼びかけ
を行う。

放送回数：１日
１回

子ども見守り放
送をきっかけ
に，地域におけ
る子どもたちの
見守り活動が行
われている。

防災安全
課

放送回数：
１日１回

子どもの見守り
放送をきっかけ
に地域における
子どもたちの見
守り活動が行わ
れている。

放送回数：１
日１回

子どもの見守り
放送をきっかけ
に，地域におけ
る子どもたちの
見守り活動が行
われた。

a 平成31年度目標を達
成したため。

b 防犯まちづくり委員
会等で，地域の子ど
もの見守り放送の目
的を周知し，子ども
の見守り活動を呼び
かけた。

A

９-⑤ 189

地域防犯パト
ロール協力事業
者によるパト
ロール

市内の事業者と協定を締結し，
車両にマグネットシートを貼付
し，業務中に市内の防犯パト
ロールを実施する。

協力事業者数：
28事業者

協力事業者が増
加し，子どもの
見守りをはじめ
市内での防犯パ
トロールが実施
されている。

防災安全
課

協力事業者
数：
17事業者

市内の事業者と
協定を締結し，
車両にマグネッ
トシートを貼付
し，業務中に市
内の防犯パト
ロールを実施す
る。

協力事業者
数：16事業
者

協力事業者が増
加し，子どもの
見守りをはじめ
市内での防犯パ
トロールが実施
された。

b 新たな協力事業者と
協定を締結すること
ができなかった。次
年度に向けて，協力
可能な事業者を増や
す必要がある。

a 協力事業者により車
両を用いた子どもの
見守りなど市内の防
犯パトロールが実施
された。

A

９-⑤ 190

市立小・中学校
周辺における自
主防犯活動拠点
の設置

学校及び周辺の安全を確保する
ため，校内の既存の施設や周辺
の空き店舗や事務所を活用した
地域の防犯ボランティアが集ま
ることのできる自主防犯活動拠
点を設置する。

活動拠点数：２
拠点

活動拠点数が増
加し，各地域の
自主防犯活動が
活性化してい
る。

防災安全
課

活動拠点数：
４拠点

活動拠点数が増
加し，各地域の
自主防犯活動が
活性化してい
る。

活動拠点数：
４拠点

活動拠点数が増
加し，各地域の
自主防犯活動が
活性化した。

a ４つの自主防犯活動
団体が学校や神社を
拠点として防犯活動
を行った。

a 地域団体が学校や神
社を拠点とし，集合
し，情報共有や打合
せを行った後に，地
域の見守りパトロー
ルを行うなど活動拠
点があることで活動
の活性化につながっ
た。

A

９-⑥ 191

いじめと虐待な
どで被害を受け
た子どもへの支
援

子ども家庭支援センターと，教
育委員会・警察・児童相談所・
主任児童委員が連携して，被害
にあった子どもの支援を実施す
る。必要によって，子どもの実
態に見識の深い選任弁護士に相
談実施し，解決に向ける。

事実発生件数に
対する対応率：
100％

子どものいじめ
や虐待などの事
実発生時に十分
な対応をし，改
善が図れて，当
該児童ができる
だけ早く元気な
姿となるよう支
援されている。

子育て相
談室

要保護児童対
策地域協議会
の個別ケース
検討会議開催
数：50回

要保護児童対策
地域協議会の個
別ケース検討会
議や進行管理部
をより充実させ
るよう工夫を
行っていく。
三師会（助産
師，医師，歯科
医師）や弁護士
の参加で重篤な
ケースを専門的
かつ多角的な観
点から支援でき
ているが，さら
により効率的な
開催の工夫をし
ていく。

要保護児童対
策地域協議会
の個別ケース
検討会議開催
数：52回

必要なケースに
対して，個別
ケース検討会議
を実施できてい
る。
進行管理部会を
開催し，関係機
関に虐待ケース
の支援状況の情
報共有が行えて
いる。
三師会の参加，
弁護士のアドバ
イザー協力を得
て，重篤なケー
スを専門的に支
援できている。

b 30年度取組目標を上
回る会議を実施する
ことができた。

b 支援ケースの中で情
報共有や役割分担の
必要なケースに対し
て，個別ケース検討
会議を実施できてい
る。
子育て包括支援セン
ター開始に伴い，特
定妊婦も合わせた情
報共有が図れるよ
う，進行管理部会を
調整していく必要が
ある。

B 要保護児童対策
地域協議会の個
別ケース検討会
議や進行管理部
会をより充実さ
せるよう工夫を
行っていく。

10-①
25
再掲

子育ち・子育て
支援市民活動団
体の支援

市民活動センターにおいて，各
種相談，印刷機や会議室の提供
など活動の支援，事業展開のた
めの利子補助などの支援を行う
事業。

市民活動セン
ターに登録して
いる団体が200
団体に増えてい
る。

市民活動団体の
活動が活発化
し，多くの団体
が市民活動セン
ターを活用して
いる。多くの協
働事業が実施さ
れている。

協働コ
ミュニ
ティ課

市民活動セン
ターに登録し
ている団体が
157団体に増
えている。

引き続き，市民
活動センターが
市民活動団体や
活動している市
民にとってより
利用しやすい施
設となるよう取
り組んでいく。

30年度末時
点登録団体
数：145団体

未登録団体への
声かけや情報発
信を充実させる
などしてPRを
図った。また，
庁内の「協働研
修」内容の充実
を図り職員への
意識啓発に努め
た。

c 目標量を達成しな
かったため。
平成31年度中の市民
活動センター移転に
向け，30年度中から
31年度当初にかけて
複数回，説明会やア
ンケートなどを行
い，運用方法などを
検討した。移転後も
引き続き市民活動セ
ンター機能は維持す
るが，登録団体のみ
を対象とした施設で
はなくなるため，登
録団体数を目標数値
にすることが適切か
どうか疑問となって
いる。

b 登録団体数はほぼ横
ばいであるが，市民
活動団体の活動の場
としてミーティング
ルーム，印刷機等が
定期的に活用されて
いる。

B 市民活動セン
ターに登録して
いる団体が157
団体に増えてい
る。

引き続き，市民
活動センターが
市民活動団体や
活動している市
民にとってより
利用しやすい施
設となるよう取
り組んでいく。
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。
31年度目標達成に向けて順調に進展している。
31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。
31年度目標達成に向けて改善が必要である。

10-① 192

児童館と地域子
育て支援活動の
連携

地域の子どもたちのための活動
へ，児童館職員の派遣協力を行
う。例：青少年地区育成祭・講
演会・本多子ども祭・泉町防災
連合会の祭・地域防災映画・防
災訓練・肩車の会祭・ＰＴＡか
らの要請など。

全児童館の地域
共催事業などの
実施回数：36回

児童館が地域と
連携することに
より，多世代の
交流や地域の子
育て・絆づくり
に貢献してい
る。

子ども子
育て事業
課

全児童館の地
域共催事業な
どの実施回
数：19回

児童館・学童保
育所職員が地域
会議へ参加し，
情報を発信し，
地域の子育て支
援に貢献してい
る。

全児童館の地
域共催事業な
どの実施回
数：27回

児童館・学童保
育所職員が地域
会議へ参加し，
情報を発信し，
関係団体と連携
し，行事参加し
た。

a 30年度目標値を大き
く上回って達成し
た。
また，市民主導にす
べく運営委員会議出
席等精査し，目的に
則した会議出席し
た。

a 児童館・学童保育所
職員が地域会議へ参
加し，情報を発信
し，地域の子育て支
援に貢献している。

A 全児童館の地域
共催事業などの
実施回数：25回

10-①
21
再掲

青少年育成地区
委員会への補助
金交付

市内５地区の青少年育成地区委
員会の活動に対し補助金を交付
する事業。

補助金額：
1,125,000円

各地区委員会
で，青少年のた
めの活動が活発
に行われてい
る。

子ども若
者計画課

補助金額：
1,125,000
円

各地区委員会
で，青少年のた
めの活動が活発
に行われてい
る。

補助金額：
1,125,000
円

地域活動が充実
するよう，各地
区員会活動にお
ける「子どもま
つり」等地域の
協賛団体との連
携で実施するも
のについて，必
要な備品を行政
間で借用し提供
を続けている。
また，多様性を
認め合う思いや
りのある地域を
目指すため，東
京都の事業を活
用した地区委員
会役員・委員向
け研修会「青少
年応援プロジェ
クト＠国分寺
市」を実施し
た。

a 各地区委員会におい
て，補助金に対し返
還金が発生しなかっ
た。地区委員会の役
員で構成された連絡
会の場を活用し，地
域の協賛団体との連
携方法を学ぶため，
互いの情報共有を密
にしていた。今後の
各地区委員会活動の
規模の平均化を目指
す意識醸成が図られ
た。

a 各地区委員会ごとの
地域性や特色ある活
動を捉え，その活動
がのびのびと企画運
営されるよう，補助
金を交付する側であ
る市担当も，随時相
談に応じ寄り添う支
援をした。各地区委
員会が，補助金交付
の目的を意識し交付
要綱に基づく適切な
補助金執行に努力し
た。

A 補助金額：
1,125,000円

子ども自身によ
る組織の活動が
保障され，各地
区委員会で，地
域の特色を生か
し，青少年のた
めの活動が活発
に行われてい
る。

10-①
22
再掲

地域活動連絡会
への補助金交付

心身に障害のある児童・生徒の
余暇活動の充実を図るため地域
活動連絡会に対して補助金を交
付する事業。

補助金額：
1,995,000円

心身に障害があ
る児童・生徒の
余暇活動が充実
している。

社会教育
課

補助金対象事
業を精査し，
適正な補助額
とする。

補助金を活用す
る事業と他団体
による取組を切
り分けることに
より，余暇活動
の充実を図る。
また，補助金の
目的に沿った活
動となるよう団
体と協議を行
う。

補助金額
1,295,000
円

心身に障害があ
る児童・生徒の
余暇活動を充実
させた。効果的
な補助金となる
よう団体と事業
内容の協議を
行った。

b 事業内容を精査し，
適正な額で補助金を
交付することができ
ている。

b 補助金の交付によ
り，心身に障害のあ
る児童・生徒の余暇
活動を充実させ，地
域社会における子ど
ものための活動援助
に寄与できた。

B

10-① 193

児童館におけ
る，施設使用の
提供・備品貸し
出し

児童への還元を目的とする団体
の活動の施設利用を可とした
り，備品の貸し出しを行う事業
（貸し切りは不可）。

施設・備品の貸
し出し件数：
100件

地域の子育て支
援に貢献してい
る。

子ども子
育て事業
課

全施設で備品
の貸出を行
う。

貸し出し要望に
沿った貸出を行
う。

全施設で備品
の貸出を行っ
た。

貸し出し要望に
沿った貸出を
行った。

b 全施設で備品の貸出
を行ったが要望は少
なかった。

a 貸し出し要望に沿っ
た貸出を行ったこと
で，地域の子育て支
援に貢献していると
思慮している。

A
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国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成30年度実績（全体）　

A
B
C
D
E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

31年度目標　（計画（Plan））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

量的 質的

（参考）
平成29年度実
績評価がDま
たはEだった項

目

30年度
所管課

31年度目標に向けた
30年度取組目標

30年度実績　（実施（Ｄｏ）） 30年度実績評価　（評価（Check））31年度目標　（計画（Plan））
施策分
野・取組
の方向
性番号

通番 事業名 事業概要

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

施策の分野の達成状況にかかる評価基準
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31年度目標達成に向けて改善が必要である。

10-① 194

子ども読書活動
推進計画の事業
の実施

平成20年度に策定した「国分
寺市子ども読書活動推進計画」
に基づき，読書活動推進事業を
実施する。

平成30年度から
始まる「第三次
子ども読書活動
推進計画」の策
定を29年度まで
に行い，この計
画に基づいた事
業を実施してい
る。

都立多摩図書館
（平成29年度国
分寺市に開館予
定）との子ども
読書活動事業の
連携が行われて
いる。

図書館課 ・講演会・講
座：12回開
催
・ブックリス
ト　3種類
・団体貸出等
用（学級文庫
用）セット：
新規…各館1
セット(各40
冊)
旧セット買替
…100冊
・お話出前用
図書：20冊
増
・乳幼児健診
での絵本リス
ト配布
24回
・出前講座：
10回
・図書館福
袋：125セッ
ト
・映画会用Ｄ
ＶＤ：5タイ
トル

平成29年度か
ら継続し，第三
次子ども読書活
動推進計画の策
定。
都立多摩図書館
との連携の手法
についての検
討。

30年度実績
【量的】・講
演会・講座
10回・ブッ
クリスト　３
種類・団体貸
出し用（学級
文庫用）セッ
ト新規…各館
１セット「１
年年用」(各
40冊)　旧
セット買替…
63冊・おは
なし出前用図
書21冊・乳
幼児健診での
絵本リスト配
布24回・出
前講座3回・
図書館福袋貸
出　　120
セット・児童
向け映画会用
ＤＶＤ資料
５タイトル

平成29年度か
ら継続的に目標
としていた第三
次子ども読書活
動推進計画を策
定し，都立多摩
図書館との連携
の手法について
協議した。

b 30年度取組目標とし
ていた事項について
は，概ね予定どおり
達成することができ
た。

b 第三次国分寺市子ど
も読書活動推進計画
を策定することがで
きた。
今後も都立多摩図書
館との協議を重ねて
いく必要がある。

B

10-②
139
再掲

夏休み学校キャ
ンプ

学校施設を利用し，地域の方々
が実行委員会となりキャンプを
開催する事業。

市内全市立小学
校10校で実施。

学校キャンプを
通して，子ども
たちやその保護
者と地域のつな
がりがより強く
なっている。

社会教育
課

市内全市立小
学校10校で
実施。

地域のつながり
をさらに強める
ため，実行委員
会へ地域の協力
者に関する情報
を提供する。

市内全市立小
学校９校で実
施。

各校の実行委員
会が主体となっ
て計画し，それ
ぞれの特色のあ
るプログラムを
実施したことで
地域とのつなが
りづくりに貢献
した。

b 全10校で実施する計
画であったが，台風
の影響により中止と
なり９校開催となっ
た。

a 児童の保護者，青少
年委員，民生委員
等，多くの地域住民
が関わって実施し
た。

A

10-② 195

児童館・公民館
における異世代
交流事業

地域の高齢者のボランティアに
よる児童への遊びの指導等を実
施し，異世代交流事業として
様々な文化事業を実施。
地域の小中高校生及び大学生に
よる異世代間交流の場で，お互
いの関わりが深まる事業を実
施。

実施事業数：５
事業

地域の特性を活
かした異世代交
流事業や地域会
議事業が定期的
に実施され，地
域のつながりを
深め，幅広い年
齢の方々との交
流の場ができて
いる。

公民館課 実施事業数：
５事業

異世代交流事
業・地域会議等
で事業を実施。

実施事業数：
７事業

公民館学習室・
異世代交流事
業・地域会議等
で事業を実施。

a 公民館学習室（本
多・恋ヶ窪・光）
異世代交流事業（本
多・並木）
地域会議（本多・も
とまち・並木）で実
施

a 地域の特性を活かし
た異世代交流事業や
地域会議事業を定期
的に実施し，地域の
つながりを深め，幅
広い年齢の方々との
交流の場ができた。

A

11-①
7

再掲

子どもの居場所
づくりに関する
市民ワーク
ショップの開催

公募市民によるワークショップ
を立ち上げ，子どもの権利の視
点から，子どもたちの居場所に
ついて，現状を踏まえて，どう
あるべきか検討し，市への報告
をいただく。

１回の参加人
数：20人

さまざまな世代
の市民が参加し
て一定の結論が
導かれている。

子ども若
者計画課

前年度廃止済み 前年度廃止済み D
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11-①
8

再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

延べ利用者数
計：40,000
名
（妊娠期の方
の延べ利用者
数：80名
父親の延べ利
用者数：500
名，相談件数
計：5,000
件）

29年度で
は，子ども子
育て事業課の
子ども野外事
業「プレイ
キッズ」と統
合し，「こく
ぶんじ青空ひ
ろば」で協働
事業実施する
ことになっ
た。
28年度で３
か年契約が完
了「屋外型親
子ひろば」事
業は廃止。

妊娠期の方，乳
幼児やその保護
者のニーズに応
じた様々なイベ
ント等が開催さ
れ，利用しやす
い環境となって
おり，利用者が
増えている。ま
た，地域子育て
支援活動団体と
の連携により，
ニーズに応じた
居場所の情報提
供ができてい
る。

延べ利用者数
（子ども+大
人）：53,058
名

妊娠期の方の利
用延べ人数：
58名

父親の利用延べ
人数：1,058名

相談述べ件数：
3,290件

多様化する市民
ニーズに対応でき
るよう親子ひろば
の運営事業者を，
社会福祉法人，
NPO法人など地域
で子育て支援の活
動をしている団体
等に委託等行っ
た。
※参考※
親子ひろば１１か
所
運営事業者
直営　４か所，指
定管理　４か所，
業務委託　３か所
（うち，協働事業
１か所）

また，利用者支援
事業の子育て応援
パートナーを中心
に，親子ひろばと
地域の子育て支援
活動団体との連携
を図った。
※参考※　円卓会
議　月１回実施。
地区連絡会年２回
実施。

a 延べ利用者数が大き
く増加した。
親子ひろばの運営事
業者を，社会福祉法
人，NPO法人など地
域で子育て支援の活
動をしている団体等
に委託等行ったこと
により，運営事業者
のノウハウを活か
し，それぞれ特色の
ある親子ひろば運営
をすることができて
いる。

a 市内で活動する子育
て活動団体等のノウ
ハウを活かした特色
のある親子ひろばの
運営，地域子育て支
援活動団体との連携
を強化することによ
り，市民のニーズに
応じた居場所の提供
につなげることがで
きた。

円卓会議や地区連絡
会を通し，他の事業
者の取り組みを意見
交換することによ
り，利用しやすい環
境整備につなげた。

A 利用者延べ数
計：55,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：
1,000名，相談
件数計：5,800
件）

妊娠期の方，乳
幼児やその保護
者のニーズに応
じた様々なイベ
ント等が開催さ
れ，利用しやす
い環境となって
おり，利用者が
増えている。
また，地域子育
て支援活動団体
との連携によ
り，ニーズに応
じた居場所の情
報提供ができて
いる。

①公園で小学生の野外遊びの提
供を行う事業。
②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

＊市内公園を用いて，午前にお
いては，地域の中で孤立しがち
な乳幼児親子が安心して立ち寄
り，遊びと交流ができる場所を
つくり，午後においては，戸外
の遊びを促す活動を行い，子ど
もが放課後安心して過ごせる場
所を作る。

①６箇所
②５箇所

＊9公園

①小学生が野外
での遊びから生
きる力を身に付
ける。
②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

＊市内公園を活
用し，午前にお
いては，乳幼児
親子の遊びと交
流の場の提供
し，午後におい
ては，小中学生
の放課後の居場
所を作る。

子ども子
育て事業
課

こくぶんじ青
空ひろば事業
として，9公
園実施。

青空ひろば事業
に移行。小学生
が野外での遊び
から生きる力を
身に付ける。
乳幼児の親子が
外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

９公園 市内公園で遊び
を促す活動を行
い，小学生の自
主的な遊びや生
活に根ざした遊
びを展開するこ
とができた。
また，乳幼児の
親子の遊びと交
流の場となると
ともに，相談な
ども行われ，日
ごろの育児につ
いてリフレッ
シュする機会を
提供することが
できた。

a ９公園で実施できた a ９公園においてス
タッフを常駐し，遊
びの提供を行った。

A ９公園 市内公園を活用
し，午前におい
ては，乳幼児親
子の遊びと交流
の場の提供し，
午後において
は，小中学生の
放課後の居場所
を作る。

11-①
24
再掲

子ども野外事業

（＊こくぶんじ
青空ひろば事業
に移行）
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②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

②５箇所 ②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

子育て相
談室

28年度で３
か年契約が完
了「屋外型親
子ひろば」事
業は廃止。
29年度で
は，子ども子
育て事業課の
子ども野外事
業「プレイ
キッズ」と統
合し，「こく
ぶんじ青空ひ
ろば」で提案
型協働事業実
施することに
なった。

外遊びを特化し
た「こくぶんじ
青空ひろば」で
公募型協働事業
で行われる予定
である。相談部
門は，子ども家
庭支援センター
が担うことと
し，午前中に実
施公園へ助産師
を派遣，保護者
のケアやスタッ
フの支援を行
う。

11-①
65
再掲

児童館運営委員
会の設置

全館を対象とした，事業評価・
課題抽出のための委員会を立ち
上げる。

開設状況：有 児童館運営委員
会が設置され児
童館の運営に関
する事業評価や
課題抽出がされ
ている。

子ども子
育て事業
課

６館 利用者協議会に
関係者の参加を
依頼する。

児童館運営委
員会の設置に
は至らなかっ
たが，各館年
2回利用者の
意見を聞く場
を設定した。

各館で地域の関
係者による意見
聴収をした。

d 児童館運営委員会の
設置には至らなかっ
たが，全館で利用者
の意見を聞く場の設
定を実施した。

e 各館で地域の関係者
による意見聴収をし
たが，委員会の対上
げまでに至らなかっ
た。

D

11-①
144
再掲

コミュニティ・
スクール設置に
向けた諸事業の
推進

学校運営協議会等の充実及び学
校支援地域本部の導入など，学
校を支援する組織づくりを進め
る。学校を支援する地域の体制
が整ったところから，教育委員
会が順次コミュニティ・スクー
ルの設置を進める。

学校を支援する
地域の体制が
整った学校につ
いて，教育委員
会が順次コミュ
ニティ・スクー
ルを指定する。

地域との協働に
より学校が運営
されている。

学校指導
課

学校を支援す
る地域の体制
が整った学校
について，教
育委員会が順
次コミュニ
ティ・スクー
ルを指定す
る。

・学校を支援す
る地域の体制が
整った学校につ
いて，教育委員
会がコミュニ
ティ・スクール
を指定する。
・東京都が推進
する「東京都型
のコミュニ
ティ・スクー
ル」の事業への
参画を検討す
る。
・他課と連携し
て，事業の推進
を図る。

コミュニティ
スクール：3
校

３校のコミュニ
ティ・スクール
を継続すること
で地域との協働
により学校が運
営された。
「東京都型コ
ミュニティ・ス
クール」につい
ては，都の事業
自体が終了と
なったことを確
認した。
今後は，国の示
す形式で導入を
推進していく。

b 小学校３校がコミュ
ニティ・スクールと
して継続した取組を
実施した。
地域の体制が整った
学校について，コ
ミュニティ・スクー
ルを導入していく。

b コミュニティ・ス
クールの３校は，地
域との協働により学
校が運営されてい
る。

B 目標では「教育
委員会が順次コ
ミュニティ・ス
クールを指定す
る。」とある
が，制度改正に
より，「指定」
から「設置」に
変更している。

11-① 196

国分寺市子育
て・子育ちいき
いき計画推進協
議会

国分寺市子育て・子育ちいきい
き計画（次世代育成支援対策地
域行動計画）の進捗状況を把
握・評価し，課題の抽出を行
う。（市民等組織）

開催回数：６回
／年

当該組織による
計画事業の評価
がなされ，抽出
された課題に対
しても所管課が
解決に向けて取
り組んでいる。

子ども若
者計画課

開催回数：５
回／年

実施計画の
PDCAサイク
ルを確立され，
子育て・子育ち
いきいき計画に
掲げる施策の推
進に向け取り組
んでいる。

開催回数：５
回／年

平成29年度の
中間評価を含
め，計画の評価
を実施した。
計画の評価につ
いては，施策の
分野や施策の取
組の方向の視点
を持ち各事業を
評価している
が，結果として
施策が進んでい
るか否かの判断
が困難なものと
なっている。

b 国分寺市子育て・子
育ちいきいき計画評
価のため，目標回数
どおり開催すること
ができた。

c 評価理由について
は，30年度質的実績
のとおりである。
重点となる施策を中
心に評価するなど，
施策の評価となるよ
う評価方法を検討す
る必要がある。
また，ＰＤＣＡサイ
クル確立のため，効
率の良い評価方法を
検討する必要があ
る。

B

11-①
24
再掲

子ども野外事業

（＊こくぶんじ
青空ひろば事業
に移行）
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